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総　則

第１章





第 １ 章　総則

Ⅰ　計画の趣旨

県民のみなさんが、健康で豊かな食生活を営むためには、食品の生産から消費に至る
すべての行程に関わる関係者が食の重要性を認識するとともに、それぞれの責務と役割
を果たしながら食の安全・安心の確保と食育の推進に努める必要があります。
近年、科学技術の進展、消費者嗜好の多様化、輸入食品の増大などにより私たちの身
の回りには様々な食品が流通し、食を取り巻く環境は大きく変化しています。
また、平成２３年のユッケを原因とする食中毒、平成２４年の浅漬を原因とする食中毒は
ともに腸管出血性大腸菌によるものであり、死者を含め多数の患者が発生しましたが、
食に起因するこうした健康危害は、県民の身近にも潜んでおり、対策の必要性が改めて
認識されました。
さらに、福島第一原子力発電所事故で環境中に放出された大量の放射性物質によって
食品が汚染された事件は、食に対する不安としてクローズアップされ、正しい情報の提
供やリスクコミュニケーションの大切さが浮彫りになりました。
食生活においては、栄養の偏りや欠食などの食習慣の乱れ、過食による肥満や糖尿病
などの生活習慣病の増加、核家族化などにより一人で食事をとる孤食＊（こしょく）が
増加し、家族とのコミュニケーションが不足することによる食事マナーの低下や、人と
人とのつながりの希薄化など、様々な問題が生じています。
県では、平成１８年１２月に制定した「岡山県食の安全・安心の確保及び食育の推進に関
する条例」（以下「条例」という。）に基づき、平成２４年度を終期とする「岡山県食の安
全・安心推進計画」及び「岡山県食育推進計画」を策定し、県民の健康で豊かな生活の
実現を図ってきましたが、それぞれの次期計画を統合することとし「岡山県食の安全・
食育推進計画」を策定し、健康な人づくり「生き活き岡山」の実現を図ります。

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料
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Ⅱ　計画の位置づけ

本計画は、次のような性格を有するものです。
１　条例第１０条及び第２１条の規定により策定する計画です。
２　食育基本法第１７条第 １項の規定による都道府県食育推進計画を兼ねます。
３ �　第 ３次おかやま夢づくりプランをはじめ、諸計画の関連する施策や行動指標との整
合性を図った計画です。
４　岡山市・倉敷市が実施する施策と調整を図った計画です。

Ⅲ　計画の期間

平成２５年度から２９年度の ５年間とします。
ただし、計画期間内であっても、社会情勢等の変化により、必要に応じて見直しを行
うなど、弾力的な対応を図ります。

Ⅳ　関係者の責務、役割 

食の安全・安心の確保及び食育の推進は、県民一人ひとりに関わるものであり、県民
だけでなく、県や食品関連事業者等がそれぞれの責務や役割を果たすことによって初め
て実現することができます。

１ 　県
（ １）計画の策定

県は、食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に
策定し、実施します。

（ ２）体制整備等
県は、食の安全・安心の確保に係る施策について、総合的に実施するため監視指
導や試験検査などの体制を整備します。
また、県民の健康への悪影響の発生や、そのおそれがあるときは、県民の健康の
保護のため、迅速かつ適切に対応します。

（ ３）連携　
県は、食品関連事業者、教育関係者等、農林漁業者等、県民、その他関係機関と
の連携に努め、食品等の生産、製造、加工、調理、流通、販売、消費の一連の行程
における食品の安全性を確保するとともに、県民の信頼を確立するための施策を実
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施します。
県内にある保健所・支所においては、食育ネットワークを設置し、地域で食育活
動を展開する関係者を集め、お互いの活動等の情報交換や連携を図ることで、地域
特性を生かした食育活動を展開します。

（ ４）情報提供　
食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する最新の情報や、健康危害情報など
について、県民や食品関連事業者等に必要な情報を提供します。

２ 　食品関連事業者＊

食品関連事業者は、食の安全・安心の確保について第一義的な責任があることから、
生産から販売に至る一連の行程の各段階において、安全確保のために必要な措置を確
実に実施し、消費者に安全で安心な食品等を供給するとともに、正確かつ適切な情報
の提供に努めます。
また、食育に関心を持っていない人々も含めた県民との接点を多く有していること
から、様々な体験活動機会の提供、より一層健康に配慮した食品やメニューの提供、
食育に関するわかりやすい情報や知識の提供等食育の推進のための活動に積極的に取
り組むよう努めます。
さらに、その事業活動に関し、県が実施する食の安全・安心の確保及び食育の推進
に関する施策に協力するよう努めます。

３ 　教育関係者等＊

教育関係者等は、給食の提供等を通じて、子どもや高齢者などの健全な食生活を守
る大きな責任を有していることから、食の安全・安心を確保するために必要な措置を
講じるとともに、食育の推進に努めます。
また、教育関係者は学校や幼稚園での教育をはじめ、医療・保健・福祉関係者と連
携し、県が実施する食育の推進に関する施策に協力するよう努めます。

４ 　農林漁業者等＊

農林漁業者等は、生産段階における農林水産物の安全確保に重要な役割を担ってお
り、農林水産物の生産活動そのものに加えて、肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物
用医薬品等の生産資材に係る事業活動において、食品の安全性を確保するよう努める
とともに、農作物の栽培や収穫など農林漁業に関する多様な体験の機会を積極的に提
供し、教育関係者等と連携して食育の推進に関する活動を行うよう努めます。
また、県が実施する食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策へ協力する
よう努めます。�
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５ 　県民
県民は、自ら進んで食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深め、必要な情報
を収集するよう努めます。
家庭においては、日頃から食中毒の発生防止に努めるとともに、県が実施する食の
安全・安心の確保に関する施策について意見を表明するように努めることによって、
食の安全・安心の確保に積極的に役割を果たします。
また、食育の推進に当たっては、自らの食生活に関心を持ち、食を楽しみ、食に対
する理解を深めるとともに、食に関する知識及び健全な食生活を実践するための技術
を身につけるよう努めます。

Ⅴ　協働

食の安全・安心の確保及び食育の推進は、県の取組のみで達成できるものではありま
せん。県、食品関連事業者、県民等、食に関わるすべての者が、それぞれの責務や役割
を果たし、相互に理解を深め、信頼関係を構築した上で、協働により行うことが不可欠
となります。
県では、関係機関の代表等からなる、岡山県食の安全・食育推進協議会を設置し、毎
年、施策の進捗状況を評価し、食の安全・安心の確保と食育の推進に協働で取り組むと
ともに、その他の民間団体、個人等とも積極的に協働して施策を推進します。

孤食
　一人で食事をすることをいいます。また「個食」は家族と一緒の食卓に座っていても、それぞれ
が別々に好きなものを食べることをいいます。
食品関連事業者

　生産から消費者へ販売されるまでの全行程で、食品の安全性に影響を及ぼす可能性のある事業を
行う者をいいます。
　具体的な事業活動の種類は次のとおりです。
　①�農林水産物の生産段階については、農林水産物の生産活動そのものに加えて、肥料、農薬、飼
料、飼料添加物、動物用の医薬品等の生産資材に係る事業活動

　②�食品の製造、加工、調理、輸入、流通、販売の段階については、食品衛生法において規制対象
としている食品及び添加物並びに器具及び容器包装に係る事業活動
教育関係者等

　教育や医療に従事する者やその関係機関等をいいます。
　①教育等（教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健）に関する職務に従事する者
　②教育等に関する機関及び関係団体
農林漁業者等

　農林漁業者及び農林漁業に関する団体。食品関連事業者でもあります。

用語解説等
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食の安全・安心
の確保

第2章





第 ２ 章　食の安全・安心の確保

Ⅰ　現状と課題　　　　　　　　　　　

１ 　食を取り巻く現状
近年、グローバル化、食の広域化、科学技術の発展など、食を取り巻く環境の変化
や多様な嗜好に応え、食生活は豊かになりました。一方で、豊かさの裏には、今まで
経験したことのない「落とし穴」が潜んでいます。

（ １）腸管出血性大腸菌食中毒
腸管出血性大腸菌による食中毒は、嘔吐、下痢、腹痛といった一般的な食中毒の
症状に加え、溶血性尿毒症症候群を併発し重篤な症状に陥り、生命に危険が及ぶこ
ともあります。
平成２３年に発生した食肉の生食（ユッケ）による食中毒では ５名が亡くなってい
ますが、その背景のひとつには消費者の嗜好の多様化があると言われています。ま
た、平成２４年に発生した浅漬による食中毒では ８名が亡くなり、この食中毒菌によ
るリスクが私たちの身近に潜在化していることが改めて認識されました。
これらの事件を受けて、生食用食肉について新たに基準が定められるとともに、
牛レバーは生食用としての販売・提供が禁止されましたが、鶏や豚のレバーなどを
生食する人が見られます。また、「漬物の衛生規範」が改正されましたが、同様の
リスクは浅漬だけのものではありません。

（ ２）グローバル化
近年の日本の食料自給率を、カロリーベースで算出すると４０％前後で推移してい
ます（図 ２ - １ - １ ）。豊かで安定した食生活は、世界各国から食料を輸入すること
によって成立っています（図 ２ - １ - ２ ）。
日本を含めＷＴＯ加盟国では、輸入品にだけ国内基準より厳しい規制を課すこと
が認められません。また、国内の基準も国際基準と調和させることが求められてお
り、日本でも製造日表示から期限表示への変更、残留農薬のネガティブリストから
ポジティブリスト制度への変更＊など、国際基準との調和が進んでいます。
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図 2-1-1　昭和 40年以降の食料自給率の推移
（資料：農林水産省）

（年度）
0

20

40

60

80
86

73
66

39

100

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

（％）

食料自給率（生産額ベース）
食料自給率（カロリーベース）

図 2-1-2　検疫所における輸入食品の件数・重量の推移
（資料：厚生労働省）
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残留農薬のネガティブリストからポジティブリスト制度への変更
　食品中に残留する農薬・動物用医薬品・飼料添加物（農薬等）について、一定の量を超えて農薬
等が残留する食品の販売等を原則禁止するという制度が平成18年5月29日から施行されました。
　それまでの規制（ネガティブリスト制）では、残留基準が設定されていない農薬等が食品から検
出されても、その食品の販売等の措置を禁止するなどの措置を行うことはできませんでした。
　残留農薬等に関するポジティブリスト制度では、原則、すべての農薬等について、残留基準（一
律基準を含む）を設定し、基準を超えて食品中に残留する場合、その食品の販売等の禁止を行うこ
ととしたものです。

用語解説等
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（ ３）コールドチェーン
コールドチェーン（切れ目のない低温流通管理）の普及により食肉や魚介類など
の生鮮食品や牛乳、豆腐などの加工食品も新鮮な状態での長期保存・長距離輸送が
可能となり、販売エリアが拡大し、流通期間が延長しました。北海道や三陸沖で水
揚げされたサンマが、スーパーの鮮魚コーナーに刺身で並ぶなど、多様で高品質な
現在の食生活を支えています。また、コールドチェーンの発達により、保存料など
の添加物を使用しない加工食品や新鮮さを生かした新たなメニューも増えていま
す。添加物を避けたいという消費者のニーズや、食肉の生食などの嗜好の多様化、
グルメブームなどもコールドチェーンの発達を後押しています。
しかしながら、コールドチェーンが途切れて、一時でも温度が上昇すると、微生
物が増殖したり品質が劣化し、食品の安全性は保証されません。
食品関連事業者は、生産から販売に至る全ての行程において、コールドチェーン
確保のための責任があることを認識しなければなりません。

（ ４）加工・保存技術
食品の加工・保存技術の進歩はめざましく、常温で長期間流通する食品が増加し、
食品の安定供給に貢献しています。例えば、加圧加熱殺菌して製造するレトルト食
品、無菌包装工法により、炊いた米飯を瞬間冷却してパック詰めした無菌包装米飯、
調理済食品を急速凍結した後、高真空状態で乾燥させるフリーズドライ食品などが
あります。いずれも常温で長期間保存が可能で、簡単な調理で食べることができ、
製造量が増加しています（図 ２ - １ - ３ ）。
一方で、平成２４年 ３ 月には、レトルト食品に包装がよく似ていますが、冷蔵での
保存が必要な真空包装食品を原因とするボツリヌス食中毒事件が発生しました。こ
のような食品の製造事業者は、消費者が誤認しないよう、冷蔵保存の必要性を強調
して表示するなど、保存方法や利用方法を消費者へ確実に伝える必要があります。
また、消費者はこのような食品の保存方法などの表示に注意する必要があります。
�
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（ ５）寡占化（かせんか）
寡占化とは、特定の領域を少数の者だけで独占することを言いますが、食品関係
業界においても、地場事業者が減少し、寡占化が進んでいます。
食料品店の水槽に浸けて売られていた豆腐は、郊外の大型スーパーやフランチャ
イズ＊のコンビニにパック入りで並ぶようになりました。また、昔ながらの魚屋も
スーパーに吸収され、街で目にすることは少なくなりました（図 ２ - １ - ４ ）。
寡占化に伴い、品質管理や衛生管理は標準化され、その水準は向上しました。標
準化されたサプライシステム＊や作業マニュアルにより、経験の浅い者でも容易に
従事することが可能になりましたが、マニュアルに頼りすぎると、マニュアルに記
載されていない想定外の事態に的確に対応することは困難です。

図 2-1-3　レトルト食品・無菌包装米飯の製造量
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（資料：公益社団法人日本缶詰協会、社団法人食品需給研究センター）

図 2-1-4　コンビニエンスストア等の年次推移（平成 10年度の施設数を100とした場合）
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（ ６）外食・中食＊

食事の様式は、ライフスタイル等の変化に伴い、家庭調理の機会が減り、主流で
あった内食から外食・中食へとシフトしてきました（図 ２ - １ - ５ ）。中でも、調理
済食品を購入して家などで食べる中食は、核家族化、孤食化を背景に、市場規模を
急速に拡大し、今や ６兆円規模の産業に成長しました。高齢化社会に入り、買い物
弱者が増加していく今後も成長産業と見られています。

図 2-1-5　食の外部化の推移
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（資料：財団法人食の安全・安心財団より岡山県作成）
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フランチャイズ（チェーン）
　特定の経営ノウハウを持つ本部が加盟店に対し、商品やサービス、店舗設計などの経営全般のノ
ウハウを含めた販売権を提供し、加盟店は定められた手数料を支払うシステムをいいます。

サプライシステム
　飲食店等の原材料の供給システムのことをいいます。その一つのシステムとして、フランチャイ
ズチェーンの本部等で一括購入し、加盟店へ供給することで品質の均一化を図る原材料供給システ
ムのことをいいます。

中食
　レストランなど飲食店で食事をする外食に対し、家で自分や家族が作った料理を食べることを内
食とし、その中間に当たる食事を意味します。具体的にはスーパーのそうざいやコンビニの弁当な
どを家や職場で食べることをいいます。

用語解説等
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（ ７）情報化（インターネット等）
インターネットに代表される情報通信技術の進歩はめざましく、情報を入手する
手段や、行動を起こすきっかけとして、私たちの生活に深く根付いています。また、
消費者のニーズに合わせて、インターネット、テレビ、雑誌を介し、直接手を触れ
ない形での販売形態が増えており、流通経路・方法も多様化し、私たちの生活を便
利なものにしています（図 ２ - １ - ６ ）。
一方で、瞬時に、全世界に情報を広める迅速性は、科学的根拠のない噂話にすぎ
ない情報をも広めてしまう危険性をはらんでいます。
食品関連事業者は、冷静に対応し、県民には正しい情報を伝える必要があります。
県民も、食に関するリスクを読み解く能力を養い、「○○を食べるだけで痩せる」
など、科学的根拠のない情報に振り回されるフードファディズムと呼ばれるような
現象に陥ることなく、県や食品関連事業者等からの情報を理性的に判断して行動す
ることが求められます。

図 2-1-6　インターネットショッピングの利用状況の推移
（資料： 総務省）
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２ 　県民意識調査
この計画を策定するに当たり、無作為に抽出した２０歳以上の県民を対象に食の安全・
安心に関する意識調査を実施しました（図 ２ - １ - ７・８ ）。

[回収状況]

対象者 回答者 回収率

２,０００人 １,０１６人 ５０. ８ ％

 [回答者の属性]

（ １）食品由来のリスク＊認知等について
食品に由来する１２のリスクを挙げて、健康への影響をどの程度高いあるいは低い

と感じるか（認知度）、これらのリスクが社会に受け入れられるには、どの程度減ら
す必要があるか（削減要望度）について調査しました。削減要望度が高いほど、県
民がそのリスクを受け入れられないと考える度合いが強いと見なすことができます。
リスクの認知度（平均）は、食中毒菌の「サルモネラ」、「腸管出血性大腸菌」が
高く、次いで「変異型プリオン＊」、「食品中の放射性物質」、「残留農薬」、「肉の生食」
の順でした。
逆に「サプリメント」、「天然着色料」はリスクとしてあまり認知されていませんで

した（図 ２ - １ - ９ ）。
実際に健康被害が起きている「サルモネラ」や「腸管出血性大腸菌」については
高く認識されていますが、「変異型プリオン」や「残留農薬」などリスクが管理され、
衛生上危害の生じていないものについて高リスクと感じていたり、実際はリスクに
差がない「合成保存料」と「天然着色料」のリスク認知度に差が見られました。

6.7

14.5
16.6 16.3

21.1

15.4

4.8 4.6

0

5

10

15

20

25
（％）

図 2-1-7　性別
図 2-1-8　年齢

20
〜
29
歳

30
〜
39
歳

40
〜
49
歳

50
〜
59
歳

60
〜
69
歳

70
〜
79
歳

80
歳
以
上

無
効
回
答
等

無効回答等 4.8％

41.2％
男性

53.9％
女性

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

11



リスクの削減要望度（平均）は、認知度とほぼ相関していましたが、「食品中の
放射性物質」は認知度に比べ削減要望度が高く、放射性物質に汚染された食品を県
民が受け入れたくないと強く感じている傾向が見られました。
　　

食品由来のリスク
　食品中に危害因子があることによって生じる健康への悪影響の確率（悪影響の起こりやすさ）と
重篤度（悪影響の重さ）のことです。

変異型プリオン
　牛の海綿状脳症（ＢＳＥ）の原因となるもので、正常体内にもともとある正常型プリオンが異常
化したものです。牛の海綿状脳症に罹患した牛の脳などの特定危険部位に特異的に蓄積し、人がこ
れらを食べることで、変異型クロイツフェルト・ヤコブ病に感染すると言われています。

用語解説等

図 2-1-9　食品由来のリスク認知度と削減要望度（平均）（10段階評価）
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（ ２）事業者の取組に対する県民の認識について
残留農薬、添加物、食品中の放射性物質、肉の生食の ４つのリスクについて、食
品関連事業者が行うリスク低減に関する管理を信頼できるかについて評価しても
らったところ、「信頼できる」より「信頼できない」と評価した県民が多いことが
わかりました（図 ２ - １ -１０）。

（ ３）食の安全・安心施策の満足度と要望度について
県が進めてきた１６施策について、それぞれの満足度と要望度をたずねました。
満足度で、満点の半分（ ２ . ５ ）以上の評価を得た施策は「養鶏農場での高病原
性鳥インフルエンザ対策」、「学校給食施設に対する監視指導」など ５施策でした。
また、要望度が高かったのは、「輸入食品の検査」、「健康に重大な危害を及ぼす食
品の情報の公表」でした。
「リスクコミュニケーターによる食の安全情報の伝達、意見交換」、「食の安全相
談窓口、食品表示１１０番の設置」、「生産に関する情報の記録や食品トレーサビリティ
システムの充実」については施策を知らない県民が多いことがわかりました（図 ２
- １ -１１）。

図 2-1-10　食品関連事業者のリスク低減に関する管理に対する県民の評価
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図 2-1-11　県民の食品安全施策への満足度と要望度及び「施策を知らない」と回答した人の割合
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３ 　課題
社会情勢が刻々と変化する中で、食を取り巻く環境も変化し、経験したことのない
局面では、的確な対応が難しくなります。また、県民の、事業者や行政に対する意識
も変化しています。
食の安全・安心を実現するための重要な課題を次のとおり整理しました。

（ １）腸管出血性大腸菌等の重篤な食中毒
浅漬を原因とする腸管出血性大腸菌による食中毒事件は、死者が ８名という重篤
性とともに、原因が私たちの生活に身近な食品だったことも衝撃的でした。このよ
うなリスクが潜在する食品は浅漬だけではありません。また、ユッケをはじめとす
る牛肉の生食は、腸管出血性大腸菌による食中毒を引き起こす危険性が強いことか
ら、法律によって厳しく規制されましたが、消費者の生食嗜好は根強く、生食経験
の少なかった鶏、豚に広がる懸念があります。また、重篤性ということでは、ふぐ
の素人調理も問題です。ふぐによる重篤な食中毒事例は後を絶ちません。
これらの重篤な食中毒被害を防止することは、喫緊の課題です。

（ ２）食を取り巻く現状に潜在するリスク
最近の食を取り巻く環境の変化により、県民の食生活は大変便利になり、多くの
メリットがある一方、リスクも隠れています。経験したことのない新しい状況に的
確に対応できず、リスクの回避方法を知らないことによる落とし穴です。コールド
チェーンの切断や、新鮮であれば生でも安全という誤解、レトルト類似食品の常温
保存等がその例です。食品関連事業者も県民もこうした危険性があることを理解し
ないと、新しいメリットが生かされず、健康被害へとつながるおそれがあります。
また、県民意識調査ではリスクへの理解や施策への認知が十分ではないこともわか
りました。

（ ３）県民からの信頼の確立
県民意識調査では、食品の安全性の確保に関する食品関連事業者の取組を信頼で
きないと答えた県民が多くみられ、また、県の施策については満足度が低かったり、
知られていないものもたくさんありました。
県や食品関連事業者は、食品の安全確保に取り組むだけではなく、県民に対し、
その取組に関する情報を積極的に提供するなど、信頼関係の構築に努める必要があ
ります。県民に食の安心を定着させるためには、県民、食品関連事業者、県が、相
互に信頼できることが前提となります。
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Ⅱ　重要な視点

食の安全・安心を実現するためには、全ての関係者がそれぞれの役割を果たさなけれ
ばなりませんが、この計画では、先の課題を踏まえて、二つの視点に立って、様々な施
策を展開します。

１ 　重篤な食中毒対策
生命に危険が及ぶような健康被害を引き起こす腸管出血性大腸菌は、牛などの腸管
に存在することは知られていますが、一次産品である食肉や生鮮野菜の汚染状況、さ
らに、加工段階で殺菌されることなく最終食品まで汚染が続く経路は十分に解明され
ている訳ではありません。この菌による食中毒対策としては、まず生産から消費者へ
提供されるまでのこの菌による汚染実態を把握することが必要です。
食品製造施設や調理施設では、この菌が食肉や生鮮野菜とともに入ったとしても、
工程の中で殺菌、除菌されることと、他への二次汚染を防ぐことが重要です。関係施
設への立入では、こうした取り扱いが確実に行われていることを監視指導します。特
に学校、病院、高齢者施設など、ハイリスク集団に食事を提供する施設に対する監視
指導を徹底します。
また、消費者の生食嗜好は、永年の食経験に裏打ちされたものではなく、その危険
性を正しく認識してもらうなど、重篤な食中毒から身を守るための正しい知識を、広
く県民に普及啓発することも求められています。
一方、自然界には、ふぐ、トリカブト、カエンタケをはじめ重篤な中毒を引き起こ
す動植物が多数存在します。本県で中毒例の多いふぐは、すべての個体が毒化してい
る訳ではないため、過去の食経験からふぐは安全だと誤解している人も多く、ふぐの
毒化の実態を系統的に把握し、その結果を踏まえて、ふぐの危険性を広く県民に普及
します。
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２ 　リスクコミュニケーターによる相互理解の促進
リスクコミュニケーションは、県民に食の安心を定着させるために重要であり、従
来から取り組んできた現場視察と関係者の意見交換をセットにした形式だけでなく、
進め方やテーマを多様化し、より多くの県民が参加することが求められます。
また、リスクコミュニケーションの内容は、科学的理論を尊重し、客観的事実に立
脚している必要があります。
県では、平成１９年度から国の食品安全委員会と連携し、全国に先駆けてリスクコミュ
ニケーターの育成に取り組んできました。２００人を超える、リスクコミュニケーターは、
様々な属性や立場の方であり、リスクコミュニケーションの企画立案、調整、司会進
行などを担い、今後は、主体的に多様な形式のリスクミュニケーションを推進します。
一方、県は、リスクコミュニケーターの活動を側面的に支援、促進するため、育成研
修、場の提供、広報、資料提供などにも積極的に取り組みます。
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Ⅲ　施策の大綱

前計画では、農林水産物の生産段階における食品の安全確保、県内流通食品の安全確
保の推進、県民・食品関連事業者・行政間における情報・意見交換の推進等を図るため、
様々な施策に取り組んできました。また、食を取り巻く現状や、県民意識調査の結果に
基づく重要な視点を踏まえ、本計画では次の基本方針に基づいて、各基本施策を展開し
ます。

１ 　基本方針
食の安心のためには、科学的な事実として食品の安全性が確保されていることに加
えて、食品の安全性が確保されていることを県民が信頼していることが必要になりま
す。

考え方

安全の確保 ＋ 信頼の確立 → 安心の定着
このため、県では食の安心の定着のために次の二つの基本方針を掲げ、安全で安心
な食生活の確保を目指します。

（ １）生産から消費に至る一貫した安全の確保
食品の安全性を確保するためには、生産から消費までのすべての段階において、
関係者による一貫した衛生管理が行われなければなりませんが、このことは重篤な
食中毒を防止するためには特に重要です。
食品による健康への悪影響を未然に防止する観点から、生産から消費に至る一連
の各段階で科学的知見に基づいた施策を進めるとともに、科学的かつ総合的な施策
を進める上での基礎となる調査研究や人材育成など、食品の安全性を確保するため
の体制基盤の充実を図ります。
また、健康への悪影響が発生した場合には、関係する者がそれぞれの役割を果た
しながら拡大防止、再発防止に取り組みます。

生産段階での安全確保
と畜場（とちくじょう）等で処理される食肉等の衛生管理、ＢＳＥ対策、高病原
性鳥インフルエンザ防疫対策など畜産物の安全確保対策、農産物生産の工程管理や
農薬の適正使用など農産物の安全確保対策、貝毒発生監視など水産物の安全確保対
策に取り組みます。
�

施策の方向 1
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製造から販売段階での安全確保
食中毒の防止、不良食品の排除、適正な表示、添加物の適正使用、自主管理の推
進などの施策に取り組みます。

消費段階での安全確保
�県民へ食中毒の予防に関する知識の普及啓発、健康危害情報の提供による注意
喚起などの施策に取り組みます。

（ ２）安心の定着に向けた信頼の確立
県及び食品関連事業者による積極的な情報提供を促進するとともに、食品関連事
業者と県民等との情報・意見交換により相互理解を図り、信頼関係の構築に努めま
す。これにより県民の不安を解消し、食に対する安心の定着を図ります。

情報の提供
情報社会の現代は、食に関する様々な情報が日々飛び交っており、その中には必
ずしも正確ではない情報も存在します。
科学的知見に基づく正確でわかりやすい食の安全・安心情報を、ラジオ、広報紙、
県ホームページなど様々な広報媒体を利用し提供します。
また、農林水産物の安心確保等のため生産履歴情報を提供します。

相互理解の促進
食品関連事業者と消費者が情報や意見交換する機会を提供したり、地域で活躍す
るリスクコミュニケーターなどを支援してリスクコミュニケーションの促進を図り
ます。
また、生産者の顔が見え、生産地が明らかで新鮮な農林水産物を安心して購入で
きる地産地消も推進します。

施策の方向 2

施策の方向 3

施策の方向 4

施策の方向 5
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２ 　基本施策

基本方針1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向 1　生産段階での安全確保

基本施策（１）　畜産物の安全確保対策

安全で安心な畜産物を供給するためには、と畜場及び食鳥処理場における食肉・食
鳥肉の衛生確保対策、牛海綿状脳症（以下「ＢＳＥ」という。）対策並びに高病原性
鳥インフルエンザ等の防疫対策が必要です。

現状と課題

○　家畜伝染病予防法が平成２３年に改正され、家畜の伝染病を早期に発見するための
届出制度や発生農家への支援の充実、海外からの病気の侵入を防ぐための水際検疫
の強化などが盛り込まれ、畜産農家に対しても新たな飼養衛生管理基準を守るよう
指導しています。今後も畜産農家への啓発と併せ、病気の侵入防止対策をさらに進
めていく必要があります。

○　と畜場で処理される牛豚等については、と畜検査員＊が一頭毎に食用として適し
ているかどうか検査をしています（表 ２ - ３ - １ ）。また、食鳥処理場に搬入される
鶏等についても、一羽毎に食鳥検査員が検査をしています（表 ２ - ３ - ２ ）。検査で
異常が認められた場合は、廃棄等の処分を行います。

表 2 - 3 - 1 　と畜検査頭数

牛 子牛 馬 豚 総計

平成２３年度と畜検査頭数※ ４,３４３ ２３９ ４ ３９５ ４,９８１
※津山市食肉処理センターと井原市食肉センターでの処理頭数� （資料：岡山県）

表 2 - 3 - 2 　食鳥処理羽数

食鳥処理場 許可施設数 平成23年度処理羽数

大規模施設 ４ １１,０２１,６８７

小規模施設※ １５ ３０９,２８１
※年間３０万羽以下の処理施設では、食鳥処理衛生管理者が異常の有無について確認をしています。� �（資料：岡山県）

○　牛や鶏等は腸管出血性大腸菌、サルモネラ属菌、カンピロバクターなどの食中毒
菌を保有していることがあり（表 ２ - ３ - ３ ）、食肉がそれらに汚染されないように、
衛生的な処理を行う必要があります。
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表 2 - 3 - 3 　食中毒菌の検出割合

検出した食中毒菌 牛 鶏

腸管出血性大腸菌O１５７ ９ ％①

サルモネラ属菌 ３％① ２０％②

カンピロバクター ３４％④ ３０％③

（食品安全委員会評価書①平成２３年②平成２４年③平成２１年④岡山県平成１８年・２３年）

○　ＢＳＥ対策については、肉骨粉＊飼料の禁止、死亡牛の検査、と畜場における特
定部位＊の除去及びＢＳＥスクリーニング検査＊、脊柱の食品への利用禁止など、
生産段階からと畜、食肉処理、販売の各段階において規制されてきました。
飼料規制等の国内対策の結果、平成１５年以降に生まれた牛からはＢＳＥ感染牛は
確認されていません。なお、国際獣疫事務局（ＯＩＥ）＊が最近の国際的なＢＳＥ
発生状況から新たな方針を示す可能性があるため、日本でも死亡牛の検査対象月齢
の見直し等が行われる可能性があります。

○　と畜場では、県民の安心確保の観点から、国が検査の対象としていない２１月未満
の牛についても対象として、ＢＳＥスクリーニング検査を継続してきました。
なお、国においては、食品安全委員会の評価結果を踏まえ、検査対象月齢（２１月
以上）の引き上げ等ＢＳＥ対策についての見直しが行われました。

合
格
（
検
印
）

　生
体
検
査

解
体
前
検
査

解
体
後
検
査

内臓検査

BSE検査

頭部検査

枝肉検査

肉眼で判定できない場合

精 密 検 査

図 2-3-1　と畜検査の流れ 
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合
格

　生
体
検
査

脱
羽
後
検
査

内
臓
摘
出
後
検
査

肉眼で判定できない場合

精 密 検 査

農 林 水 産 省 厚 生 労 働 省

飼料規制
○飼料の安全性確保
及び品質の改善に
関する法律

○牛海綿状脳症対策
特別措置法

肉骨粉禁止

死亡牛の検査
○家畜伝染病予防法

○牛海綿状脳症対策
特別措置法

家畜保健衛生所

特定部位除去
○と畜場法
○牛海綿状脳症対策
特別措置法
●３０月超の頭部
（舌、頬肉及び扁
桃を除く。）

●全月齢の扁桃
●３０月超の脊髄
●全月齢の回腸　
（盲腸との接続部 
　分から２ｍまでの
　部分に限る。）

　
BSE検査

○と畜場法
○牛海綿状脳症対策
特別措置法
●30月超の牛

と畜場

食肉の衛生確保
○食品衛生法
●30月超の脊柱の
食品への利用禁止

食肉として販売生産農場

死亡牛

図 2-3-2　食鳥検査の流れ

図 2-3-3　国内 BSE 検査の流れ
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施策展開

○生産段階におけるＢＳＥ対策（畜産課）
牛の肉骨粉を原料とする飼料が家畜に与えられることのないよう飼料製造工場、
畜産農家への監視指導を行います。また、死亡牛のＢＳＥ検査を行います。

○高病原性鳥インフルエンザ防疫対策（畜産課）
養鶏農場に対しては、定期的な立入検査や衛生対策の指導を継続することにより、
発生防止に努めるとともに、鳥インフルエンザウイルスのモニタリング検査を実施
し、早期発見に努めます。

○と畜場における枝肉等の汚染防止対策（生活衛生課）
と畜解体作業のときに枝肉等が腸管出血性大腸菌等に汚染されないよう防止対策
の徹底について指導します。

○食鳥処理場における食鳥と体の汚染防止対策（生活衛生課）
食鳥と体（しょくちょうとたい）（と殺し羽毛を除去したもの）のカンピロバクター
による汚染の実態を把握し、食鳥と体がカンピロバクターに汚染されないよう防止
対策の徹底について指導します。

○と畜場におけるＢＳＥ対策（生活衛生課）
と畜場において、ＢＳＥスクリーニング検査等ＢＳＥ対策を実施します。なお、
ＢＳＥ対策の見直しを行う場合は、国等と連携して説明会や意見交換会を実施し、
県民や食品関連事業者の理解と不安解消に努めます。

食鳥処理の様子 と畜検査の様子
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計画の指標または目標

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

BSE対策

飼料製造業者立入 H２３ １４件 １４件

畜産農家飼料給与監視 H２３ １４０件 １４０件

牛農場立入 H２３ ３,６０４戸
３３６,０８５頭

全農場各 ２回
１３０,０００頭

死亡牛検査 H２３ ６６６頭 ６６６頭

高病原性鳥インフルエンザ対策（岡山市、倉敷市を含む）

鶏農場立入 H２３ ７４４戸
４４,９７３千羽

全農場各 ３回
３６,０００千羽

モニタリング検査の実施 H２３ ４２戸
２,０７０羽

４５戸
２,１００羽

と畜場の監視指導
（倉敷市にと畜場はなし） H２３ 開場時に随時実施 開場時に随時実施

食鳥処理場の監視指導 H２３ 大規模施設 ８回
小規模施設２２回

大規模施設各 ２回
小規模施設各 １回

と畜検査員
自治体の獣医師で、と畜場に搬入された牛豚等について、一頭毎に食用に適するかどうかの検査
を行う職員です。

肉骨粉
牛や豚などの食肉処理の過程で出る食用にならない部分や農場で死亡した家畜などを高圧・高温
で処理し、乾燥して製造される粉末状の飼料原料などのことです。

特定部位
異常プリオンが蓄積する可能性があるため、除去及び焼却が義務付けられている部位で、牛の場
合は、３０月超の頭部（頬肉、舌及び扁桃を除く。）及び脊髄、全月齢の扁桃及び回腸（盲腸との接
続部分から ２メートルまでの部分に限る。）が該当します。

ＢＳＥスクリーニング検査
牛がＢＳＥに感染していないかどうかを、牛の延髄（脳の一部）を取り出して、異常プリオンが
あるかないか調べるための一次検査のことです。

国際獣疫事務局（ＯＩＥ）
１９２４年にフランスのパリで発足した世界の動物衛生の向上を目的とした政府間機関で、動物衛生
や人獣共通感染症に関する国際基準の作成等を行っています。

※腸管出血性大腸菌、カンピロバクターについては基本施策（ ４）で説明します。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向 1　生産段階での安全確保

基本施策（２）　農林産物の安全確保対策

安全で安心な農産物を供給するためには、農薬の適正使用を徹底するとともに、産
地に対してＧＡＰ＊手法の導入を推進していくことが必要です。

現状と課題

○　ＧＡＰの導入については、県、農業団体で構成する県ＧＡＰ推進協議会が主体と
なり、指導者の養成やマニュアル、パンフレットを作成・配布したことによって、
ＧＡＰに取り組む産地が増加しており、平成２３年度末には野菜を中心に２７産地と
なっています。しかし、県民意識調査ではこれらの取組は流通事業者、県民に十分
知られているとは言えない状況にあり、今後とも周知・普及が必要です。また、導
入産地の拡大とともに、取組内容の高度化を進めることが必要です。

○　安全で安心な農産物の生産のため、農薬使用基準の遵守を徹底するとともに、近
接した他作物への飛散防止対策など、農薬に起因する危被害を未然に防止するため、
年間 ６回の研修会を実施しています。しかし、残留農薬については危害因子として
リスクをもたらすとの意識が高いことから、引続き農薬の安全・適正使用について
指導を徹底する必要があります。

農家の作業場でのGAP研修 農薬管理指導員研修
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施策展開

○ＧＡＰの推進（農産課）
ＧＡＰについては、導入産地数の拡大を図るとともに、ＧＡＰの制度や事例を紹
介する研修会の開催など、取組内容のレベルアップに向けた技術指導の支援を行い
ます。また、ＪＡ指導員、普及指導員等による生産者の自己点検結果を評価する体
制づくりや、糖度・鮮度保証などと組み合せた情報発信など、一層の高度化を図り
ます。

○農薬の安全、適正使用の指導（農産課）
農薬の流通・使用における適正な取り扱いを図るため、現場における指導的な立
場にある者を「農薬管理指導員」として認定し、研修会において農薬の適正使用を
徹底します。また、農業者、防除業者等に対し農薬使用基準の遵守、飛散防止対策
を徹底するとともに、農薬危害防止運動の実施、主要病害虫の発生状況把握や発生
予察情報に基づく効率的な防除を進めます。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）　

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

ＧＡＰ推進について H２３ ２７産地 ３５産地

農薬管理指導員認定研修会 H２３ ６ 回 年間 ６回開催

ＧＡＰ（農業生産工程管理）
　Good�Agricultural�Practiceの略称であり、適正農業規範と訳します。消費者や流通業者等か
ら信頼される農業生産を行うには、関連する法令や科学的な根拠に基づく管理方法等に則した、プ
ロセスを重視した適正な農業生産を行うことが必要です。
　ＧＡＰは、このような、プロセスを重視した適正な農業生産を実施するため、食品安全、環境保
全、労働安全の観点から、農業生産活動の全ての工程において、事前に危害を及ぼす要因を検討し、
危害を未然に防ぐために点検項目を定め、これに沿って農業生産の実施、記録、点検、評価を繰り
返して行う一連の改善活動をいいます。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向 1　生産段階での安全確保

基本施策（３）　水産物の安全確保対策

安全で安心な水産物を供給するためには、養殖業者が水産用医薬品を適正に使用す
ることが必要です。また、アサリ、マガキについては貝毒＊発生状況やノロウイルス
について監視調査を実施する必要があります。

現状と課題

○　養殖魚の安全性を確保するため、養殖業者に対して水産用医薬品の適正使用の指
導を実施するとともに、養殖魚の医薬品残留検査を行っています。

○　貝毒が発生しやすい時期である ４～ ６月にアサリの貝毒検査を実施しています。
また、１０～ ４ 月にはマガキで同様の検査を実施しています。これら貝毒検査と並行
して、貝毒原因プランクトンの発生動向も調査しています。貝毒発生監視調査につ
いては、年間計６８件検査を実施しています。

○　マガキの安全性を確保するため、出荷時期である１０～ ２ 月（漁協の自主検査は１０
～ ４ 月）にノロウイルス監視調査を実施しています。ノロウイルス監視調査では年
間計１５０検体を検査しています。

貝毒検査のための採水 貝毒原因プランクトンの顕微鏡による検査
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施策展開

○養殖衛生管理体制の整備（水産課）
養殖業者に対して、水産用医薬品の適正使用の指導を実施するとともに、養殖魚
の医薬品残留検査を行います。

○貝毒発生監視調査（水産課）
４ ～ ６ 月（アサリ）と１０～ ４ 月（マガキ）に、貝毒原因プランクトン調査及び貝

毒検査を行い、貝毒が基準値を超えた場合には出荷の自主規制等を指導するととも
に、結果の公表を行います。

○ノロウイルス監視調査（水産課）
１０～ ２ 月（漁協の自主検査は１０～ ４ 月）にノロウイルス検査を実施し、陽性の場
合は関係機関へ注意喚起するとともに、陰性になるまで生食用出荷を自粛するよう
指導します。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）　

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

養殖衛生管理について指導
する経営体数の割合 H２３ １００％（４９/４９経営体） １００％

貝毒発生監視調査 H２３ ６８件
６８件

（麻痺性貝毒３４検体、
下痢性貝毒３４検体）

ノロウイルス監視調査 H２３ １５０検体 １５０検体

貝毒
　二枚貝等が餌として有毒プランクトン（貝毒原因プランクトン）を食べることで体内に毒を蓄積
させることをいいます。また蓄積した毒そのものや毒による人間の食中毒症状のことを指す場合も
あります。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向２　製造から販売段階での安全確保

基本施策（４）　食中毒対策

食中毒は、食による健康への悪影響の典型的なものであり、その発生防止対策は食
の安全・安心を確保するための重要な施策です。
食中毒の原因（病因物質）は、細菌、ウイルス、自然毒など様々であり、病因物質
や発生要因に応じた対策が必要です。
なお、食中毒が発生した場合は、速やかに調査を行い、原因究明や再発防止を図り
ます。また、食中毒の発生情報を公表し、被害の拡大防止に努めます。

現状と課題

○　全国の食中毒の発生件数は、平成１０年をピークに徐々に減少する傾向が見られま
すが、平成２１年からは、１,０００件程度で推移しています。一方、患者数は年による
差が大きく、最近は ２万人から ４万人で推移しています（図 ２ - ３ - ４ ）。

図 2-3-4　全国の食中毒発生件数・患者数・死者数の推移
（資料：厚生労働省）
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○　腸管出血性大腸菌＊による食中毒は、重症化するとＨＵＳ＊を併発し、死に至る
場合もあることから、特に注意を要します。平成２３年にはユッケを原因とする食中
毒（死者 ５名）の発生をきっかけに、生食用食肉の加工や調理等の基準が新たに定
められ、牛レバーは、生食用としての販売・提供が禁止されました。
平成２４年には浅漬を原因とする食中毒（死者 ８名）が高齢者施設等で発生してい
ます。
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○　カンピロバクター＊による食中毒は、平成２０年から平成２３年の全国統計で最も発
生件数が多く注意を要します（図 ２ - ３ - ６ ）。全国のカンピロバクターによる食中
毒で、原因食品が判明した事例の多くが鶏肉や牛肉の料理で、中でも、鶏刺し、鶏
レバーなどの鶏肉の生食が原因の事例が報告されており（図 ２ - ３ - ５ ）、背景には
食肉の生食嗜好の高まりがあると思われます。

図 2-3-5　カンピロバクターによる食中毒の原因食品の内訳（H20-23 年 全国）
（資料：厚生労働省より岡山県作成）
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○　ノロウイルスによる食中毒は、県内では過去 ５年間で発生件数が最も多く、全国
でも ２番目に多く発生しています（図 ２ - ３ - ６ ）。
原材料に由来するものも見られますが、調理従事者を介して、弁当等が汚染され
たことが原因と推測された事例の方が多く発生しています（図 ２ - ３ - ７ ）。

図 2-3-6　食中毒の病因物質の比較（H19-23 年）
（資料：厚生労働省）※岡山市、倉敷市を含む
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図 2-3-7　ノロウイルスによる食中毒の原因食品の内訳（H20-23 年 全国）
（資料：厚生労働省より岡山県作成）
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○　ふぐ、キノコ等の自然毒による食中毒は、 １事件あたりの患者数は多くありませ
んが、毎年発生しています（表 ２ - ３ - ４ ）。

表 2 - 3 - 4 　県内※の自然毒による食中毒発生件数と患者数（H19-23年）
単位：発生件数（患者数）

病因物質 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 計

ふぐ ２（ ２） ２（ ３） ４（ ４） １（ １） ９（１０）

チョウセンアサガオ １ （ １ ） ２ （ ４ ） ３ （ ５ ）

キノコ １（ １） １（ ５） ２（ ６）

その他 １（ ４） １（ ４）

計 １（ １） ２（ ２） ４（ ８） ７（１３） １ （ １ ） １５（２５）
※岡山市、倉敷市を含む� �　�（資料：岡山県）

ふぐによる食中毒は、患者が死亡することもあり、ふぐの有毒部位を処理する際
は専門知識が求められます。このため、岡山県ふぐ調理等規制条例で、ふぐの調理、
加工、販売は、届出された施設で、登録者が行うよう規制されています（表 ２ - ３ - ５ ）。

表 2 - 3 - 5 　ふぐ調理所等届出施設数及び登録者数（H24.11現在）

ふぐ調理所等の届出施設 １,０８２施設

ふぐの調理等を行う登録者 ５,２１０人
※岡山市、倉敷市を含む� �　�（資料：岡山県）

ふぐによる食中毒のほとんどは素人料理が原因で発生しており、過去に有毒部位
を食べても大丈夫だったとの過信によるものでした。
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また、キノコやチョウセンアサガオによる食中毒も素人調理によるもので、食べ
ることができる種類と間違えたことが原因でした。

○　馬刺しやヒラメの刺身を食べて、数時間程度で嘔吐や下痢の症状を起こす食中毒
の病因物質として、寄生虫のサルコシスティス・フェアリー＊とクドア・セプテン
プンクタータ＊の存在が平成２３年に明らかになりました。これらの新たな病因物質
について普及啓発を行う必要があります。

施策展開

○全般的な食中毒対策（生活衛生課）
食品の調理・製造等を行う事業者に対し、施設の衛生管理、従事者の健康管理、
手洗いの徹底、食材等の温度管理、加熱調理を行う際の十分な加熱、二次汚染の防
止等、食中毒を予防するための指導を行います。
飲食店、弁当屋、給食施設など食中毒リスクが高い施設に対して、多発しやすい
時期の一斉取り締まりの実施など、重点的に監視指導を行います。

○特に注意を要する食中毒対策（生活衛生課）
　・腸管出血性大腸菌食中毒対策

飲食店や食肉販売店等に対し、牛レバーの生食用としての提供の禁止、生食用
食肉の加工調理基準等の遵守について、引続き監視指導を徹底します。
浅漬など加熱調理をせずそのまま食べる食品の製造、加工等を行う事業者に対
する監視指導を強化します。

・カンピロバクターによる食中毒対策
食肉を取り扱う事業者に対し、生食のリスクを認識させ、豚生レバー、鶏刺し、
鶏生レバー等、生食用としての提供の自粛を指導します。

・ノロウイルスによる食中毒対策
食品の中心部までの十分な加熱、調理従事者を介した食品の二次汚染を防止す
るための健康チェックや手洗いの徹底等について指導します。

○自然毒による食中毒対策（生活衛生課）
ふぐの素人調理による食中毒を防止するため、ふぐ毒の危険性について周知します。
また、毒キノコ、チョウセンアサガオ等の誤食を防止するための啓発を行います。

○食中毒注意報の発令（生活衛生課）
夏季における気象条件や冬季における感染症の流行状況が基準を超えた場合は、
食中毒注意報を発令し、食中毒予防の注意喚起を行います。�
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○食中毒に関する新たな情報の提供と対策の指導（生活衛生課）
サルコシスティス・フェアリーやクドア・セプテンプンクタータによる食中毒の
予防対策といった新たな情報の普及啓発を行います。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）　

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

加工・製造・調理施設等に
対する目標監視件数達成率 H２３ １００％以上 １００％以上

暮らしやすさ指標
食中毒等の発生件数 H２３ ２３９件/年 １７０件/年

腸管出血性大腸菌
下痢などの消化器症状を起こす病原大腸菌の一つです。重症化すると、激しい腹痛や血便を呈し、
まれに溶血性尿毒症症候群（ＨＵＳ）を併発することもあり、死に至ることもあります。代表的な
ものは「腸管出血性大腸菌Ｏ１５７」で、そのほかに「Ｏ２６」や「Ｏ１１１」などが知られています。

ＨＵＳ
溶血性尿毒症症候群（Hemolytic�Uremic�Syndrome）の略のことです。様々な原因によって
生じる急性腎不全で起こり、初期には、顔色不良、乏尿、浮腫、意識障害等の症状が見られます。
ＨＵＳは腸管出血性大腸菌感染症の重症合併症の一つであり、子どもや高齢者など抵抗力の低い人
は特に危険です。

カンピロバクター
近年、ノロウイルスと並び、食中毒の病因物質の上位を占めている食中毒菌で、主に食肉（特に
鶏肉）を原因とした食中毒が問題になっています。潜伏期間が １～ ７日と長い傾向にあり、少ない
菌量でも発症し、発熱、倦怠感、頭痛、吐き気、腹痛、下痢などを引起こします。

サルコシスティス・フェアリー
食中毒の原因となる寄生虫です。犬と馬の寄生虫で、人に寄生することはありませんが、サルコ
システィスが寄生した馬刺しを食べた後、数時間程度で一過性の嘔吐や下痢をし、軽症で終わった
事例が報告されています。

クドア・セプテンプンクタータ
食中毒の原因となる寄生虫です。魚に寄生する粘液胞子虫（クドア）の一種で、ヒラメに寄生す
ることが知られており、人には寄生しないと言われています。クドアが寄生したヒラメの刺身を食
べた後、数時間程度で一過性の嘔吐や下痢をし、軽症で終わった事例が報告されています。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向２　製造から販売段階での安全確保

基本施策（５）　不良食品の排除

食品は、単に健康危害の原因とならないだけでなく、法令による規定に適合したも
のでなければなりません。また、衛生上守るべき目標として通知等（衛生規範やマニュ
アルなど）で示された要件を満たすことも必要です。
食品衛生法、ＪＡＳ法など各種法令に基づく基準や規格に適合しない食品、腐敗し
たり異物が混入した不衛生な食品、衛生規範などの要件を逸脱した食品を、ここでは
不良食品と呼びます。
食品の生産から販売に至る各行程で、不良食品が流通ルートに乗らないよう販売店
（スーパー等）や製造施設に対する監視指導、試験検査を実施するとともに、不良食
品を発見した場合は排除し、再発防止を指導しています。

現状と課題

○　食品衛生法では、食品の製造や添加物の使用等に関して個別に基準や規格が定め
られています。
例えば、食肉製品や清涼飲料水を製造する際の殺菌温度や時間の基準、細菌数の
基準、添加物の使用量の上限や対象食品についての基準、野菜や果物の残留農薬の
基準などです。
また、食品と同等に注意を要するものとして、食品に接する器具、食器、食品用
の容器包装材、乳幼児が口に入れるおもちゃ、洗剤などにも基準が定められています。
食品製造施設等の監視では、製造時の殺菌温度、添加物の使用状況等の確認を行っ
ていますが、基準や規格に適合しているかについては、原材料や製品等の試験検査
で確認しています。
過去 ４年間に６,２６４件の食品等について食品成分、添加物の量、残留農薬、細菌
数などの試験検査を実施したところ、２８件が基準や規格に適合していませんでした。
アイスクリーム類が全体の約 ４割を占め（図 ２ - ３ - ８ ）、いずれも小規模な製造施
設でカップに充填した製品で、細菌の基準違反でした。違反の主な発生要因は、機
械器具の洗浄殺菌の不十分、製造時の殺菌不良などでした。生食用カキの養殖海域
海水が ９件と続きます。生食用カキは、養殖海域の海水に細菌の基準があり、違反
した海域から水揚げされたカキは、生食用としては出荷できません。
�

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

34



図 2-3-8　基準・規格不適合の内訳（H20-23 年度）

（資料：岡山県）
※海域海水は生食用カキの加工基準の指標となるもので食品ではありません
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1件

生食用カキ
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類
11件
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の養殖海域
海水
9件

野菜加工品
2件

○　腐敗したり異物が混入した不衛生な食品は、食品衛生法で販売等が規制されてい
ます。これらは、県民からの申出によるものが多く、また、県外の自治体から通報
されることもあります。
平成２３年度に発見された主な異物は、人毛、金属類、虫、合成樹脂でした（図 ２
- ３ - ９ ）。
原因が食品製造施設にあると特定された事例での主な発生要因は、異物混入防止
のための作業手順が守られていなかったり、機械器具類の清掃不良などでした。

図 2-3-9　異物混入の内訳（H23年度）
（資料：岡山県）

刷毛
2件

金属類
7件

人毛
9件

虫
7件

合成樹脂
6件

食品由来
4件

歯科用材料
3件

石
1件

○　「漬物の衛生規範」、「弁当及びそうざいの衛生規範」、「洋生菓子の衛生規範」、「生
めん類の衛生規範」、「大量調理施設衛生管理マニュアル」等は、法令に基づく拘束
力はありませんが、食品事業者が守るべき目標として示されています。平成２４年 ８
月に起きた浅漬を原因食品とする腸管出血性大腸菌による食中毒は、衛生規範が守
られていれば防げた可能性があります。�
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○　健康食品＊の中に医薬品成分が混入していないかを確認するため、国の委託事業
に参画して検査を実施していますが、事業の実施時期が限られており、検査する検
体の数を大幅に増やすことができない状況です。

○　表示基準に違反した食品の対応等については、基本施策 ６で説明します。

施策展開

○食品を取り扱う事業者に対する監視指導の徹底（生活衛生課）
食品を取り扱う事業者に対し、製造基準や成分規格だけでなく、衛生規範につい
ても遵守するよう監視指導を徹底します。
また、異物混入を防止するための具体的な仕組や体制がつくられているか、また、
それらが従事者に徹底されているか等について、指導や助言を行います。

食品を取り扱う事業者に対する監視指導

　○試験検査の実施（生活衛生課）
添加物や残留農薬の量、細菌の数など、目視では適否の見極めができない事項に
ついては、試験検査を行い、法令や衛生規範に適合していることを確認します。

○健康食品の買上検査の強化（医薬安全課）
医薬品成分の混入した食品が流通していないか、県内に流通している健康食品の
買上検査を県独自でも行います。
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計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）　

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

収去検査＊件数 H２３ ５,４１８検体 ５,０００検体以上/年

健康食品買上検査件数 − − ５件以上/年

添加物の用途名
保存料や甘味料などは、「保存料（ソルビン酸）」や「甘味料（スクラロース）」など、物質名だ
けでなく使用の目的を併記することが必要です。

健康食品
法律上の定義はありませんが、一般的には、健康の保持・増進又は健康管理などの目的のために
摂取される食品（栄養補助食品、健康補助食品、サプリメントなど）を指すと考えられています。

収去検査
食品衛生法に基づき、食品等を無償で持帰り、添加物や残留農薬の量、細菌の数などを検査する
ことです。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向２　製造から販売段階での安全確保

基本施策（６）　適正な表示の確保

食品表示は、消費者が食品を購入する際に重要な情報となります。また、食品事故
が発生し、被害の拡大防止や製品の回収を行う場合にも重要な役割を担っています。
食品表示は、飲食による衛生上の危害発生の防止を目的とした食品衛生法や、消費
者の商品選択を助けることを目的としたＪＡＳ法、誇大表示の禁止を目的とした景品
表示法等、目的の異なる複数の法律によって規定されており複雑です。
表示を行う事業者は、これらの法令を熟知し、適正に表示を行う責任があります。
しかし、根拠のない賞味期限の付け替えや原産地の偽装などに加え、添加物やアレル
ギー物質の表示漏れなどによる自主回収が相次ぐなど、消費者は食品表示に対して強
い不信感を抱いています。食品表示が適正に行われるよう、事業者に対し指導を行う
必要があります。

現状と課題

○　表示を行う事業者は、表示制度が複雑であることから、内容を十分に理解し、適
正な表示を行うことに多大な労力と時間を必要とし、負担を感じています。
適正な表示を確保するために、食品衛生法やＪＡＳ法に定められた表示事項等に
ついて、指導や助言を行う必要があります。

○　表示が不適正な食品は、製造施設や販売店の監視指導の際に発見される他、試験
検査で判明したり、県民や県外の自治体からの情報提供が端緒となることもありま
す。
このうち、文書等で指導した事例では、添加物表示に関するものが最も多く、製
造者名や製造所所在地の表示漏れや表示ミス、アレルギー物質の表示漏れが続いて
います（図 ２ - ３ -１０）。
不適正な表示に至った主な原因は、事業者が表示制度を正しく理解していなかっ
たり、表示内容の確認不足やラベル機の操作ミスであり、適正な表示を行うように
今後も指導が必要です。
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図 2-3-10　不適正表示に対して文書等で指導した事例の内訳（H20-23 年度）
（資料：岡山県）

その他
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又は一部しかない

2件
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 2件

添加物
16件

製造・販売者名
及び所在地
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○　レトルト食品に包装形態が似ていますが、冷蔵しなければ保存性のない食品を消
費者がレトルト食品と誤認したことにより、健康被害が発生しました。事業者は、
定められた表示を行うだけでなく、「要冷蔵」を強調して表示するなどの工夫を行い、
消費者に確実に伝える必要があります。

○　健康食品の中には、医薬品と間違えてしまうような効能効果や科学的根拠が不十
分な表記等が記載されたものもあることから、販売店での店頭表示や広告に係る監
視指導の充実が必要です。

施策展開

○表示制度の周知（県民生活部・農林水産部・保健福祉部）
表示を行う事業者に対し、講習会の開催やパンフレットの配布を通じ、食品表示
制度の周知を行います。

○表示を行う事業者への指導・助言（県民生活部・農林水産部・保健福祉部）
表示を行うべき事業者への立入では、適正な表示が行われているか監視指導を行
います。また、表示ミスや表示漏れのチェックを行う体制づくりや、期限設定に当
たって、業界団体などのガイドラインに沿った保存試験結果など、科学的な裏付け
を持って設定するよう指導や助言を行います。
表示を行う事業者からの相談には、表示が適正に行われるよう指導や助言を行い
ます。
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食品表示に関する指導

○流通食品の検査（生活衛生課）
流通段階の食品については、販売店での目視による確認だけでなく、試験検査を
行い、添加物、アレルギー物質、遺伝子組換え等の表示が適正に行われているかを
調べます。（遺伝子組換え食品の検査は県のみ実施）

○消費者の表示についての理解の促進（県民生活部・農林水産部・保健福祉部）
消費者が、表示内容を正しく理解し、購入時の選択に役立てたり、適切に食品を
取り扱えるよう、食品表示に関する知識の普及を行います。

○健康食品等の監視の強化（医薬安全課）
医薬品的な効果効能を標榜した健康食品広告への対応、監視を強化します。

計画の指標または目標

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

健康食品監視件数 − − ３００件以上/年

ＪＡＳ法等による適正表示の
調査店舗数 − − ２７０店舗以上/年
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食品衛生法
食品の安全性を確保するために、公衆衛生上、必要な規制や措置を講ずることにより、飲食を原
因とする衛生上の危害の発生を防止し、国民の健康の保護を図ることを目的とした法律です。表示
の対象となるものは、容器包装に入れられた加工食品等で、食品の名称、期限、保存方法、製造所
所在地、製造業者氏名、添加物、アレルギー物質等の表示が義務付けられています。

ＪＡＳ法
正式には「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」といいます。飲食料品等が一
定の品質や特別な生産方法で作られていることを保証する「ＪＡＳ規格制度（任意の制度）」と、
原材料、原産地など品質に関する一定の表示を義務付ける「品質表示基準制度」からなっています。
この法律に定められたルールにより、JASマークや原産地などが表示され、消費者が食品を選択す
るために必要な表示とされています。

健康増進法
国民の健康の増進の総合的な推進に関して、基本的な事項に定めるとともに、国民の栄養の改善
と健康の増進を図るための措置を講じ、国民保健の向上を図ることを目的とした法律です。表示に
ついては、特別用途表示、栄養成分表示など、健康及び体力の維持、向上に役立たせる表示と、健
康保健増進効果等について虚偽、誇大な表示を禁止するものがあります。

薬事法
医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療機器に関する運用などを定めた法律で、いわゆる健康食品
に、医薬品に該当する成分を配合したり、医薬品的な効能効果などの表示・広告を行ったりするこ
とを禁止しています。消費者に「医薬品」的な誤認を与えるような食品が流通することにより、医
薬品と食品に対する概念を混乱させたり、消費者に正しい医療を受ける機会を失わせ、疾病が悪化
するといった保健衛生上の危害発生を未然に防ぐための規制をしています。

不当景品類及び不当表示防止法
商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の誘因を防止し、公正な競争を
確保することで一般消費者の利益の保護を目的とした法律で、虚偽、誇大な表示を禁止しています。

表示に関する主な法律と規制の概要
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向２　製造から販売段階での安全確保

基本施策（７）　添加物の適正使用

食品の加工技術の進歩により、多種多様な加工食品が流通し、私たちの食生活を豊
かにしてくれています。これらの食品の製造には、多くの場合、添加物＊が使用され
ています。添加物とは、食品を製造するときに食品の加工や保存などの目的で使用す
る物質で、甘味料、着色料、保存料、殺菌料、着香料など様々な種類があります。添
加物は、天然香料などを除いて、安全性が確認され、厚生労働大臣が認めた物質しか
使用することができません。
食品衛生法で定められた添加物の基準が守られるよう、監視指導、試験検査を行う
必要があります。

指定添加物（４３１品目）
既存添加物（３６５品目）
天然香料　
一般飲食物添加物
（平成２５年 ２ 月現在）（資料：厚生労働省）

添加物 　

現状と課題

○　指定添加物４２５品目の使用総量は、微増傾向で推移しています。指定添加物一人
一日平均摂取量を推計した厚生労働省の調査研究によると、平成１４年度と比較して
平成２０年度は約２０％増加しています（図 ２ - ３ -１１）。品目別には、調味料のグルタ
ミン酸、甘味料のキシリトールをはじめ、使用基準が定められていない添加物が大
半を占めており、これらの使用量は増加しています。
一方、ソルビン酸、サッカリン、安息香酸など、安全性の観点から使用上限量が
定められている約８０品目の添加物は、減少傾向にあります。例えばソルビン酸の国
内での使用量は、平成２３年には１０年前に比べ半分に減少しました（図 ２ - ３ -１２）。
また、菓子６５４件の甘味料を検査したところ、アセスルファムカリウム又はサッカ
リンが検出されたのは１９件で、いずれも基準内でした。
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図 2-3-11　指定添加物の一人１日平均摂取量の推移
（資料：平成 22年度厚生労働科学研究「食品添加物の規格の向上と使用実態の把握等に関する研究」から岡山県作成）
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図 2-3-12　ソルビン酸及びソルビン酸カリウムの国内市場の推移
（資料：食品化学新聞社「食品添加物・素材市場レポート2012」）
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○　既存添加物は、平成 ７年に使用実態があった天然物由来の添加物で、国が既存添
加物名簿として示しています。国は、個別の安全性審査を進めており、安全性に疑
問があったり、使用実態がなくなった物質は名簿から削除されています。

○　過去 ４年間に全国の自治体が行った食品中の添加物の検査で、使用基準違反や法
定外添加物＊が検出された事例、３６８件（違反率： ０ .２５％）でした（表 ２ - ３ - ６ ）。
本県では、焼肉のたれに使用が認められていない安息香酸が使用されていたなど
の事例を含む使用基準違反が ３件、法定外添加物の検出が １件ありました。
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表 2 - 3 - 6 　全国の添加物の検査結果（H20-23年度）

年　度 検査件数 うち、違反が判明した件数※

使用基準違反 法定外添加物の検出
Ｈ２３年度 ３４,１６５ ６５（ ０ ） ２ （ ０ ）
Ｈ２２年度 ３６,５５２ ８７（ １ ） ７ （ １ ）
Ｈ２１年度 ３８,７８７ ９２（ ０ ） ４ （ ０ ）
Ｈ２０年度 ３８,０４１ ９６（ ２ ） １５（ ０ ）

※（　）内は、岡山県� （資料：厚生労働省）

施策展開

○添加物の適正使用の監視指導（生活衛生課）
添加物を使用する事業者に対して、基準を遵守して使用するよう周知を徹底しま
す。製造記録や添加物の秤量方法を点検するなど、添加物が適正に使用されている
かどうか監視指導を行います。合わせて、製品の自主検査の励行や、適正な表示に
ついても指導します。

○流通食品の添加物の確認（生活衛生課）
流通食品等について添加物の試験検査を行い、使用基準が守られているか、表示
されていない添加物が使われていないかなどについて調べます。

○添加物製造業者に対する指導（生活衛生課）
添加物製造業者に対し監視指導を行うとともに、製品の試験検査を行い添加物が
成分規格に適合していることを確認します。

計画の指標または目標

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

県内の食品の製造等を行う事業者における
添加物の不適正使用件数 H２３ ０ 件 ０ 件

添加物
食品を製造や加工する際に、味、色、匂いを付けたり、長く保存できるようにするなど、なんら
かの目的を持って使用されるものです。昔から一般に食品として使用してきた砂糖や食塩などは含
まれません。

法定外添加物
厚生労働大臣が指定した添加物、既存添加物、天然香料以外の添加物のことです。海外で使用が
認められている物質が、輸入食品から検出される事例があります。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向２　製造から販売段階での安全確保

基本施策（８）　自主管理の推進

食品の製造から販売に関わる全ての事業者は、自らが食の安全・安心の確保につい
て第一義的な責任があることを認識し、安全な食品の提供と消費者の信頼確保に向け
た管理や体制の整備に努める必要があります。この責任を果たすため、事業活動に当
たっては、法令で規定する最低限度の基準を遵守するだけでなく、コンプライアンス＊

意識の高揚を図り、消費者からの信頼が得られるよう努める必要があります。
また、業界団体は、事業活動だけでなく、消費者を対象とした、食品の安全確保に
関する社会貢献活動も目指しており、協働して取り組む必要があります。

現状と課題

○　法令に基づく様々な基準や規格は、食品衛生の確保についての最低限度を定めた
ものであり、食品の製造等を行う事業者は、こうした基準や規格を守ることはもち
ろん、食品中の添加物の量や細菌数など、目視では確認できない事項については自
主検査で確認するなど、より高い水準の衛生管理を目指すことが望まれます。

○　衛生管理手法として世界標準となっているＨＡＣＣＰシステム＊は、日本に普及
し始めて２０年以上になりますが、総合衛生管理製造過程＊としての厚生労働大臣承
認制度の他は、欧米と比べてあまり浸透しておらず、食品の製造等を行う事業者の
衛生管理に対する意識をさらに向上していく必要があります。

○　人毛等の異物が混入した事例の原因は、従事者由来、異物混入防止のためのシス
テムに不備があった他に、異物混入に対する事業者の認識の甘さなどであり、事業
者へは異物混入防止に対する認識を改め、自主管理が向上するように、指導や助言
を引続き行う必要があります。

○　飲食店、販売店、食品製造施設等の営業施設には、食品衛生責任者の設置が義務
付けられています（図 ２ - ３ -１３）。衛生管理の改善に向けた取組や、従事者への衛
生教育の実施など、自主管理の向上のための努力は、事業者はもとより、食品衛生
責任者にも求められます。食品衛生責任者を中心とし、安全な食品の製造・販売を
行う自主管理体制の確立・充実を図ることが必要です。�
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業界団体による巡回指導

図 2-3-13　食品衛生責任者養成講習会の受講者数
（資料：岡山県）※岡山市、倉敷市を含む
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○　条例第１８条では、食品等が人の健康に悪影響を及ぼすおそれがあるとして、事業
者が自主的な回収に着手した場合、県に報告するよう定めており、これまでに３１件
の報告があります。これら事例のうち、消費者の手に渡った食品が十分に回収でき
た事例は ３件だけでした。健康への悪影響を防止するためには、事業者間の回収だ
けではなく、消費者の手に渡った食品が確実に回収されることが重要であり、事業
者が、より実効性の高い回収を行うことが求められます。

○　(一社)岡山県食品衛生協会等の業界団体では、食品取り扱い施設への巡回指導を
通じて、食品の取り扱いの指導や助言を行うなど、業界全体のレベルアップを図っ
ています。また、消費者に対する普及啓発など、社会貢献活動にも取り組んでいます。
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施策展開

○自主管理の向上のための指導・助言（生活衛生課）
食品の製造等を行う事業者に対して、施設の衛生管理体制や従事者教育の方法、
自主検査の実施など、自主管理が向上するように指導や助言を行います。
また、安全な食品を供給するためにコンプライアンス意識の高揚と浸透につなが
る指導や助言を行います。

○ＨＡＣＣＰシステムを取り入れた衛生管理の促進（生活衛生課）
法令で定められた基準を満たすのみでなく、より高い水準で衛生管理ができるよ
うに、ＨＡＣＣＰシステムの考え方に基づく衛生管理手法の導入促進を図ります。
�
○食品衛生責任者の指導等（生活衛生課）
食品衛生責任者を対象とした講習会では、施設の衛生管理や食品の取り扱いが適
正に行われるように、その責任や役割の周知を徹底します。また、食品の製造・加
工・調理・販売を行う現場では食品衛生責任者が中心となり、衛生管理の向上や従
事者への教育を充実させる等の自主管理が向上するように指導や助言を行います。

○適切な自主回収の実施のための指導・助言（生活衛生課）
健康被害の発生を防止するために、事業者が食品の自主回収に着手した場合は、
条例に基づく報告をするよう周知徹底します。回収に当たり、回収方法が不十分な
場合は、実効性のある回収となるよう適切に指導や助言を行います。

○業界団体との協働（生活衛生課、農産課、水産課）
食品の安全確保のため、(一社)岡山県食品衛生協会等の業界団体と協働して、知
識や技術の指導など、食品衛生の向上のための取組や、食の安全に関する情報の発
信を行います。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

食品衛生責任者養成講習会受講者数
（計画期間の累計） − − 平成２９年度末までに

１０,０００人以上
自主検査認定事業者の増加
（（一社）岡山県食品衛生協会が実施する「食
品等事業者による自主検査導入促進事業」）

H２４ ６３事業者 ７５事業者

�
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コンプライアンス
もともとは法令遵守を意味しますが、単に法令だけではなく、各種の実務基準や社内規則、さら
には企業倫理にまで対象が広がっています。�コンプライアンスの対象が広がっていることから、
CSR(Corporate�Social�Responsibility=企業の社会的責任）もその対象と考えられるようになっ
てきています。

ＨＡＣＣＰシステム
衛生管理手法の一つで、各工程の危害をあらかじめ分析し、その危害を制御できる工程を重点的
に管理することにより、製品の安全確保を図ります。
※ＨＡＣＣＰ：Hazard�Analysis�and�Critical�Control�Point
　　　　　　（危害分析・重要管理点）

総合衛生管理製造過程
ＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理を行って製造又は加工される工程として、厚生労働大臣が個
別に承認する制度で、対象食品には、乳・乳製品、食肉製品、容器包装詰加圧加熱殺菌食品、魚肉
練り製品、清涼飲料水があります。平成２４年度 ９月末時点で承認を受けている施設は全国で７７１件
あります。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向２　製造から販売段階での安全確保

基本施策（９）　調査研究

科学的なデータに基づいた効果的な監視指導に生かすため、環境中の物質や病原微
生物による食品等の汚染実態、食中毒起因ウイルスの検査法の開発等について調査研
究を行います。
また、成果については、わかりやすく情報提供します。

現状と課題

○　環境保健センターでは、農畜水産物中の残留有害化学物質（残留農薬等も含む）
の迅速な分析法、ふぐ毒等の自然毒の分析法の確立などについて研究を行っていま
す。また、腸管出血性大腸菌については、患者、人、牛、環境材料、食品等からの
菌分離を行い、疫学情報としてデータを蓄積し、関係課へ情報提供する等、発生時
の原因究明に役立てるための調査を実施しています。ノロウイルス等の胃腸炎起因
ウイルスについては感染防止対策、集団食中毒等の原因究明に役立てるための検査
法の開発・改良に取り組んでいます。

○　保健所では、環境中の重金属やＰＣＢ＊等の有害化学物質による食品汚染の実態
調査を継続的に実施しています。また、国が全国的に実施する、腸管出血性大腸菌
による食品等の汚染実態調査に参加しています。（表 ２ - ３ - ７ ）

表 2 - 3 - 7 　平成23年度試検検査実績

区　分 検査対象食品 主な検査項目 検体数

有害物質の汚染実態調査 野菜、果物、
魚、食肉等 重金属、農薬、ＴＢＴＯ＊、ＰＣＢ ６２

腸管出血性大腸菌等汚染実態調査 野菜、食肉等 腸管出血性大腸菌、サルモネラ、
カンピロバクター １９５

※環境汚染が疑われるような結果は見られませんでした。� （資料：岡山県）

○　調査研究や汚染実態調査などは、直ちに施策効果が現れるものではありませんが、
食中毒等の発生を防止し、発生時の原因究明、拡大防止等のために重要な施策であ
り、継続的に実施する必要があります。

○　調査研究事業の実施状況、施策の成果などについて、わかりやすく情報提供する
とともに、食中毒予防等の啓発に役立てる必要があります。�
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調査研究の様子（環境保健センター）

施策展開

○汚染実態調査、迅速検査法の開発等の継続（生活衛生課）
環境保健センターにおける調査研究事業、流通している食品の腸管出血性大腸菌
や重金属等の汚染実態調査、迅速検査法の開発について継続して実施します。

○調査研究の成果の活用、還元（生活衛生課）
調査研究の成果を監視指導に生かします。また、成果を県民や食品関連事業者等
にわかりやすく情報提供します。

○学校給食モニタリング事業の実施（保健体育課）
学校給食における放射性物質の有無や量について把握するため、「学校給食モニ
タリング事業」を行います。

○岡山県学校給食研究協議大会の実施（保健体育課）
学校給食の意義と役割について認識を深め、食育の推進と適切な調理技術等の充
実を図るとともに、当面する諸問題について学校給食関係者の資質向上を図ります。

計画の指標または目標

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

有害物質の汚染実態調査 H２３ ６２件 ６２件以上

�

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

50



�

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）
耐熱性、安定性の高い化学物質で、熱媒体や絶縁体として広く使用されました。昭和４７年、その
有害性から製造中止となりましたが、難分解性のため、自然界での長期間の残留性が問題になって
います。

ＴＢＴＯ（ビストリブチルスズオキシド）
船底や漁網へ海藻や貝殻の付着を効果的に防止するために使用されていた有機スズ化合物の一種
です。その有害性から、平成元年に製造、輸入及び使用が禁止されました。

用語解説等
第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

51



基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向３　消費段階での安全確保

基本施策（10）　消費者からの相談・申出対応

保健所等に設置している窓口では、消費者の食の安全・安心に関する不信や不安を
解消するために、相談、疑問等に対し情報の提供や助言を行います。また、県民から、
食品等が人の健康に危害を及ぼすような事態があるとして申出を受けた場合には、速
やかに調査を行い、適切な措置を行うことを条例で規定しています。

現状と課題

○　県民からの食の安全・安心に関する相談、疑問等に応えるため、保健所等に「食
の安全相談窓口」を設置しています。平成１９、２０年度は偽装表示等の事件が相次ぎ、
マスコミにも大きく取り上げられ、消費者の食の安全・安心に対する不信や不安が
高まったことから、特に多くの相談がありました。平成２１年度は相談件数が減少し、
それ以降わずかに減少傾向にあります（図 ２ - ３ -１４）。

図 2-3-14　食の安全相談窓口に寄せられた消費者からの相談件数
（資料：岡山県）
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相談窓口に寄せられる相談や疑問の内容は、食の安全・安心に関わる一般的な質
問の他、特定の食品や施設に関するものなど多岐にわたります。平成２３年度は、特
に放射性物質に汚染された食品による健康への影響等についての質問や相談が多く
寄せられました（図 ２ - ３ -１５）。
�
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図 2-3-15　食の安全相談窓口に寄せられた相談内容（H23年度）
（資料：岡山県）
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○　条例第１９条では、食品等が人の健康に危害を及ぼし、又はそのおそれがあるとし
て県民から申出を受けた場合、県は調査を行い、適切な措置を講ずるよう規定して
います。
平成２３年度は条例第１９条に該当する申出は７４件あり、その内容は、「飲食店で食
事をした後に下痢をした」などの健康被害、「食品へ金属片が混入していた」など
の異物混入、「食品から異臭がする」などの食品の品質に関することなどでした（図
２ - ３ -１６）。
健康被害の申出のうち、特定の食品が原因と疑われた事例については、当該食品
を製造、販売していた事業者へ指導を行いました。（※異物混入の申出に対する対
応等については基本施策 ５で説明します。）

図 2-3-16　条例第１９条に該当する申出の内容（H23年度）
（資料：岡山県）
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○　県民からの表示に関する相談等に対応するため、食品表示１１０番を設置していま
すが、食品へ表示を行う事業者からの相談が多く寄せられています。現行の表示制
度が複雑でわかりにくいこと等が影響していると考えられます。
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○　県民意識調査では、食の安全相談窓口が設置されていることを知らないと答えた
県民が多かったことから、設置について周知する必要があります。

施策展開

○食の安全相談窓口の周知等（生活衛生課）
食の安全相談窓口について、県民へ周知するとともに、県民からの相談や疑問に
は丁寧に対応し、県民の安心につなげます。

○条例第19条による申立への対応（生活衛生課）
条例第１９条に基づいて、県民から、「飲食店で食事をした後に下痢をした」など
特定の食品や施設が人の健康に危害を及ぼした、又はそのおそれがあるとの申出を
受けた場合は、速やかに調査を行うとともに、適切な措置を講じ、被害の拡大防止
や未然防止、再発防止を図ります。

○食品表示110番での適切な対応等（くらし安全安心課・生活衛生課）
食品表示の一層の適正化を図るために設置している「食品表示１１０番」では、県
民からの食品表示に対する様々な問合せや偽装表示など表示に関する情報を受付け
ます。また、消費者問題に常に関心を持ち、必要な情報の収集や安全で安心な消費
生活を支える活動を行う消費生活サポーター＊に、食の安全・安心に関する情報の
提供を行います。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

食の安全相談窓口の認知度 H２４ ２９％
（県民意識調査） ４０％

消費生活サポーター数 − − 平成２８年度
１,５００名

消費生活サポーター
　自らは自立した消費者として学習・行動するとともに、周囲の方への助言や見守りなどを行って、
地域の消費者被害を防ぎ、安全で安心な消費生活を支援する県民です。

用語解説等
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向３　消費段階での安全確保

基本施策（11）　健康危害情報の公表

「回収対象の○○を食べないで！」、「潮干狩りで採ったアサリを食べないで！」等、
緊急に県民へ周知しなければ、県民が危険な食品を食べて健康危害が発生するおそれ
がある場合は、情報を迅速に公表します。

現状と課題

○　人の健康に危害を及ぼすおそれのある食品を発見した場合は、事業者に対し、直
ちに販売禁止や回収などの命令を行い、営業施設での販売や提供を中止させます。
しかし、消費者の手に渡ってしまった食品は、消費者がその情報を知らなければ、
食べてしまう可能性があります。
こうした事態を防ぐため、条例第２０条の規定により、人の健康に重大な危害を及
ぼすと認められる食品等が県内に流通している場合などは、県ホームページのトッ
プページに緊急情報として掲載する他、報道機関に資料提供し、緊急報道を依頼す
るなどして、県民に必要な情報を公表しています。

○　県では貝の毒化についてモニタリング検査を行っており、検査の結果、基準を超
えた貝毒等が検出された場合は、県民が食べないように潮干狩りなどの自粛を周知
しています。
また、以前は県内で見られなかった毒魚が捕獲されたなど、重大な健康危害が発
生するおそれがある場合にも、注意を促しています。

施策展開

○食品の回収等の情報の公表（生活衛生課）
ガラス片が混入した食品が発見され、同じ日に製造した他の食品にも混入してい
るおそれがあるため製造者が回収措置を取っている場合などは、迅速に公表を行い
ます。

○重大な健康危害を及ぼすおそれがある情報の公表（生活衛生課、水産課）
貝毒が発生し、その貝を食べると手足が麻痺するなど、県民にも危害を及ぼすお
それがある情報を探知した場合は、迅速に公表を行い、健康被害の発生や拡大防止
に努めます。
また、公表はホームページへの掲載や食の安全サポーターへの情報提供などによ
り、効果的な方法で行います。
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基本方針 1　生産から消費に至る一貫した安全の確保
施策の方向３　消費段階での安全確保

基本施策（12）　消費者への衛生教育

食の安全・安心の確保は、食品関連事業者に第一義的責務があることは言うまでも
ありませんが、消費者も食中毒予防をはじめ、食の安全に関する正しい知識を身に付
けることによって、風評などに惑わされず、理性的に行動できる賢い消費者になるこ
とが求められます。このため、消費者を対象として普及啓発を進めます。

現状と課題

○　新鮮な肉であれば生でも大丈夫と思い込んで食べ、下痢や嘔吐を起こしたり、縦
に裂けるキノコは食べられるとの迷信を信じて食べ、中毒を起こすなどの健康被害
事例がありますが、これらは、消費者に正しい知識があれば、防ぐことができます。

○　県民意識調査では、添加物、残留農薬について問題が発生していると思う県民が
多い結果でした（図 ２ - ３ -１７）。
添加物の使用基準や農薬の残留基準は、人の健康へ影響を及ぼすことがないよう、
安全性試験の結果から算出された一日許容摂取量（ＡＤＩ）＊などの科学的根拠に
基づいて定められており、安全性が確保されています。
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思う
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図 2-3-17　食品の安全性に影響する問題の発生に対する県民の認識
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○　食の安全・安心に関わる事件や事故が起きた際には、食に対する関心や不安、不
信が大きく高まります。県は、消費者が、あいまいな情報や根拠のない情報によっ
て不安をあおられたり、間違った判断で行動しないように、正確な情報をわかりや
すく提供することが求められます。

○　消費者嗜好の多様化、科学技術の進歩を背景に、新しい形態の加工食品が次々と
出現しています。レトルト食品に類似した食品による健康被害事例では、消費者が
レトルト食品と誤認しない包装形態や表示方法を取らなかった製造者に責任もあり
ますが、消費者も表示を正しく理解していれば事故を防げた可能性があります。

○　普及啓発の手段は様々ですが、より効果的な方法が望まれます。手洗いチェッ
カー＊を取り入れた講習会では、参加者自らが手洗いを行い、自分の手指に残った
汚れを目視で確認することで、より効果的な手洗い方法を学ぶことができます。こ
のような体験できる教材や媒体を併用すれば、記憶に強く残すことができます。

施策展開

○食の安全に関する知識の普及啓発（生活衛生課）
肉の生食の危険性、自然毒による食中毒の危険性、食品中の放射性物質、ＢＳＥ、
添加物、残留農薬など、理性的に行動するために必要な科学的根拠に基づいた理論
や最新データの普及啓発を行います。

○表示の正しい理解の促進（生活衛生課）
食品表示では、事業者が伝えたいメッセージを消費者が正しく理解しなければ目
的は達成されません。消費者が、表示内容を正しく理解し、購入時の選択に役立て
たり、適切に食品を取り扱えるよう、食品表示に関する知識の普及を行います。

○体験型教材を活用した普及啓発（生活衛生課）
手洗いチェッカーを用いた手洗い体験など、参加者が体験できる教材や媒体を用
いた体験型講習会を開催し、衛生知識の普及啓発を行います。

計画の指標または目標

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

体験型講習会受講者数 H２３ １,９８０人 ２,３００人
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一日許容摂取量（ＡＤＩ）
ＡＤＩとは、人が生涯にわたり毎日摂取しても健康上の問題が生じないとされる一日当たりの摂
取量で体重 １ kg当たりの量で表されます。
（ＡＤＩの設定について）
対象の物質について、動物を使って毒性試験や発ガン性試験など様々な試験を行い、有害な影響
が観察されない「無毒性量」という値を出します。その値に、人と動物の違いや個人差を考え、「安
全係数」という値で割って設定されます。一般的には安全係数は「１００」が用いられます。

致死量

ADⅠ

添加物などの使用基準
（ADⅠ未満になるように決める量）

（実際の使用量）

（100分の 1）

0

無毒性量
摂取量

（食べ物と一緒に体へ取り込む量）

毎日食べても
影響のない量

響
影
の
へ
康
健

手洗いチェッカーによる手洗い体験
特殊ライトにかざすと光る専用ローションを、手に付いた汚れに見立ててあらかじめ手に付けま
す。実際に手を洗った後、汚れ（専用ローション）がどの程度洗い流せたかを、特殊ライト下で光
らせて確認します。汚れが洗い流せていない部分が光って見え、適切な手洗いが実施できているか
が確認できます。

用語解説等

手洗いチェッカー
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基本方針２　安心の定着に向けた信頼の確立
施策の方向４　情報の提供

基本施策（13）　食の安全・安心情報の提供

様々な情報が交錯し、目まぐるしく変化する社会の中で、県は、食の安全・安心に
関わる全般的な情報や普段の取組を、県民へ積極的にわかりやすく伝え、県民の食に
対する信頼につなげることが必要です。

現状と課題

○　「食の安全・安心おかやま」などホームページを開設し、食の安全・安心に関す
る情報を提供していますが、県民意識調査ではホームページに限らず、様々な媒体
を用いて啓発してほしいとの意見がありました。

○　全国一斉に食中毒予防に取り組む ８月の食品衛生月間には、（一社）岡山県食品
衛生協会と協働して街頭キャンペーンを行うなど、広く県民へ食中毒予防の啓発を
行っています。

○　食の安全サポーター＊事業では、食に関する正しい知識や理解を深めるため、自
主的に情報伝達などの活動に取り組む食品関連事業者、教育関係の団体、その他一
般企業などをサポーターとして登録し、県からメール配信された食の安全・安心に
関する情報をそれぞれの組織内で共有しています（図 ２ - ３ -１８）。

図 2-3-18　食の安全サポーター登録団体数の推移
（資料：岡山県）
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○　県の広報番組や広報紙では、夏には腸管出血性大腸菌、秋には毒キノコ等、季節
に応じた食中毒予防の啓発や講演会の開催情報等、食の安全・安心に関するテーマ
について、配信を行っています（表 ２ - ３ - ８ ）。

○　食中毒が発生したり、不良食品が発見された場合、県民に注意喚起するため、食
の安全・安心情報を報道機関へ提供しています。

表 2 - 3 - 8 　食の安全・安心情報の配信状況（Ｈ23年度）

配信媒体 情報配信している番組等 配信
テーマ数

テレビ
ＲＳＫ「晴れの国ＴＶ」 ２
ＮＨＫデータ放送 ５

ラジオ
ＦＭ岡山「ＯＫＡＹＡＭＡ晴れの国ポケット」 ７
ＲＳＫラジオ「県民のみなさんへ」 ４

携帯電話 携帯電話版ホームページ「晴れの国おかやま」 ６

広報紙 岡山県広報紙「晴れの国おかやま」 ３
（資料：岡山県）

�

施策展開

○食の安全・安心情報の提供（生活衛生課、健康推進課）
食中毒の発生情報や予防啓発、不良食品の回収情報等、全般的な食の安全・安心
情報を広く県民へ提供します。

○情報発信手段の充実等（生活衛生課、健康推進課）
ホームページを最新情報に更新する他、テレビやラジオの広報番組、広報紙、街
頭キャンペーンなど様々な情報発信手段を用いて、効果的に情報を発信します。

キャンペーンによる情報発信
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○食の安全サポーターへの情報提供等（生活衛生課）
食の安全サポーター登録団体等へ、県から食の安全・安心情報を提供します。こ
れを受けたサポーターは、自己の組織内で情報を共有することで、正しい知識の習
得や理解を深めます。また、サポーターが独自に行っている食の安全・安心に関す
る普及啓発活動に対して、助言や協力を行います。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

街頭キャンペーンの実施 − − ２０箇所以上

食の安全サポーター登録団体数 H２３ ６５団体 ８５団体以上

�

食の安全サポーター
県民へ食に関する正しい知識や理解を深めるため、自主的に活動する企業（団体）として、登録
された企業（団体）のこと。県から配信された食の安全・安心情報を会議や回覧等を通じて組織内
に広める活動や、食の安全・安心に係る普及啓発活動等に取り組みます。

用語解説等

食中毒注意報（ノロウイルス）
を発令しました

食の安全
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基本方針２　安心の定着に向けた信頼の確立
施策の方向４　情報の提供

基本施策（14）　生産履歴情報等の充実

消費者の安心のため、農林水産物が生産者から消費者に届くまでの流通経路を特定
できる仕組み（トレーサビリティ・システム）を充実させます。
また、健康への悪影響が発生した場合等には、この仕組を活用し、被害の拡大防止
や原因究明等に努めます。

現状と課題

○　米、牛肉、カキについて、トレーサビリティ・システムを構築しています。県民
意識調査では、「生産に関する情報の記録や食品トレーサビリティ・システムの充実」
について施策の認知度が低く、産地や行政の取組を周知・普及することが必要です。

○　米については、米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法
律（米トレーサビリティ法）の施行に伴い、米穀事業者を対象とした研修会や監視
指導を実施しています。今後、さらに米トレーサビリティ法の遵守を指導していく
とともに、県民に本制度を周知することが必要です。

○　牛肉のトレーサビリティ・システムを県独自で構築していますが、国が行ってい
る同様システムとの差別化が必要です。

○　カキについては、岡山県漁業協同組合連合会及び邑久町漁業協同組合においてト
レーサビリティ・システムが構築されており、ホームページで生産者、生産海域、
衛生検査結果等を確認することができます。こうした取組の更なる周知が今後の課
題です。

施策展開 　

○農産物等のトレーサビリティ・システムの充実（農産課・畜産課・水産課）
生産履歴情報を提供するトレーサビリティ・システムを充実していきます。
米トレーサビリティ・システムについては、今後とも生産者や流通事業者への指
導と、消費者への啓発を継続していきます。
牛肉トレーサビリティ・システムについては、国との差別化を図るため生産者等
の顔写真等を提供するなどの取組を行います。
�

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

62



基本方針２　安心の定着に向けた信頼の確立
施策の方向５　相互理解の促進

基本施策（15）　リスクコミュニケーションの促進

社会には自然災害、環境破壊、経済問題など、様々なリスクが存在しますが、こう
したリスクへの対処方法として、リスク分析の考え方が国際的に浸透しています。リ
スク分析とは、科学的な根拠に基づき決めたルールを適切に運用するとともに、これ
らのことを関係者全員で理解し、話し合おうとするものです。食品安全基本法では、
食品の安全性の確保について、このリスク分析の手法を用いることを前提としていま
す。
食品の安全性の確保に対する県民の不信感を解消し、県民に食の安心を定着させる
ためには、食品関連事業者や県による食品の安全確保だけでなく、県民が食品関連事
業者や県を信用し信頼することが前提となります。県民、食品関連事業者、県関係者
が積極的に情報提供や意見交換を行うなどリスクコミュニケーションを進め、相互の
信頼関係を築くことが不可欠です。

食の安全を守るしくみ（リスク分析）

リスクコミュニケーション

消費者、食品関連事業者など
関係者全員が情報交換し、話し合い、相互理解を深める

リスク評価

安全に食べられるかどうか
調べて判断する

リスク管理

消費者、食品関連事業者、県

食品安全委員会 厚生労働省、農林水産省など

安全に食べられるように
ルールを決めて、監視する

図 2-3-19　食の安全を守るしくみ
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現状と課題

○　県民が食品の生産・製造・販売など食品を取り扱う現場を見学し、従事者から直
接話を聞くことで食品関連事業者の食品の安全確保への取組を知り、また意見交換
により、相互理解を深めるもので、県では平成２１年度から２３年度までに計２１回のリ
スクコミュニケーション事業を実施し、延べ８５２名が参加しました。

リスクコミュニケーション事業の様子

○　県に登録しているリスクコミュニケーター＊は、リスクコミュニケーション事業
において、企画立案や円滑な進行など、中核的な役割を担っていただいています。
リスクコミュニケーターが、食の安全・安心に関する正しい理解を広く浸透させる
ための活動ができるよう支援する必要があります。

○　県民意識調査から、食品関連事業者の残留農薬や添加物などのリスク低減に関
する管理については、信頼できないと答えた県民が多いことがわかりました（Ｐ１３�
図 ２ - １ -１０）。県民に食の安心を定着させるためには、信頼関係を高める取組が必
要です。
食品関連事業者は、真摯に食品の安全確保に取り組むとともに、食品の安全性の
確保への不安・不信感を払拭するため、その取組について、県民へ情報提供や意見
交換し、信頼関係を築くためリスクコミュニケーションを進めることが必要です。

�
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施策展開 　

○リスクコミュニケーションの場の提供（生活衛生課）
関係者が食品の安全確保への取組について情報提供や意見交換するための場を提
供し、リスクコミュニケーションの促進に努めます。

○リスクコミュニケーターの資質向上及び活動支援（生活衛生課）
リスクコミュニケーターを対象にリスクコミュニケーション技術を向上させるた
めの学習会や食品の安全性の確保について正しい理解を深めるための研修会を開催
します。また、リスクコミュニケーター間の情報交換の場を設けるなど、リスクコ
ミュニケーターがそれぞれの個性を生かして多様な方法でリスクコミュニケーショ
ンが実施できるよう支援を行います。（県が主体的に実施しています。）

○食品関連事業者等の支援（生活衛生課等）
食品関連事業者が、自らリスクコミュニケーションを進めるよう促します。また、
食品関連事業者、消費者団体等が主体的にリスクコミュニケーションに取り組める
よう、食の安全・安心に関する資料や情報を提供するなどの支援をします。

計画の指標または目標

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

リスクコミュニケーション事業の実施回数
（計画期間の累計） − − 平成２９年度末までに

２０回以上
リスクコミュニケーター研修事業
（計画期間の累計） − − 平成２９年度末までに

２５０人以上
食品関連事業者の食品の安全性の確保のた
めの取組を信頼できないと感じる県民の割合 H２４ ４６%

（県民意識調査） ４０％以下

リスクコミュニケーター
　食品等のリスクに対する他の関係者の立場、発想、考え方を理解し十分な意思疎通を図ることが
でき、リスクコミュニケーションを支援、仲介できる能力を有する人です。県では平成１９年度から
養成研修等を実施しており、地域におけるリスクコミュニケーションの推進に活躍していただいて
います。

用語解説等
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基本方針２　安心の定着に向けた信頼の確立
施策の方向５　相互理解の促進

基本施策（16）　地産地消の推進

地球人口の増加や温暖化による天候不順などで世界の食料需給は将来的に不安定な
状況が続くと予想されます。このため、県では生産者団体、消費者団体、商工・流通
団体、教育・行政機関等で構成する「岡山県食料自給率向上対策会議」を設立し、食
料自給率向上に向けた各種取組を県民運動として展開します。
また、食の安全・安心に対する消費者の関心が高まっている状況を踏まえ、生産者
の顔が見え、生産地が明らかで新鮮な農林水産物を安心して購入できる地産地消（地
域で生産された農林水産物を当該地域で消費すること）を進めます。

現状と課題

○　食料自給率の向上を図るためには、食料の消費面と生産面の両面からの取組が必
要であり、「２１おかやま農林水産プラン」で設定している食料自給率４５％の目標の
達成に向け、各種施策に取り組む必要があります。

表 2 - 3 - 9 　食料自給率の推移（カロリーベース）
単位：％

年  度 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
全��国 ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ３９ ４０ ４１ ４０ ３９
岡山県 ４３ ４０ ４０ ４０ ４０ ４１ ３７ ３７ ３９ ３７ ４０ ４０ ３８

（資料：農林水産省）

○　県では、食料自給率向上対策会議と連携し、各種啓発活動による県民の食料自給
率に対する意識の醸成に努めることが必要です。

○　岡山県の地産地消に関する意識調査でも ８割以上が、地産地消という言葉や内容
を知っていると回答しています（表 ２ - ３ -１０）。また、学校給食で岡山県産品を使
用する割合も平成２３年度調査で４７％と、全国平均２５％を大きく上回っており、県民
の意識の中に地産地消が定着してきています（表 ２ - ３ -１１）。今後も、地産地消を
より身近なものとして実感・実践できるような継続した取組が重要です。

表 2 - 3 -10　「地産地消」に関する意識調査
単位：％

年　度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
言葉も内容も知っている ５６ ６９ ６８ ７７ ７８ ８１ ８３ ８８ ８３
良いことだと思う ８３ ８９ ８７ ９２ ９２ ９３ ９２ ９２ ９４

※地産地消おかやまフェアでのアンケート調査による� （資料：岡山県）
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 表 2 - 3 -11　学校給食で県産食材を使用する割合
単位：％

年　度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
岡山県 ２６ ２５ ２７ ３６ ４１ ４５ ４９ ４７ ４７
全国平均 ２１ ２２ ２４ ２２ ２３ ２３ ２６ ２５ ２６

（資料：県教育委員会）
注 １：数値は、全使用食材に占める品目数の割合　
注 ２：全国平均は、文部科学省「学校給食における地場産物の活用状況調査」による
注 ３：上位市町村は、和気町６１. ４ %、新見市５７. ０ %、高梁市５５. ６ %（H２３年度）

○　各市町村では、県産食材の活用促進のため、農林水産部局や農林水産業関係者、
生産者団体、流通関係者等のネットワーク体制をつくり、学校給食への県産食材の
安定供給に努め、計画的な献立作成をしています。

○　関連機関等との連携調整の場がないため、関係者の認識不足や連絡不足が生じ、
安定供給体制が未整備の市町村があります。

○　天候不順により農作物が品薄の年があり、学校給食の献立に対応可能な多種品目・
品質・規格・数量等の確保が難しい場合があります。

○　大規模の調理場の場合は、数量の確保や当日の配送、事務負担が多くなるなど調
理施設の規模により県産食材の活用に差があります。

○　県産食材の価格が県外産地に比べ割高のことがあり、安価な学校給食を供給する
ために、県産食材を使用することが難しい場合があります。

施策展開 　

○食料自給率向上対策会議（農政企画課）
県民運動を効果的に進めるため、農林水産・商工・流通・消費者団体や教育・行
政機関で構成する対策会議を推進母体として運営します。

○食料自給率向上月間及び食料自給率向上推進大会の開催（農政企画課）
１０月の食料自給率向上月間において重点的な啓発活動を実施します。
また、食料自給率の向上について県民共通の理解を得るために、向上月間中に推
進大会を開催し、気運の醸成を図ります。

○啓発活動の実施（農政企画課）
向上月間中に岡山駅などにおいて、地産地消運動と併せて啓発チラシを配布する
など、県民への普及啓発活動を行います。
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○優良団体の表彰（岡山県食料自給率向上推進大賞）（農政企画課）
食料自給率の向上に取り組む優良団体を表彰することにより、県民をはじめ企業
など事業者の自主的な取組を促します。

○岡山あぐり総合フェアの開催（農政企画課）
食料自給率の向上など、県の農林水産業を取り巻く課題や各種施策等を広く県民
に普及啓発するとともに、魅力ある岡山の特産品を県内外に向け情報発信する農林
水産に関する総合イベントを開催します。

○おかやま地産地消の日の普及・定着（農政企画課）
毎月 ５の付く日を「おかやま地産地消の日」と定め、普及・定着を進め、職場や
家庭等での地産地消の取組を推進します。

○地産地消協力店の登録拡大（農政企画課）
県産食材を積極的に提供する県内小売店や飲食店を「おかやま地産地消協力店」
として登録し、地産地消マスコットキャラクター等をデザインしたのぼりの貸付け
を行うとともに、県ホームページで紹介します。

○地場産物の活用状況に関する調査（保健体育課）
学校給食において県産食材や郷土食を活用することは地域の食文化の伝承や農業
への理解の観点から教育的意義があります。県産食材等の使用状況の実態を把握し、
食に関する指導の生きた教材としてより効果的に活用します。

計画の指標または目標 （岡山市、倉敷市を含む）

指　　標 年度 実績 目標値（平成29年度）

食料自給率 H２２ ３８％
平成２５年度
４５％

（２１おかやま農林水産プラン：
平成２１年 ２ 月策定）

県産食材の給食への使用割合 H２４ ５１％
４７％

○岡山県教育振興基本計画
目標指標

（平成２６年度まで）
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●腸管出血性大腸菌等の重篤な食中毒
●食を取り巻く現状に潜在するリスク
●県民からの信頼の確立

■ 課　　　題

●重篤な食中毒対策
●リスクコミュニケーターによる相互理解の促進

■ 重要な視点

施 策 体 系 図

安全の確保　＋　信頼の確立　⇒　安心の定着

（1）畜産物の安全確保対策

（2）農林産物の安全確保対策

（3）水産物の安全確保対策

（4）食中毒対策

（5）不良食品の排除

（6）適正な表示の確保

（7）添加物の適正使用

（8）自主管理の推進

（9）調査研究

（10）消費者からの相談・申出対応

（11）健康危害情報の公表

（12）消費者への衛生教育

（13）食の安全・安心情報の提供

（14）生産履歴情報等の充実

（15）リスクコミュニケーションの促進

（16）地産地消の推進

生産段階での安全確保

製造から販売段階での
安全確保

消費段階での安全確保

情報の提供

相互理解の促進

施策の方向 1

施策の方向 2

施策の方向 3

施策の方向 5

施策の方向 4

■ 基本施策
基本方針1　生産から消費に至る一貫した安全の確保

基本方針 2　安心の定着に向けた信頼の確立
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食育の推進

第3章





第 ３章　食育の推進

Ⅰ　現状と課題

　社会構造の変化に伴う核家族化の進行やライフスタイルの多様化により、家族が揃っ
て食卓を囲む機会が少なくなり、一人で食事をする「孤食」（Ｐ ４ ）が多くなっています（図
３ - １ - １ 、図 ３ - １ - ２ ）。また、家族が一緒に食事をする場合でも、各々がそれぞれが別々
に好きなものを食べる「個食」（こしょく）などの状況も聞かれます。

図 3-1-1　朝食を家族と一緒に食べる者の割合
（資料：H23県民健康調査）

図 3-1-2　夕食を家族と一緒に食べる者の割合
（資料：H23県民健康調査）
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　また、米の消費量の減少や食料自給率（カロリーベース）の低下がすすむなど、多く
の食料を海外に依存する一方で、約 ２割の食料が利用されることなく廃棄されるなど、
食べ残しや廃棄量の増大が問題となっています（Ｐ ６  図 ２ - １ - １ ）。

　県民の肥満ややせの現状を見ると、３0～４0歳代男性で過食などが原因の一つである「肥
満」が増加しており、また２0歳代の女性では、無理なダイエットや偏食などが原因とな
る「やせ」が約 ３割となっています（図 ３ - １ - ３ ）。

図 3-1-3　肥満・やせの割合の者
（資料：H23県民健康調査）

※「肥満」や「やせ」は、肥満度を用いて判断します。
　肥満度：BMI（Body Mass Index）を用いて判定
　BMI＝体重［kg］/（身長［m］）2
　男女とも 20歳以上 BMI＝22を標準とした。
　＊15～19歳は参考値として算出した。
　 　　　BMI＜18.5 低体重（やせ）
　18.5≦BMI＜25 普通体重（正常）
 　　　　BMI≧25 肥満
　（日本肥満学会肥満症診断基準検討委員会 2000年）
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　また、規則正しい生活の第一歩となる朝食についても、男女とも２0歳代で欠食する者
が多くなっています（図 ３ - １ - ４ ）。

図 3-1-4　朝食を毎日食べる者の割合
（資料：H23県民健康調査）
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　厚生労働省が平成１６年 ３ 月に取りまとめた「健康づくりのための食環境整備に関する
検討会報告書」（座長：田中平三）では、「肥満は基本的には、エネルギーの摂取と消費
とのバランスの乱れによって生じるものであるため、個人の問題に帰することも可能で
ある。しかし、私たちを取り巻く生活環境においては、交通機関の発達や労働形態の変
化が必然的に身体活動を低下させたり、エネルギーを過剰に摂取しやすい食品（エネル
ギー密度が高い、１食当たり若しくは １回当たりの提供量が大きい等）があふれている。
さらに企業がそのような食品を消費者に選択させるような戦略を強力に展開するような
ことも考えられる。」と記されています。
　健康づくりは、個人の取組を基本としながら、社会全体でそれを支えることも望まれ
ます。
　適切な情報とより健康的な食物が私たちの身近に利用可能であるような環境づくりを
目指すことは、ヘルスプロモーションという観点からは極めて重要であり、国や地方公
共団体、関係団体、民間企業等の食に関わる様々な関係者が連携を図り、食環境の整備
に取り組むことが必要です。
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Ⅱ　施策の大綱

１ 　基本方針

（ １ ）食育の概念
食育は、食に関する様々な経験を通じての健康な人づくりであり、知育・徳育及

び体育の基礎となるものです。ＷＨＯ（世界保健機関）では、「健康とは、病気で
ないとか、弱っていないということではなく、肉体的にも、精神的にも、そして社
会的にも、すべてが満たされた状態にあること」と定義しています。食育に取り組
むことは、健全な心身を培い、円滑な人間関係を築き、ひいては、「健康な人づくり・
地域づくり」につながります。

（ ２ ）食育推進の柱
平成１9年 ３ 月に策定した岡山県食育推進計画では、目指す方向性を「食べること

をもっと考えよう」と明示し、様々な体験を通じて食に関する知識を習得し、食べ
ることに意識を向け考えることを基本としてきました。
今後は、県民一人ひとりが、これまで習得してきた知識や培ってきた食への思い

を健康な人づくりや地域づくりにつなげるように行動することが求められています。
家庭を基本として、それを取り巻く地域（「人」と「環境」）を挙げて、「食を通

じた健康な人づくり・地域づくり～『知識』から『行動』へ～」をスローガンに、
次の ３つの柱により食育を推進します。

食育を推進するためのスローガン

食を通じた健康な人づくり・地域づくり
～「知識」から「行動」へ～
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　①人と人をつなぐ
次代を担う子どもたちが、人との信頼関係を築くことの基本となる体験をし、ま

た、正しい生活習慣を身に付けるためには、家庭の役割が重要です。家族で食卓を
囲む「共食」（きょうしょく）＊によって、様々な話題で会話が生まれ、家族の絆が
深まります。また、「いただきます」や「ごちそうさま」など礼儀や作法を身に付
けることができます。
さらに、社会生活においても「共食」は、知人、友人、職場の同僚等とのコミュ

ニケーションを促進して人と人との絆を強め、良好な人間関係を築くことにつなが
ります。

　②健康な体をつくる
健康な体をつくるためには、栄養バランスのとれた食事をとり、規則正しい食生

活を維持することが重要です。
良い食生活を習慣付けるためには、幼少時からの習慣が重要であり、家族揃って

食事ができる社会の実現が強く望まれます。
また、成人に対しても、バランスのとれた規則正しい食生活の普及に向けて、学

校や職場、地域の管理栄養士、栄養士、栄養教諭などの専門職の協力を得て取り組
むことが有効であり、将来において健康な体をつくることにつながります。

　③豊かな心を育む
食べ物は食物連鎖によって生み出されます。私たちは生命を食べることによって

自らの生命をつないでいます。食事は、生産、流通、加工、調理など多くの人々の
労働を経て提供されています。食事の際の「いただきます」や「ごちそうさま」の
中に、食事を作るまでに関わってくれた人たちへの感謝の気持ちに加えて、生命観
や倫理観を育むことが必要です。
また、伝統的な食文化を伝えつつ、次代に応じた優れた食文化を育んでいくこと

が重要です。

共食
　家族等が一緒に食事をとりながらコミュニケーションを図ることをいいます。

用語解説等
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」へ 

〜
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育
推
進
の
柱

生
涯
を
通
し
た
食
育

地産地消

食品の安全 地域の活性化  食料自給率の向上

豊かな人間形成

子ども 高齢者成　人

食
心の健康

③豊かな心を育む
◆食への感謝の念
◆伝統的な食文化

身体の健康

②健康な体をつくる
◆栄養バランス
◆正しい食習慣

社会的に
良好な状態

①人と人をつなぐ
◆共食

◆コミュニケーション

図 3-2-1　食育の概要図
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２ 　重要な視点

（ １ ）生涯を通じた食育の推進
食習慣を形成する第一歩となる乳幼児期、骨格の成長が見られ、食習慣が確立す

る学童期や思春期、仕事等により、生活習慣や食生活が大きく変化する成人期、身
体的・精神的な機能を維持するために食事が重要な役割となる高齢期のそれぞれの
ライフステージに応じた食育を推進することが、健康な人づくりにつながります。

（ ２ ）関係機関・関係団体等との連携

　　①ボランティア組織等
地域における食育の推進にあたっては、地域の健康づくりボランティアで全国

トップの会員数を誇る岡山県愛育委員連合会や岡山県栄養改善協議会、また、農
山漁村生活交流グループ、消費生活問題研究協議会など、食育の推進のために活
動するボランティア団体等との連携が重要です。

健康づくりボランティア

【岡山県愛育委員連合会】
　　乳幼児から高齢者まで、すべての住民にとって健康で明るく住み良い地域
にするため、行政と協力しながら「健やか親子２１」や「健康おかやま２１」等
の推進に向け、活動している地域の健康づくりボランティア組織です。愛育
委員が全県的に組織されているのは本県だけです。

【岡山県栄養改善協議会】
　　「私達の健康は私達の手で」をスローガンに、県民一人ひとりが充実し
た豊かな人生を過ごせるよう食生活の改善や健康づくりのための普及活動を
行っている地域の健康づくりボランティアです。食育の推進は、活動の根幹
となっています。

　　②岡山県食の安全・食育推進協議会
食育について県民一体となった取組を推進するため、情報交換と相互連携の強

化を図り、広く県民各層の意見を施策に反映させる場として、「岡山県食の安全・
食育推進協議会」を設置しており、関係団体や関係機関等との連携を深め、県民
運動として推進することが必要です。
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　　③市町村・保健所等
地域住民に近い市町村や保健所では、地域の特性を把握した施策や事業に取り

組んでおり、地域の実情に適した活動を展開しています。特に、保健所において
は、地域で活動する関係者を集めた地域食育推進協議会を設置し、関係者が一体
となって食育活動が展開されるよう取り組んでいます。このような連携が、地域
の食育活動を円滑に推進することにつながります。

　　④農林漁業者・教育関係者等
食育の重要性が認識され、農林漁業者や教育関係者等においても、各分野の特

性を生かした食育活動を展開しています。特に、子ども達への取組として農作物
を育て、収穫する喜びを伝える農業体験等は、単に、農作物を育てて収穫するこ
とだけを目的とするものではなく、四季折々に田んぼや畑で見られる・感じられ
る光景から、自然の大切さや食べ物の大切さなど、情緒を育てることにもつなが
ります。

飲 食 店
外食産業

医療関係者
医師会、歯科医師会、薬剤師会
看護協会、栄養士会　等

職　域
健康保険組合連合会　等

マスコミ
新聞社、放送局　等

福祉施設
保育所、

高齢者入所施設　等

関係団体
岡山県愛育委員連合会
岡山県栄養改善協議会　等

学校保険
幼稚園、小学校、中学校、
高等学校、PTA　等

情
報
発
信

健
康
教
育

情 報

情 報情 報

行　政
保健所　連携　市町村

県民

図 3-2-2　関係機関・関係団体との連携図（イメージ）

（ ３ ）人材の活用（管理栄養士、栄養士等）
食育は、様々な実施主体により、幅広く取り組まれる必要があります。それらの

取組の中で、栄養・食生活の専門職が関与することによって、より効果的になるこ
とが期待されます。現在、市町村や保健所では、管理栄養士等が中心となって、乳
幼児から高齢者までを対象に幅広い食育活動を展開しています。
また、管理栄養士や栄養士が所属する岡山県栄養士会との連携により、効率的か

つ効果的な食育活動が展開されることも期待されます。
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（ ４ ）普及啓発

　　① 「食育ガイド」や「食事バランスガイド」等の活用
正しい食生活を身に付けるための指導ツールとして、国は「食育ガイド」や「食

事バランスガイド」、「食生活指針」を策定しています。また、岡山県栄養士会で
は、岡山県の特産物を盛り込んだ「岡山県版食事バランスガイド」を作成し、普
及啓発を行っています。
食生活は、食に対する知識や意識、生活スタイルやライフステージによって異

なることから、岡山県で作成する「ライフステージ別食育ガイド」など、個人に
適したツールの活用が求められています。

　　② 食育月間・食育の日
県では、毎年 ６ 月を「食育月間」、毎月１9日を「食育の日」と定めており、食

育月間や食育の日にあわせて、普及啓発等を行っています。また、市町村や関係
団体等においても、親子食育教室など食育に関する取組を展開しています。
今後も、地域に暮らす誰もが、正しい食生活を送ることができるよう環境を整

備することが必要です。

食育普及啓発資料

食育ガイド（内閣府）

食生活指針
（H12 文部省、厚生省、農林水産省閣議決定）

食事バランスガイド
（厚生労働省・農林水産省決定）

食生活指針
（H12 文部省、厚生省、農林水産省閣議決定）
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（ ５ ）市町村食育推進計画の策定
地域に暮らす誰もが、食育に対する認識を共有し、必要な活動を展開するために

は、市町村が策定する市町村食育推進計画が有効です。特に、地域の実情を踏まえ、
地域の特性を生かした内容を盛り込むことで、より食育を身近に感じ、住民一人ひ
とりが食育に取り組みやすい環境をつくることが必要です。
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３ 　食育推進のための目標に関する事項

（ １ ）目標の考え方
食育を効果的・効率的に推進するためには、食育に携わる様々な関係者が共通認

識の下、同じ方向に向かうことが必要であり、共通の目標を掲げ、それぞれの分野
において、役割を明確にし、取り組むことが効果的です。そして、一定期間、取り
組んだ後に、目標に対する評価を行うことにより、これまでの取組課題が明確にな
り、より効果的な食育活動につながります。
このため、本県では食育に関する主要な目標を掲げ、達成に向けて取り組むこと

とします。

（ ２ ）食育の推進にあたっての目標

　　① 共食の機会の増加
　（ほとんど毎日家族と一緒に食事を食べる子どもの割合の増加）

生活スタイルの多様化など、様々な要因で家族が揃って食事をする機会が減少
していますが、家族揃って食事をすることにより生まれる会話には、料理に使わ
れた食材や箸の持ち方などに加え、仕事や学校など生活の会話が生まれ、家族の
絆を強める機会となっています。
そのため、朝食や夕食において、小学生及び中学生が家族と一緒に食べる「共

食」の機会を増やすことを目標とします。

【目標】共食の機会の増加
　　（ほとんど毎日家族と一緒に食事を食べる子どもの割合の増加）

　　

　　② 朝食を毎日食べる者の割合の増加
朝食を毎日食べることは、規則正しい生活の基本ですが、成長するにつれ、朝食

を食べる者の割合が減っています（Ｐ６9 図 ３ - １ - ４ ）。平成２３年に実施した子ども
の食事アンケート調査では、学童・生徒の朝食を毎日食べる者の割合が9３. 7％でし
たが（図３ - ２ - ３ ）、子どもの頃の生活習慣が、将来の生活習慣に影響を与えること
を考えると、学童期や思春期に朝食を食べる習慣を身に付けておくことが必要です。

このような現状を踏まえ、小学生・中学生の朝食を毎日食べる者の割合を
１00％にすることを目標とします。

【目標】朝食を毎日食べる者の割合の増加
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図 3-2-3　朝食を毎日食べる子どもの割合
（資料：健康推進課調べ（H23））
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　　③ 栄養成分表示の店登録数の増加
食生活の改善は、個人の責任において行うことが基本ですが、外食や加工食品

などを利用する機会が増え、意識的に食事を選択したいと思っても、提供される
食事のエネルギー等がわからないために何を選択すればよいかを判断できない場
合があります。そのため、岡山県では、岡山県栄養士会と協力し、「栄養成分表
示の店登録事業」を展開し、個人が栄養成分表示を見て必要な情報を得られるよ
う食環境の整備を進めています。
「栄養成分表示の店登録事業」は、提供するメニュー（食品）について栄養成

分表示をする飲食店等を登録し、広く県民へ情報提供しており、県内に１,055店（平
成２４年 ３ 月末現在）が登録され、県民への情報提供を行っています。
登録されている栄養成分表示の店にはステッカー

を配付し、さらに、地域の登録店を紹介する「栄養
成分の店マップ」や健康に関する情報を掲載したリー
フレット等を設置してもらうなど、県民が利用しや
すい環境整備に取り組んでいます。
今後は、提供者側のメリットに加え、さらに利用

者が栄養成分表示を利用してもらえるよう、栄養成
分表示の活用等を県民にわかりやすく示したリーフ
レット等を栄養成分表示の店等に設置してもらうなどの取組を進めることで、利
用者が表示された栄養成分を手軽に活用できるよう、登録数を２,000店舗に増や
すことを目標とします。

【目標】栄養成分表示の店登録数の増加

「栄養成分表示店」ステッカー
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図 3-2-4　栄養成分表示の店登録数年次推移
（資料：健康推進課調べ）
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　　④ 適切な量と質の食事をとる者の増加
　（主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が １日 ２回以上の日がほぼ毎日の者の割合）

適切な量と質の食事は、生活習慣病予防の基本の一つであり、健康な体づくり
には不可欠です。食事全体のバランスを良くするための簡易な方法として、主食・
主菜・副菜を揃えた食事をとることが効果的な目安となります。
そのため、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が １日 ２回以上の日がほぼ毎

日の者の割合を80％に増やすことを目標とします。

【目標】適切な量と質の食事をとる者の増加
　　 （主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の

割合の増加）

岡山県栄養士会

　岡山県内に在住又は勤務する管理栄養士又は栄養士免許を有する会員で構成される職能団体です。

用語解説等
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表　食育推進のための目標一覧

指　　　標 年　度 実　　績 目　　標（平成２9年度）

① 共食の機会の増加（ほとんど毎日家族と一緒に食事を食べる
子どもの割合の増加）

朝　食　小学生
　　　　中学生 H２３ 77.３％

5６.8％
小学生、中学生の

割合の増加
夕　食　小学生
　　　　中学生 H２３ 95.３％

8１.8％
小学生、中学生の

割合の増加

②朝食を毎日食べる者の割合の増加

　　　　小学生
　　　　中学生 H２３ 9４.３％

89.２％
小学生、中学生

１00％

③栄養成分表示の店登録数の増加 H２３ １,055店舗 ２,000店舗*

④ 適切な量と質の食事をとる者の増
加（主食・主菜・副菜を組み合わ
せた食事が １日 ２回以上の日がほ
ぼ毎日の者の割合の増加）

H２３ 75.8％ 80％

＊平成34年目標値
[現状値データソース]
①平成２３年県民健康調査
②③健康推進課調べ（平成２３年）
④内閣府食育に関する意識調査報告書（平成２３年度中国地方）
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４ 　食育推進施策
　食育は、家庭や地域、学校、生産流通など様々な食育の関係者が連携して取り組む
ことが必要です（図 ３ - ２ - ５ ）。それぞれの場所で展開される食育推進施策は、
参考 １ 「平成２5年度からの食育推進施策」に掲載しております。

小売・流通 食品情報食品情報

意見・要望

飲食店

栄養士会

栄養委員
愛育委員

加  工

（2）地域

（1）家庭

食品情報

（3）学校園・
保育所等

職場
体験

料理教室等

栄養成分表示

情報交換

教育・共有

（4）生産流通等

交流・連携

職場体験

交
流・体
験

図 3-2-5　食育の取組のつながり

（ １ ）家庭における食育の推進
家庭においては、その地域に伝わる伝承料理や行事食が日々の生活の中で受け継

がれてきました。
また、親など家族と一緒に食事をする中で、「いただきます」や「ごちそうさま」

などの礼儀や、「箸の持ち方」などのしつけが行われてきました。しかし、核家族
化など社会構造の変化から、家族が一緒に食事をする機会も減少し、「孤食」など
のほか、朝食を食べない子どもなどの問題が生じています。
そのため、家庭においては、地域や学校で取り組んでいる「朝食毎日食べよう大

作戦」や「『ぱっちり！モグモグ』生活リズム向上キャンペーン」などを通じ、子
どもの基本的な食習慣の形成に加え、規則正しい生活習慣の定着に努めます。

（ ２ ）地域活動としての食育の推進
食育は家庭で行われることが基本ですが、社会構造の変化や不適切な食生活が原

因の一つとなっている肥満や糖尿病などの生活習慣病が増加しているなどの現状を
みると、食育の推進を家庭だけに委ねることは難しいものです。
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健康づくりや生活習慣病の予防及び改善につながる健全な食生活の推進には、家
庭、学校、保育所、生産者などのほか、市町村や保健所、健康づくりボランティア
等が連携し、社会全体で推進することに努めます。
地域では、市町村や栄養委員、農村漁村生活交流グループ等による食育教室など

が開催され、その中で、健康づくりのための食育を行うほか、地域の伝承料理や特
産物を使った料理を作るなどの体験型食育活動を展開していきます。

（ ３ ）学校園・保育所等における食育の推進
子どもたちに対する食育は、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、

生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育む基礎となるものです。
保育所保育指針では保育の一環として食育が位置づけられているほか、学習指導

要領でも「学校における食育の推進」が明記され、子どもたちが食に関する正しい
知識と望ましい食習慣等を身に付けることができるよう、栄養士や栄養教諭等が中
心となって食育に取り組んでいます。
学校では「栄養教諭を中核とした食育推進事業」や「小学生を対象とした社会科

副読本」等により、効率的な食育活動の展開に努めます。
また各学校園・保育所等においては、生活リズムの向上を目指した「早寝早起き

朝ごはん」国民運動に基づいて様々な取組を展開していきます。

（ ４ ）生産流通等における食育の推進
食への感謝の念を深めるためには、生産や流通などを担う人への理解を深めるこ

とが必要です。
食に対する関心が高まり、生産現場（産地）においても消費者へ産地等の表示を

するなどの取組が行われているほか、食品を取り扱う流通等を含めた食品関連事業
者において消費者への情報提供が行われています。
このような生産から流通、販売に至るまでの関係者の役割を理解し、食べ物への

感謝の念等を習得するため、種まきから収穫までの農業体験を通じて、食への理解
を深める取組等が各地で行われています。しかし、農業技術の発展やグローバル化
の進展により、様々な食料が年間を通じて入手できたり、世界中の食品が輸入され
るなど、食を取り巻く環境は大きく変化しています。
一方、私たちがこれまで培ってきた食文化は、地域の特産を生かした料理や、旬

の食材を活用した料理を食卓に並べることで、自然と食への理解を深めることがで
きました。
農作業や農村生活等の体験を通じて、農業の理解を深めるとともに、将来のたく

ましい担い手の育成を図るため、小・中学生等を対象に「農林業実践学習の里体験
学習農園」などを通じて食育を推進します。
また、日本の気候風土に適した米を中心に農産物、畜産物、水産物等多様な副食

から構成され、栄養バランスに優れた「日本型食生活」の定着に取り組みます。さ
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らに、農業体験等を通じて生産から流通に至る過程の中での食に対する理解や感謝
の念を深めます。

食に関する課題（例） 課題解決のための取組（例）

食
を
通
じ
た
健
康
な
人
づ
く
り・地
域
づ
く
り

〜 「
知
識
」か
ら「
行
動
」へ 

〜

岡山県
食の安全・
食育推進計画
【食育】

① 
人
と
人
を
つ
な
ぐ
（
共
食
）

③ 

豊
か
な
心
を
育
む

② 
健
康
な
体
を
つ
く
る

食
育
活
動
の
展
開

家 庭

○朝食を食べない子ども
○「孤食」「個食」の増加
○親世代の食に対する
　知識、技術の不足
　　　　　　　　　など

地 域

○地域力の低下
○世代間、近隣との
　交流機会の低下
　　　　　　　　　など

学校園・保育等

○給食を残す子ども
　　　　　　　　　など

生産・流通

○流通する食品の栄養成
　分等があいまい
○ファーストフード、外食の
　利用の増加
　　　　　　　　　など

☆家族との団らん
→「共食」の増加
→礼儀・作法の習得

☆朝食毎日
　食べよう大作戦
☆早寝早起き
　朝ごはん
→規則正しい
　生活習慣の定着

☆保育所における
　食育
→親世代への食育

☆学校給食を通じた
　食育
→子どもの健全な食生活
→子から親への食育

☆農業体験
→食への感謝の念
→収穫の楽しさ

☆食育教室
→子どもの調理技術の
　向上
→家族の絆の強まり

☆食育関係者による
　ネットワーク
→地域全体での食育推進
　体制の構築

など

図 3-2-6　食育推進施策の方向性
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Ⅲ　これまでの取組の成果

　「食べることをもっと考えよう」を基本に、家庭・学校・地域等、幅広い関係者の食
育への取組を促し、人づくり・地域づくりに発展させていく基礎を築いてきました。

≪岡山県の目標達成の状況≫

１ 　朝食を毎日食べる人の割合の増加

策定時 目標値 現状値

学童・生徒 8１.0％ 88％  8４.２％*

２0歳代男性 ４３.６％ 85％以上 ４5.１％

３0歳代男性 ４7.４％ 85％以上 57.１％

（資料：平成２３年県民健康調査　＊岡山県学校栄養士会調査）

　学童・生徒の朝食を毎日食べる人の割合は策定時から増加しました。これは、学校等
において、栄養教諭等が中心となって、家庭と連携を図り、食育活動を推進した結果に
よるものと思われます。
　また、２0歳代及び３0歳代男性については、策定時から増加はしているものの目標値に
は達しませんでした。これは、この世代の男性に対して、朝食の必要性を意識させるた
めのアプローチを効果的に行うことができなかったことが原因の一つではないかと考え
られます。

２ 　学校給食における地場産物を使用する割合の増加

策定時 目標値 現状値

県内の小中学校 ２5.0％ ４7％ ４7％

（資料：保健体育課）

　学校給食において、地場産物を使用することは、農業への理解につながり、また、郷
土食を提供することは、地域の食文化の伝承に繋がることから、食に関する指導の生き
た教材として、その推進に努めているところです。
　国では、学校給食における地場産物を使用する割合について、平成２7年度までの目標
値を３0%以上としています。岡山県では、農林水産物の生産地が身近にあるという本県
の特性を生かし、農林水産部局や農業関係者、生産者団体、流通関係者等のネットワー
ク体制を整備し、学校給食への地場産物の安定供給に努め、目標値の達成に向けて、学
校給食における県産農林水産物の使用を促進します。
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３ 　適正体重を維持している人の割合の増加

策定時 目標値 現状値

２0～６0歳代男性の肥満 ２5.４％ １5％以下 ２６.9％

４0～６0歳代女性の肥満 ２9.２％ ２0％以下 １9.３％

２0歳代女性のやせ ３３.３％ １5％以下 ２６.４％

（資料：平成２３年県民健康調査）

　４0～６0歳代女性の肥満については、目標を達成したものの、その他の項目については、
有意な変化は見られませんでした。
　２０～６０歳代男性の肥満は悪化しており、肥満や糖尿病などの生活習慣病の予防につな
がることから、引き続き、適正体重を維持するための活動を継続することが必要です。
　また、２0歳代女性のやせは、策定時からは減少しているものの、目標値には達しませ
んでした。若い女性のやせは、妊娠・出産にも影響があることから、適正な食事の摂取
に取り組むことが必要です。

４ 　食塩摂取量の減少

策定時 目標値 現状値

成　人 １１.8ｇ １0ｇ未満 １0.３ｇ

（資料：平成２３年県民健康調査）

　食塩摂取量は、策定時からは改善傾向にありますが、これは、地域での栄養委員によ
る減塩活動等の地道な取組の成果と考えられます。
　目標値の達成に向けては、個人の取組だけでなく、食事や食品を提供する飲食店や企
業等への働きかけが必要です。

５ 　野菜の摂取量の増加

策定時 目標値 現状値

成　人 ２４２ｇ ３50ｇ以上 ２9１.２ｇ

（資料：平成２３年県民健康調査）

　野菜の摂取量は、目標値には達しなかったものの、策定時から比較して増加していま
す。これは、健康意識の高まりや、地域で活動する栄養委員等が行う健康教室等におい
て、野菜の摂取の必要性に関する普及啓発が行われている効果と考えられます。
　健康な体を維持するためには、 １日３50g以上の野菜を摂取することが必要です。
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６ 　栄養成分表示に協力する施設の増加

策定時 目標値 現状値

岡山県内施設 5４３施設 １,0６0施設以上 １,055施設

（資料：健康推進課調べ）

　栄養成分表示に協力する施設の数については、目標値にはわずかに達しなかったもの
の、策定時からは大幅に増えています。これは、市町村や保健所、岡山県栄養士会等が
飲食店やコンビニエンスストア等に積極的に働きかけ、協力を得たことによるものです。
　しかし、一部の登録店においては、表示するメリットを感じることが少ないうえに、
メニューを見直すたびに表示内容を見直さなければならない手間から、登録の取り消し
を要望することもありますが、岡山県栄養士会が登録店に対して、継続的に表示をして
もらえるよう巡回指導を行うなど、地道な活動の成果が今回の結果につながったものと
考えられます。

７ 　量、質ともに、きちんとした食事をする人の増加

策定時 目標値 現状値

成　人 5６.３％ 70％以上 ６３.２％

（資料：平成２３年県民健康調査）

　量、質ともに、きちんとした食事をする人は増加していますが、目標値には達成しま
せんでした。
　これは、働き盛りの男性（２0～50歳代）の中には、健康への意識はあるものの、自分
に適した食事の質や量を十分認識していない者がいることが原因と考えられます。

８ 　食品を選んだり、食事を整えるのに困らない知識や技術のある人の増加

策定時 目標値 現状値

成　人 ４8.8％ ６0％以上 5１.5％

（資料：平成２３年県民健康調査）

　食品を選んだり、食事を整えるのに困らない知識や技術のある人の増加については、
策定時からは若干増加しているものの、目標値には達しませんでした。
　食に関する情報が氾濫する中、自分に適した食事を選択するためには、必要な知識や
技術を習得することが求められています。
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９ 　自分の食生活に問題があると思う人のうち、食生活の改善意欲がある人の増加

策定時 目標値 現状値

成人男性 ４４.9％ 80％以上 ４8.5％

成人女性 ６8.２％ 80％以上 ６３.0％

（資料：平成２３年県民健康調査）

　男性、女性とも、策定時から変化は見られませんでした。これは、自分の食生活に問
題があると思う人に対して、改善意欲を持てるような効果的なアプローチができなかっ
たことが原因のひとつと考えられます。
　食生活の改善は、個人だけでなく、家族や周囲などの協力が必要であり、引き続き、
食生活の改善に向けた支援が必要です。
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参考資料





参考 １ 　平成２5年度からの食育推進施策

食育推進施策　 １　家庭における食育の推進
No 施策名 部局※ 取組内容

１ 朝食毎日食べよ
う大作戦

保　福
（健推）

朝食欠食率の高い若い世代に対して、朝食の大切さの普及啓発を実施
し、「健康おかやま２１」の目標である学童期、思春期の朝食摂取１００％
の達成に向けて、おにぎりづくりを中心とした普及啓発イベントを行
う。

２

「ぱっちり！モ
グモグ」生活リ
ズム向上キャン
ペーン

教　育
（生涯）

早寝、早起き、朝ごはんなど、子どもの望ましい基本的生活習慣を育
成し、生活リズムの向上を一層推進するために、市町村をはじめ、学
校、幼稚園やＰＴＡ等の関係団体、保健福祉部局等とも連携し、地域
ぐるみで取組を推進する。

食育推進施策　 ２　地域における食育の推進
No 施策名 部局 取組内容

３ 給食施設関係者
研修会の開催

保　福
(健推)

給食施設の管理者・従事者に対して、栄養管理・衛生管理等について
の研修を行い、利用者の健康保持、増進を図る。

４ 健康づくり普及
事業

保　福
(健推)

「健康づくりのための食生活指針」の基本を踏まえて、住民の健康づ
くりに対する意識を高め、望ましい食習慣の定着を促進するため、地
域の特性に応じた事業を実施する。

５ 食育サポート事
業

保　福
(健推)

食育を総合的に推進するため、県内各地域で関係者の連携を深め、各
地域の特性を生かした取組を進めるため、食育ネットワーク会議を開
催する。

６
ホームページ「第
２次健康おかや
ま２１」の充実

保　福
(健推)

県民の健康増進計画「第 ２次健康おかやま２１（食育含む）」を広く県
民に普及するために開設したホームページの充実を図る。

７ おかやま食育推
進協賛事業

保　福
(健推)

地域で活動を行っている各種団体や、学校、企業、市町村等が行う事
業で、食育推進の目的に沿って実施される事業を協賛事業として認定
し、ホームページ等に掲載し活動を紹介する。よい事例は表彰を行う。

食育推進施策　 ３　学校園・保育所等における食育の推進
No 施策名 部局 取組内容

８ 学校給食担当者
等講習会

教　育
(保体)

学校給食と食育（食に関する指導）の意義と役割について認識を深め、
安全で魅力ある学校給食及び学校給食指導の充実を目的に実施する。

９ 岡山県学校給食
研究協議大会

教　育
(保体)

学校給食の意義と役割について認識を深め、その指導と管理運営の改
善充実を図るため、当面する諸問題（衛生管理、栄養管理、健康問題
等）について研究協議を行い、学校給食の充実発展と、職員の資質向
上を図る。

１０
栄養教諭を中核
とした食育推進
事業

教　育
(保体)

栄養教諭が中核となって、家庭や地域の団体等と連携・協力した食育
の取組を行うとともに、家庭に対する効果的な働きかけの方策等につ
いて調査研究を行う。

※保福：保健福祉部　農水：農林水産部　教育：教育庁
　（　　）内は担当課　健推：健康推進課　農企：農政企画課　農産：農産課　農振：農村振興課　保体：保健体育課　生涯：生涯学習課
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No 施策名 部局 取組内容

１１
小学生を対象と
した社会科副読
本

農　水
(農産)

次代を担う小学生を対象に本県の農林漁業の実態を正しく理解させる
とともに、「食の大切さ」の認識を深め、「心の豊かさ」を醸成するこ
とを目的に、社会科副読本として作成・配布（岡山県農林漁業担い手
育成財団助成事業）

１２ 噛ミング３０運動 保　福
(健推)

小学校給食時にかみかみセンサーを用いての噛む回数を調べ、食べ物
のかたい、軟らかいで回数がどれ位違うか体験することを通じて食育
を学ぶ。

１３ 岡山県学校歯科
保健研修会

保　福
（健推）
教　育
（保体）

学校歯科保健関係者を対象に研修会を開催し、資質の向上を図る。

食育推進施策　 ４　生産流通等における食育の推進
No 施策名 部局 取組内容

１４ 栄養食品普及
指導事業

保　福
(健推)

各保健所で講習会を開催し、加工食品・外食の栄養成分表示や保健機
能食品制度に関する知識の普及を図る。

１５
食環境整備事業
「栄養成分表示
の店」登録事業

保　福
(健推)

飲食店で提供しているメニュー（献立）のうち、提供頻度の高い献立
５つ程度について、エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化物、食塩
相当量の量を表示する店舗の登録を行い、食を通じた健康づくりを推
進する。
併せて、おいしーヘルシー提供店の健康的なメニュー開発を支援する。

１６ ふるさと農林
漁業少年団

農　水
(農産)

小中学生を対象として、市町村の地域・集落で農林漁業に関する少年
団を組織し、農林漁業の体験学習、集落・地域子供農園の設置等を実
施（岡山県農林漁業担い手育成財団助成事業）

１７
農林業実践学習
の里体験学習農
園

農　水
(農産)

農作業や農村生活等の体験を通じて、農業に対する理解を深めるとと
もに、将来のたくましい担い手の育成を図るため、小・中学生等を対
象に農作業の体験学習を実施（岡山県農林漁業担い手育成財団助成事業）

１８ 学校給食用牛乳
供給事業

農　水
(畜産)

（学校給食用牛乳の供給）
安全で質の高い県産牛乳を学校給食に継続して安定供給することで、
児童生徒の体位体力の向上と牛乳の消費拡大に資する。

１９
市民農園や空き
農地等を活用し
た体験の推進

農　水
(農振)

市民農園や空き農地等を利用して、消費者自らが農産物を生産するこ
とにより、安心・安全な食材の供給、地産地消の推進を図る。

２０ 農業体験教育
推進事業

農　水
(農産)

学校教育や地域教育の各段階で実施される農業体験学習の受け皿とし
て農業体験学習の指導等を行うインストラクターを置くとともに、研
修ほ場の管理や、研修メニューの作成により受入体制を整備する。

２１ 食料自給率向上
県民運動の推進

農　水
(農企)

食料自給率向上に向けた県民運動として、食料自給率向上月間の設定、
講演会の開催など、各種啓発活動を実施し、県民の食料自給率に対す
る関心の醸成を図る。

２２ 地産地消の推進 農　水
(農企)

「自分たちの住む地域で作られたものを、その地域で消費しよう」を
キーワードに、生産者と消費者の相互理解を深め、安全で安心な県産
農林水産物の安定供給と消費拡大を目指す。

２３ 米の消費拡大 農　水
(農企)

米を中心とした栄養バランスに優れた「日本型食生活」を定着させる
ため、今後の食生活の動向に大きな影響を及ぼす若い世代に重点を置
き、米の重要性の啓発とごはん食の普及を進める。
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参考 ２ 　前計画による食の安全・安心推進施策実施状況　　　

　基本方針 １　生産、加工、製造における食の安全確保
施策の方向 １　農林水産物・畜産物の生産における食の安全確保

基本施策 施策
番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

BSE対策の確保
３ 生産段階のBSE対策の推進

飼料製造工場に対する
監視指導

１４件以上
１４件 １５件 １７件 １４件

畜産農家に対する
飼料給与の監視・指導

１４０件以上
２０３件 １４２件 １４４件 １４０件

畜産農家に対する
牛の監視・指導

全戸× ２回
４,５４２戸 ３,５４２戸 ２,６７２戸 ３,６０４戸

死亡牛のBSE検査
２４ヶ月齢以上の全ての死亡牛

７０１頭 ６７０頭 ７１７頭 ６６６頭

４ BSEスクリーニング検査 と畜場における
スクリーニング検査の実施

当面全頭検査を実施
１２,９５７頭 ５,１３７頭 ４,６３８頭 ４,５８２頭

高病原性
鳥インフルエンザ
防疫対策

５ 高病原性鳥インフルエンザ発生防止対策�

死亡羽数の報告徴求
全養鶏農場から
毎月報告要求 全家きん飼養農場から毎月報告要求

２０９戸 ２０５戸 ２０１戸 １９８戸

モニタリング（定点）
５戸×１２ヶ月
/年以上 １５戸×１２ヶ月/年以上

９０戸 − １３５戸 １８０戸

養鶏農場への立入検査
全戸× ２回

８２９戸 ６７０戸 ６２１戸 ７４４戸

施策の方向 ２　食品の加工・製造に対する安全対策の充実強化
基本施策 施策

番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

加工・製造・調理
施設に対する
監視の充実

６ � 加工・製造・調理施設等に対する監視指導 加工・製造・調理施設等に
対する目標監視件数達成率

１００％以上
１２１%� １１７%� １１４%� １１６%

８ 社会福祉施設等給食施設一斉点検 社会福祉施設一斉点検期間
監視達成率

９０％以上
９１% １０４% ９２% ７６%

９ 大量調理施設に対する監視 大量調理施設に対する
監視達成率

９０％以上 １００％以上
６９%� １０８%� １０９%� ９７%

食中毒の予防

１４ 食中毒発生防止の啓発活動
講習会、研修会の開催

１９回以上
２７回 ２１回 ２７回 ３１回

街頭キャンペーン
１３回以上

１５回 ２３回 ３４回 ２７回

１５ 食品衛生月間
横断幕等の設置

３回以上
４回 ８回 ６回 ８回

啓発チラシの配布
９,０００枚以上

９,５３０枚 １４,９４０枚 １１,８１０枚 １０,２１２枚

施策の方向 ３　生産・加工・製造者への普及啓発
基本施策 施策

番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

生産現場への
普及啓発

１８ 農薬の安全・適正使用指導 農薬管理指導員認定研修会
開催数

６回以上
６回 ６回 ６回 ６回

１９ 養殖魚の水産用医薬品の残留検査 養殖場監視指導達成率
１００％以上

１００％ １００％ １００％ １００％

２０ 貝類汚染監視調査
貝毒検査件数達成率

６８%以上
７２% ６８% ７０% ７０%

ノロウイルス調査検体数
１０５件以上

１９５件 １５０件 １５０件 １５０件

２１ おかやま有機無農薬農業の推進 有機無農薬農産物の生産
1,５００t/年 ～ ～ 1,６００t/年
1,５０９t 1,５１１t 1,６００t 1,６００t

上段 ：目標
下段 ：実績e　　　　　　　　　　 e
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　基本方針 ２ 　流通、販売、消費における食の安全確保
施策の方向 １　県内流通食品の安全確保の推進

基本施策 施策
番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

県内流通食品の
監視の強化

２６ 県内流通食品の監視強化 大型食料品販売店への
監視達成率

１００％以上
１０２% １０１% １１１% １２１%

２７ 健康食品等の監視の強化 健康食品監視目標件数
３００件

３０７件 ３０７件 ３８５件 ２９６件

施策の方向 ２　食品表示の適正化の推進
基本施策 施策

番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

食品の適正表示
の点検

３１ 食品の表示合同点検 食品の表示の合同点検施設数
９２施設以上

８６施設 ９３施設 １０７施設 １０２施設

３２ JAS法等による適正表示の推進 食品品質表示基準の
遵守状況調査店舗数

２５６施設以上 ２７０施設以上
２２５施設 ２６８施設 ３３３施設 ２１４施設

施策の方向 ３　試験検査の強化
基本施策 施策

番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

県内流通食品
の検査の強化

３５ 収去検査 収去検査検体数
５,０００件以上

５,５８２件 ４,９０９件 ５,１２５件 ５,４１８件

３６ 県内流通農産物等の残留農薬・
動物用医薬品検査

農産物等残留農薬・
動物用医薬品検査検体数

３９５件 ４００件以上
４２０件 ３５７件 ４１６件 ２９３件

残留農薬検査項目数
－ ２０５項目 ２２０項目 ２４０項目
－ ２４６項目 ２４６項目 ２４９項目

３７ 有害物質の汚染実態調査 有害物質の
汚染実態調査検体数

１２０件以上
４０５件 ２９０件 ２４９件 ３１２件

新 ２ 県内流通輸入食品検査 輸入食品検査検体数
－ ３７５件以上 ４２０件以上 ４６５件以上
－ ４４８件 ５０７件 ５４８件

４５ 試験検査の業務管理（GLP)
内部点検の実施

１３回
１３回 １２回 １１回 １２回

外部精度管理調査への
参加

５１項目
６４項目 ５７項目 ４３項目 ５１項目

検査による表示
項目の点検強化
（アレルギー、
遺伝子組換え等）

４７ 遺伝子組み換え食品の検査 遺伝子組み換え食品検査
検体数

４５件
４０件 ３４件 ３２件 ３２件

４８ アレルギー物質の検査 アレルギー検査
検体数

３０件
２４件 ２５検体 ２８件 ３０件

　基本方針 ３　リスクコミュニケーションの推進
施策の方向 １　県民・食品関連事業者等・行政間における情報・意見交換の促進

基本施策 施策
番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

食品関連事業者
からの情報発信
の働きかけ

４９ 食環境整備事業
（「栄養成分表示の店」登録事業） 栄養成分表示に協力する施設

７００施設以上 ９４０施設以上 ９８０施設以上 1,０２０施設以上
９１３施設 ９７０施設 １,０１６施設 １,０１５施設

５０ 食の安全サポーター拡大事業 食の安全サポーター
登録団体数

６０団体以上 ６５団体以上 ７０団体以上 ７５団体以上
５１団体 ５３団体 ５５団体 ６５団体

インターネット
等を利用した
情報発信

５１ ホームページ「食の安全・安心おかやま」
の充実

食の安全･安心おかやま
（アクセス数）

２５,０００件以上 ３０,０００件以上 ３４,０００件以上 ３４,０００件以上
８,７８５件 １２,６９２件 ４７,０５９件 １６,８６７件

５２ ホームページ「食べ物安全探検ねっと」
の充実

食べ物探検ねっと
（アクセス数）

６,０００件以上 ７,０００件以上 ８,０００件以上 ８,０００件以上
３,６９４件 ４,５７３件 １２,９０９件 ４,９２６件
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施策の方向 ２　県民の食に関する化学的知識の向上
基本施策 施策

番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

科学的な体験に
よる食の安全・
安心への理解／
製造等現場で体
験する食の安全・
安心への理解

６２ 体験等を通じたリスクコミュニケーション

視察体験型研修参加者
− ３００人 ６００人

（累計）
９００人
（累計）

− ２８６人 ５１３人 ８５３人

体験型講習会受講者数
− １,１００人 ２,２００人

（累計）
３,３００人
（累計）

− ２,０９８人 ４,７２２人 ６,７０４人

　基本方針 ４　協働の推進
施策の方向 ２　（社）食品衛生協会、愛育委員連合会、栄養改善協議会等による自主活動の推進

基本施策 施策
番号 各施策 取組指標 H２０ H２１ H２２ H２３

協働を進める
人材の育成・
活用

６４ 「検定−晴れの国おかやまの食−」と
リスクコミュニケーターの養成

「検定−晴れの国おかやまの食−」
の実施

３ 回以上
平成２１年度目標達成

地域の指導者育成講習会（講座）
の開催

３回以上
平成２１年度目標達成

リスクコミュニケーター委
嘱人数

１３５人 １６０人 １８０人 ２００人
− １４８人 ２５８人 ２５８人

新 ４ リスクコミュニケーターの育成 育成研修受講者数
− １００人 １２０人 １４０人
− − １５６人 １４２人
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参考 ３ 　平成２4年度までの食育推進施策実施状況

施策の方向　 １　家庭での食事の大切さを実感し、正しい食習慣を身に付ける
No. 施策名 部局 取組内容 取組指標 実施状況（実績）または

実施見込み（※） H24目標

１ 朝食毎日食べよう
大作戦

保福
(健推)

朝食欠食率の高い若い世代に対して、
朝食の大切さの普及啓発を実施し、「健
康おかやま２１」の目標である学童期の
朝食摂取１００％の達成に向けて、おに
ぎりづくりを中心とした普及啓発イベ
ントを行う。

事業名：朝食毎日食べよう大作戦
期　日：平成２４年 ８ 月１０日
場　所：岡山県南部健康づくりセンター
参加者：中学生２０名程度、教職員、
　　　　保護者、岡山県知事、
　　　　栄養委員、事務局員
内　容：�おにぎり等の短時間で簡単に

できる朝食メニューを調理実
習及びフードモデルを使った
体験実習

２
「ぱっちり！モグ
モグ」生活リズム
向上キャンペーン

教育
（生涯）

早寝、早起き、朝ごはんなど、子ども
の望ましい基本的生活習慣を育成し、
生活リズムの向上を一層推進するため
に、市町村をはじめ、学校、幼稚園や
ＰＴＡ等の関係団体、保健福祉部局等
とも連携し、地域ぐるみで取組を推進
する。

○キャンペーン月間
　�おかやま教育の日（１１月 １ 日）を含
む １か月間
○キャンペーン週間
　�６ 月、 ９月、 １月のうち、それぞれ
２週間

○キャンペーン月後の取組
・優良活動表彰

３ 噛ミング３０運動 保福
(健推)

小学校給食時にかみかみセンサーを用
いての噛む回数を調べ、食べ物のかた
い、軟らかいで回数がどれ位違うか体
験することを通じて食育を学ぶ。

○研究発表（日本学校保健学会）
　　　　　（岡山県保健福祉学会）
○歯ミング３０研修会（ １回７０人）

施策の方向　 ２　食を楽しみ、選択する力を付ける
No. 施策名 部局 取組内容 取組指標 実施状況（実績）または

実施見込み（※） H24目標

４ 栄養食品普及
指導事業

保福
(健推)

各保健所で講習会を開催し、加工食品・
外食の栄養成分表示や保健機能食品制
度に関する知識の普及を図る。

栄養表示基準制度講習会を各保健所 １
回以上実施した。

実施回数
各保健所 １回以上

５
食環境整備事業
「栄養成分表示の
店」登録事業

保福
(健推)

飲食店で提供しているメニュー（献立）
のうち、提供頻度の高い献立 ５つ程度
について、エネルギー、たんぱく質、
脂質、炭水化物、塩分の量を表示する
店舗の登録を行い、食を通じた健康づ
くりを推進する。
併せて、おいしーヘルシー提供店の健
康的なメニュー開発を支援する。

栄養成分表示
に協力する施
設の数

栄養成分表示の店登録数
１,０５５施設（H２４. ３ 月末）

平成２４年度
目標１,０６０施設

６
給食施設管理
者・従事者研修
会の開催

保福
(健推)

給食施設の管理者・従事者に対して、
栄養管理・衛生管理等についての研修
を行い、利用者の健康保持、増進を図
る。

○「給食施設管理者教育研修会」
　　各保健所・支所で １回以上開催
○「給食施設従事者研修会
　　各保健所・支所で ２回以上開催
○「岡山県特定給食関係者研修会
　　（岡山県給食協議会委託）」
　　参加者（1,０７６名、うち管理者１０７名）
○「岡山県栄養士研修会
　　（岡山県栄養士会委託）」
　　参加者６８名

開催数
①�管理者　各保健
所・支所 １回
②�従事者　各保健
所・支所２回以上

７ 健康づくり普及
事業

保福
(健推)

「健康づくりのための食生活指針」の
基本を踏まえて、住民の健康づくりに
対する意識を高め、望ましい食習慣の
定着を促進するため、地域の特性に応
じた事業を実施する。

各保健所・支所で実施
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施策の方向　 ３　体験を通じた食育の推進
No. 施策名 部局 取組内容 取組指標 実施状況（実績）または

実施見込み（※） H24目標

８ ふるさと農林漁業
少年団

農水
(農産)

小中学生を対象として、市町村の地域・
集落で農林漁業に関する少年団を組織
し、農林漁業の体験学習、集落・地域
子供農園の設置等を実施（岡山県農林
漁業担い手育成財団助成事業）

少年団数： ２少年団（倉敷・真庭）

９ 農林業実践学習の
里体験学習農園

農水
(農産)

農作業や農村生活等の体験を通じて、農
業に対する理解を深めるとともに、将来
のたくましい担い手の育成を図るため、
小・中学生等を対象に農作業の体験学習
を実施（岡山県農林漁業担い手育成財団）

利用者数：�６１２人（１２月末、財団提供
資料より）

１０ 学校給食用牛乳
供給事業

農水
(畜産)

（学校給食用牛乳の供給）
安全で質の高い県産牛乳を学校給食に
継続して安定供給し、児童生徒の体位
体力の向上と牛乳の消費拡大に役立て
る。

（学校給食用牛乳の供給）
５９６校、１８０,７３１名へ３３,５８２,９０１本（２００cc
換算）を供給予定

５９６校、１８０,７３１名
へ３３,５８２,９０１本 を
供給

１１
市民農園や空き農
地等を活用した体
験の推進

農水
(農振)

市民農園や空き農地等を利用して、消
費者自らが農産物を生産することによ
り、安心・安全な食材の供給、地産地
消の推進を図る。

市民農園設置数　 ０カ所 設置数　 ２カ所

１２ 岡山県学校歯科
保健研修会

保福
（健推）
教育
（保体）

学校歯科保健関係者を対象に研修会を
開催し、資質の向上を図る。

と　き：平成２５年 １ 月３１日
ところ：三木記念ホール
参加者：２３０人

施策の方向　 ４　食育を進める人材の育成、活用
No. 施策名 部局 取組内容 取組指標 実施状況（実績）または

実施見込み（※） H24目標

１３ 農業体験教育
推進事業

農水
(農産)

学校教育や地域教育の各段階で実施さ
れる農業体験学習の受け皿として農業
体験学習の指導等を行うインストラク
ターを置くとともに、研修ほ場の管理
や、研修メニューの作成により受入体
制を整備する。

受入者数：６１２人（１２月末）

１４ 学校給食担当者等
講習会

教育
(保体)

学校給食と食育（食に関する指導）の
意義と役割について認識を深め、安全
で魅力ある学校給食及び学校給食指導
の充実を目的に実施する。

次回開催は、平成２５年度予定のため２４
年度の実施はない。 隔年 １回開催

１５ 岡山県学校給食
研究協議大会

教育
(保体)

学校給食の意義と役割について認識を
深め、その指導と管理運営の改善充実
を図るため、当面する諸問題（衛生管
理、栄養管理、健康問題等）について
研究協議を行い、学校給食の充実発展
と、職員の資質向上を図る。

主催：�（公益財団法人）岡山県学校給
食会

共催：岡山県教育委員会
学校給食関係者を対象に平成２４年 ７ 月
３１日にコンベックス岡山にて開催。
（出席者７８５名）

年 １回開催

１６
栄養教諭を中核
とした食育推進
事業

教育
(保体)

栄養教諭が中核となって、家庭や地域
の団体等と連携・協力した食育の取組
を行うとともに、家庭に対する効果的
な働きかけの方策等について調査研究
を行う。

「栄養教諭を中核とした食育推進事
業」（地域は矢掛町）を引き続き実施
した。
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施策の方向　 ５　地域特性を生かした取組
No. 施策名 部局 取組内容 取組指標 実施状況（実績）または

実施見込み（※） H24目標

１７ 地域食育推進活動 保福
(健推)

食育を総合的に推進するため、県内各
地域で関係者の連携を深め、各地域の
特性を生かした取組を進めるため、地
域食育推進協議会を開催する。

各保健所・支所で地域食育推進協議会
を開催。

１８ 食料自給率向上
県民運動の推進

農水
(農企)

食料自給率向上に向けた県民運動とし
て、食料自給率向上月間の設定、講演
会の開催など、各種啓発活動を実施し、
県民の食料自給率に対する関心の醸成
を図る。

・�岡山あぐり総合フェア及び食料自給
率向上推進大会の開催・食料自給率
向上推進大賞表彰式（１１/１１）
・�啓発チラシ、野菜の種の街頭配布
　（１０/ １ 外）
・県庁舎への懸垂幕の掲示（１０月）

１９ 地産地消の推進 農水
(農企)

「自分たちの住む地域で作られたもの
を、その地域で消費しよう」をキーワー
ドに、生産者と消費者の相互理解を深
め、安全で安心な県産農林水産物の安
定供給と消費拡大を目指す。

・�「おかやま地産地消の日」の普及・
定着
・地産地消協力店の登録拡大
・直売所の運営支援
・地産地消弁当コンクールの開催
・地産地消おかやま村の開催
・コンビニ等との連携

２０ 米の消費拡大 農水
(農企)

米を中心とした栄養バランスに優れた
「日本型食生活」を定着させるため、
今後の食生活の動向に大きな影響を及
ぼす若い世代に重点を置き、米の重要
性の啓発とごはん食の普及を進める。

１　ごはん食出前講座
　・対象：栄養教諭、学校栄養職員等
　・ １カ所
２　親子でごはんモリモリ講座
　・対象：小学生と保護者
　・ ３カ所

施策の方向　 ６　積極的な情報提供、意見交換
No. 施策名 部局 取組内容 取組指標 実施状況（実績）または

実施見込み（※） H24目標

２１
ホームページ
「健康おかやま２１」
の充実

保福
(健推)

２１世紀の県民健康づくり指針「健康お
かやま２１（食育含む）」を広く県民に
普及するために開設したホームページ
の充実を図る。

適宜更新

２２ 小学生を対象とした
社会科副読本

農水
(農産)

次代を担う小学生を対象に本県の農林
漁業の実態を正しく理解させるととも
に、「食の大切さ」の認識を深め、「心
の豊かさ」を醸成することを目的に、
社会科副読本として作成・配布（岡山
県農林漁業担い手育成財団助成事業）

岡山県農業協同組合中央会が副読本
１９,８００部を作成し、県内全小学校 ４、
５年生に配付した。

２３ おかやま食育推進
協賛事業

保福
(健推)

地域で活動を行っている各種団体や、
学校、企業、市町村等が行う事業で、
食育推進の目的に沿って実施される事
業を協賛事業として認定し、ホーム
ページ等に掲載し活動を紹介する。よ
い事例は表彰を行う。

おかやま食育推進協賛事業　 ３件認定
（当初からの認定数は２９件）
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参考 4 　岡山県食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する条例　

e平成１８年１２月２６日 e

岡山県条例第７９号　
目次
第 １章　総則（第 １条−第 ９条）
第 ２章　食の安全・安心の確保（第１０条−第２０条）
第 ３章　食育の推進（第２１条−第２５条）
附則

第 １章　総則
（目的）
第 １条　この条例は、県民の生命及び健康に対する食の重要性にかんがみ、食品の安全性及び
信頼性（以下「食の安全・安心」という。）の確保並びに食育の推進に関し、基本理念を定め、
県、食品関連事業者等の責務及び県民の役割を明らかにするとともに、県の施策の基本的な
事項等を定めることにより、食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策を総合的か
つ計画的に展開し、もって県民の健康で豊かな生活の実現に寄与することを目的とする。

（定義）
第 ２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一　食品　すべての飲食物（その原料又は材料として使用される農林水産物を含み、薬事法
（昭和３５年法律第１４５号）第 ２条第 １項に規定する医薬品及び同条第 ２項に規定する医薬
部外品を除く。）をいう。

二　食品等　食品並びに添加物（食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第 ４条第 ２項に規定
する添加物をいう。）、器具（同条第 ４項に規定する器具をいう。）及び容器包装（同条第
５項に規定する容器包装をいう。）をいう。

三　食品関連事業者　食品安全基本法（平成１５年法律第４８号）第 ８条第 １項に規定する食品
関連事業者をいう。

四　教育関係者等　食育基本法（平成１７年法律第６３号）第１１条第 １項に規定する教育関係者
等をいう。

五　農林漁業者等　食育基本法第１１条第 ２項に規定する農林漁業者等をいう。
（基本理念）
第 ３条　食の安全・安心の確保及び食育の推進は、県民の健康の保護及び増進並びに豊かな人
間形成に資することが最も重要であるという基本的認識の下に、関係者の協働により行われ
なければならない。
２　食の安全・安心の確保は、食品等の生産から消費に至る一連の行程の各段階において、食
品等による人の健康への悪影響を未然に防止する観点から、科学的知見に基づき適切に行わ
れなければならない。
３　食の安全・安心の確保は、県及び食品関連事業者による食の安全・安心の確保に関する情
報の積極的な公開並びに県、食品関連事業者及び県民による食の安全・安心の確保に関する
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情報の共有及び相互理解を図ることにより行われなければならない。
４　食の安全・安心の確保は、環境への負荷（人の活動により環境に加えられる影響であって、
環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。第１７条において同じ。）ができ
る限り低減されるよう配慮した上で行われなければならない。
５　食育の推進は、家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる場所において、食について考
える機会を確保し、食をはぐくむ環境を整備することにより、県民が自らの食生活に関心を
持ち、食を楽しみ、食に対する理解を深めるとともに、食に関する知識及び健全な食生活を
実践するための技術を身に付けることを目指して行われなければならない。
６　食育の推進は、県、県民、食品関連事業者、教育関係者等、農林漁業者等その他の関係者
すべての相互理解の下に、自発的意思を尊重しつつ、誰もが参加しやすい形で行われなけれ
ばならない。

（県の責務）
第 ４条　県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、食の安全・
安心の確保及び食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を
有する。
２　県は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、県民、食品関連事業者、教育関係者等、
農林漁業者等その他関係機関との連携に努めるものとする。
３　県は、第 １項の施策を地域の実情に応じて、策定し、及び効果的に実施するため、市町村
との連携を図るものとする。

（食品関連事業者の責務）
第 ５条　食品関連事業者は、基本理念にのっとり、自らが食の安全・安心の確保について第一
義的責任を有していることを認識し、安全で安心な食品を提供するために必要な措置を講ず
る責務を有する。
２　食品関連事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、食育の推進に自ら努める
とともに、県が実施する食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策に協力するよう
努めるものとする。

（教育関係者等の責務）
第 ６条　教育関係者等は、基本理念にのっとり、食の安全・安心を確保するために必要な措置
を講じ、食育の推進に自ら努めるとともに、県が実施する食の安全・安心の確保及び食育の
推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（農林漁業者等の責務）
第 ７条　農林漁業者等は、基本理念にのっとり、農林漁業に関する多様な体験の機会を積極的
に提供し、教育関係者等と相互に連携して食育の推進に関する活動を行うよう努めるととも
に、県が実施する食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策に協力するよう努める
ものとする。

（県民の役割）
第 ８条　県民は、基本理念にのっとり、食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する理解を
深め、食に関する適切な判断力を養い、健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、県が実
施する食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策について意見を表明するよう努め
ることにより、食の安全・安心の確保及び食育の推進に積極的な役割を果たすものとする。
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（財政上の措置）
第 ９条　県は、食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する施策を円滑に実施するため、必
要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

第 ２章　食の安全・安心の確保
（食の安全・安心推進計画）
第１０条　知事は、食の安全・安心の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
岡山県食の安全・安心推進計画（以下この条において「計画」という。）を策定するもの
とする。
２　計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　食の安全・安心の確保に関する総合的な施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、食の安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推
進するために必要な事項

３　知事は、計画を策定するに当たっては、県民、食品関連事業者、教育関係者等及び農林漁
業者等の意見を反映することができるよう必要な措置を講ずるものとする。
４　知事は、計画を策定したときは、速やかに公表するものとする。
５　前 ２項の規定は、計画の変更について準用する。
（監視、指導等）
第１１条　県は、食の安全・安心を確保するため、食品等の生産から販売に至る一連の行程につ
いて、一貫した監視、指導、検査その他の必要な措置を講ずるものとする。

（体制の整備等）
第１２条　県は、食の安全・安心の確保に重大な影響を及ぼす事態を未然に防止し、及び当該事
態に迅速かつ適切に対処するため、必要な体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとす
る。

（調査研究の実施等）
第１３条　県は、食の安全・安心を確保するため、必要な調査研究を行うとともに、その成果の
普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。

（情報の収集等）
第１４条　県は、食の安全・安心に関する最新の情報その他科学的知見に基づく情報の収集、整
理、分析等を行い、県民及び食品関連事業者に対し、必要な情報の提供を行うものとする。

（情報及び意見の交換）
第１５条　県は、食の安全・安心の確保に関し、県民と食品関連事業者が相互に理解を深めるた
め、情報及び意見の交換の機会を提供するものとする。
２　食品関連事業者は、食の安全・安心を確保するため、県民に対し自らの事業活動に関する
正確かつ適切な情報の提供に努めるものとする。

（適正な表示の確保等）
第１６条　県は、食品の適正な表示が確保されるよう関係法令の適切な運用を図るとともに、食
品の表示に係る制度の普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。

（安全で安心な農林水産物の供給）
第１７条　県は、安全で安心な農林水産物の安定的な供給のため、農林水産物の生産に係る履歴
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の記録及び管理が適切に実施されるとともに、環境への負荷の低減に配慮した生産方式が導
入されるよう、技術の開発、その成果の普及その他の必要な措置を講ずるものとする。

（自主回収の報告等）
第１８条　食品関連事業者は、その生産し、製造し、輸入し、加工し、又は販売した食品等の自
主的な回収に着手した場合であって、当該食品等が人の健康への悪影響の発生を防止する観
点から規則で定める場合に該当するときは、規則で定めるところにより、直ちにその旨を知
事に報告しなければならない。
２　知事は、前項の規定による報告に係る回収の措置が、人の健康への悪影響の発生を防止す
る上で適切でないと認めるときは、当該報告を行った食品関連事業者に対し、回収の実効性
を確保するための指導を行うことができる。
３　第 １項の規定による報告を行った食品関連事業者は、当該報告に係る回収を終了したとき
は、規則で定めるところにより、速やかにその旨を知事に報告しなければならない。

（県民からの申出に対する調査等）
第１９条　知事は、食品等が人の健康に危害を及ぼし、又はそのおそれがあるとして、県民から
適切な措置を講ずるよう申出があったときは、必要に応じ関係機関と連携して速やかに調査
を行い、必要があると認めるときは、適切な措置を講ずるものとする。

（健康危害情報の公表）
第２０条　知事は、食品等による人の健康への危害を未然に防止し、又はその拡大を防止するた
め、次の各号のいずれかに該当するときは、県民に必要な情報を公表するものとする。
一　前条の調査の結果、当該食品等が人の健康に重大な危害を及ぼすと認められるとき。
二　関係法令の規定に違反し、人の健康に重大な危害を及ぼすと認められる食品等が流通し
ているとき（関係法令の規定により公表されたときを除く。）。

三　その他公表することが公益上必要であると認められるとき。

第 ３章　食育の推進
（食育推進計画）
第２１条　知事は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、岡山県食育
推進計画（以下この条において「計画」という。）を策定するものとする。
２　計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　食育の推進に関する総合的な施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため
に必要な事項

３　第１０条第 ３項及び第 ４項の規定は、計画の策定及び変更について準用する。
（食育推進活動の展開）
第２２条　県は、食育の推進に当たっては、教育関係者等及び農林漁業者等と連携して、食育に
関する専門的な知識を有する人材の育成及び活用を図るとともに、県民、食品関連事業者、
教育関係者等、農林漁業者等、ボランティア等と連携して、地域の特色を生かした取組を促
進するものとする。
２　県は、県民が食について考える機会を確保し、食に対する理解を深めることができるよう、
健全な食生活の実践、地産地消（地域で生産された農林水産物を当該地域で消費することを
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いう。第２４条において同じ。）の推進等に関する情報の提供を行うものとする。
３　県は、県民、食品関連事業者、教育関係者等、農林漁業者等、ボランティア等が行う食育
の推進に関する活動が相互の連携により展開されるよう、情報及び意見の交換の機会を提供
するものとする。

（家庭における食育の推進）
第２３条　県は、食育において家庭が重要な役割を担っているとの認識の下に、家庭における健
全な食習慣が確立されるよう、教育関係者等、農林漁業者等、ボランティア等と連携して、
家族で参加する料理教室その他の食を楽しみながら食に関する理解を深める機会の提供等に
より、家庭における食育の推進を支援するものとする。

（子どもの食育の推進）
第２４条　県は、県民が子どもの時から健全な食習慣と食を選択する力を自ら身に付けることが
できるよう、教育関係者等、農林漁業者等、ボランティア等と連携して、給食における地産
地消の推進、食に関する様々な体験学習を行うこと等により、食育の推進を図るものとする。

（食文化の継承）
第２５条　県は、県民が地域の伝統ある優れた食文化への理解を深め、これを継承していく活動
が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

附則
　　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１８条から第２０条までの規定は、平成１９年 ４
月 １ 日から施行する。

�
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参考５　食育基本法　　　　　　　　　　　　　　　　　

e　　　　　　　　　　　平成１７年 ６ 月１７日法律第６３号 e

最終改正：平成２１年 ６ 月 ５ 日法律第４９号　
前文
第 １章　総則（第 １条−第１５条）
第 ２章　食育推進基本計画等（第１６条−第１８条）
第 ３章　基本的施策（第１９条−第２５条）
第 ４章　食育推進会議等（第２６条−第３３条）
附則�

二十一世紀における我が国の発展のためには、子どもたちが健全な心と身体を培い、未来や国
際社会に向かって羽ばたくことができるようにするとともに、すべての国民が心身の健康を確保
し、生涯にわたって生き生きと暮らすことができるようにすることが大切である。
子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、何よりも「食」

が重要である。今、改めて、食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎と
なるべきものと位置付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択す
る力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食育を推進することが求めら
れている。もとより、食育はあらゆる世代の国民に必要なものであるが、子どもたちに対する食
育は、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体を培い
豊かな人間性をはぐくんでいく基礎となるものである。
一方、社会経済情勢がめまぐるしく変化し、日々忙しい生活を送る中で、人々は、毎日の「食」

の大切さを忘れがちである。国民の食生活においては、栄養の偏り、不規則な食事、肥満や生活
習慣病の増加、過度の痩身志向などの問題に加え、新たな「食」の安全上の問題や、「食」の海
外への依存の問題が生じており、「食」に関する情報が社会に氾濫する中で、人々は、食生活の
改善の面からも、「食」の安全の確保の面からも、自ら「食」のあり方を学ぶことが求められて
いる。また、豊かな緑と水に恵まれた自然の下で先人からはぐくまれてきた、地域の多様性と豊
かな味覚や文化の香りあふれる日本の「食」が失われる危機にある。
こうした「食」をめぐる環境の変化の中で、国民の「食」に関する考え方を育て、健全な食生活
を実現することが求められるとともに、都市と農山漁村の共生・対流を進め、「食」に関する消費
者と生産者との信頼関係を構築して、地域社会の活性化、豊かな食文化の継承及び発展、環境と調
和のとれた食料の生産及び消費の推進並びに食料自給率の向上に寄与することが期待されている。
国民一人一人が「食」について改めて意識を高め、自然の恩恵や「食」に関わる人々の様々な

活動への感謝の念や理解を深めつつ、「食」に関して信頼できる情報に基づく適切な判断を行う
能力を身に付けることによって、心身の健康を増進する健全な食生活を実践するために、今こそ、
家庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運動として、食育の推進に取り組んでいくことが、
我々に課せられている課題である。さらに、食育の推進に関する我が国の取組が、海外との交流
等を通じて食育に関して国際的に貢献することにつながることも期待される。
ここに、食育について、基本理念を明らかにしてその方向性を示し、国、地方公共団体及び国

民の食育の推進に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。
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第 １章　総則
（目的）
第 １条　この法律は、近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯にわ
たって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な課題
となっていることにかんがみ、食育に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責
務を明らかにするとともに、食育に関する施策の基本となる事項を定めることにより、食育
に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康で文化的な国
民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的とする。

（国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成）
第 ２条　食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健全な食生活を実現するこ
とにより、国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資することを旨として、行われなけ
ればならない。

（食に関する感謝の念と理解）
第 ３条　食育の推進に当たっては、国民の食生活が、自然の恩恵の上に成り立っており、また、
食に関わる人々の様々な活動に支えられていることについて、感謝の念や理解が深まるよう
配慮されなければならない。

（食育推進運動の展開）
第 ４条　食育を推進するための活動は、国民、民間団体等の自発的意思を尊重し、地域の特性
に配慮し、地域住民その他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るものとするとと
もに、その連携を図りつつ、あまねく全国において展開されなければならない。

（子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割）
第 ５条　食育は、父母その他の保護者にあっては、家庭が食育において重要な役割を有してい
ることを認識するとともに、子どもの教育、保育等を行う者にあっては、教育、保育等にお
ける食育の重要性を十分自覚し、積極的に子どもの食育の推進に関する活動に取り組むこと
となるよう、行われなければならない。

（食に関する体験活動と食育推進活動の実践）
第 ６条　食育は、広く国民が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる場所
を利用して、食料の生産から消費等に至るまでの食に関する様々な体験活動を行うとともに、
自ら食育の推進のための活動を実践することにより、食に関する理解を深めることを旨とし
て、行われなければならない。

（�伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配意及び農山漁村の活性化と食料自給率の向上
への貢献）

第 ７条　食育は、我が国の伝統のある優れた食文化、地域の特性を生かした食生活、環境と調
和のとれた食料の生産とその消費等に配意し、我が国の食料の需要及び供給の状況について
の国民の理解を深めるとともに、食料の生産者と消費者との交流等を図ることにより、農山
漁村の活性化と我が国の食料自給率の向上に資するよう、推進されなければならない。

（食品の安全性の確保等における食育の役割）
第 ８条　食育は、食品の安全性が確保され安心して消費できることが健全な食生活の基礎であ
ることにかんがみ、食品の安全性をはじめとする食に関する幅広い情報の提供及びこれにつ
いての意見交換が、食に関する知識と理解を深め、国民の適切な食生活の実践に資すること
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を旨として、国際的な連携を図りつつ積極的に行われなければならない。
（国の責務）
第 ９条　国は、第 ２条から前条までに定める食育に関する基本理念（以下「基本理念」という。）
にのっとり、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有
する。

（地方公共団体の責務）
第１０条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、食育の推進に関し、国との連携を図りつつ、
その地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責務を有す
る。

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務）
第１１条　教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」という。）
に関する職務に従事する者並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以下「教育関係者
等」という。）は、食に関する関心及び理解の増進に果たすべき重要な役割にかんがみ、基
本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利用して、積極的に食育を推進するよう
努めるとともに、他の者の行う食育の推進に関する活動に協力するよう努めるものとする。
２　農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下「農林漁業者等」という。）は、農林漁業に
関する体験活動等が食に関する国民の関心及び理解を増進する上で重要な意義を有すること
にかんがみ、基本理念にのっとり、農林漁業に関する多様な体験の機会を積極的に提供し、
自然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性について、国民の理解が深まるよう努めるとと
もに、教育関係者等と相互に連携して食育の推進に関する活動を行うよう努めるものとする。

（食品関連事業者等の責務）
第１２条　食品の製造、加工、流通、販売又は食事の提供を行う事業者及びその組織する団体（以
下「食品関連事業者等」という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、自主的
かつ積極的に食育の推進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する食育の推進
に関する施策その他の食育の推進に関する活動に協力するよう努めるものとする。

（国民の責務）
第１３条　国民は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本理念
にのっとり、生涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、食育の推進に寄与す
るよう努めるものとする。

（法制上の措置等）
第１４条　政府は、食育の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その
他の措置を講じなければならない。

（年次報告）
第１５条　政府は、毎年、国会に、政府が食育の推進に関して講じた施策に関する報告書を提出
しなければならない。

第 ２章　食育推進基本計画等
（食育推進基本計画）
第１６条　食育推進会議は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食
育推進基本計画を作成するものとする。
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２ 　食育推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　食育の推進に関する施策についての基本的な方針
二　食育の推進の目標に関する事項
三　国民等の行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項
四　前三号に掲げるもののほか、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた
めに必要な事項

３　食育推進会議は、第 １項の規定により食育推進基本計画を作成したときは、速やかにこれ
を内閣総理大臣に報告し、及び関係行政機関の長に通知するとともに、その要旨を公表しな
ければならない。
４　前項の規定は、食育推進基本計画の変更について準用する。
（都道府県食育推進計画）
第１７条　都道府県は、食育推進基本計画を基本として、当該都道府県の区域内における食育の
推進に関する施策についての計画（以下「都道府県食育推進計画」という。）を作成するよ
う努めなければならない。
２　都道府県（都道府県食育推進会議が置かれている都道府県にあっては、都道府県食育推進
会議）は、都道府県食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要旨を公
表しなければならない。

（市町村食育推進計画）
第１８条　市町村は、食育推進基本計画（都道府県食育推進計画が作成されているときは、食育
推進基本計画及び都道府県食育推進計画）を基本として、当該市町村の区域内における食育
の推進に関する施策についての計画（以下「市町村食育推進計画」という。）を作成するよ
う努めなければならない。
２　市町村（市町村食育推進会議が置かれている市町村にあっては、市町村食育推進会議）は、
市町村食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要旨を公表しなければ
ならない。

第 ３章　基本的施策
（家庭における食育の推進）
第１９条　国及び地方公共団体は、父母その他の保護者及び子どもの食に対する関心及び理解を
深め、健全な食習慣の確立に資するよう、親子で参加する料理教室その他の食事についての
望ましい習慣を学びながら食を楽しむ機会の提供、健康美に関する知識の啓発その他の適切
な栄養管理に関する知識の普及及び情報の提供、妊産婦に対する栄養指導又は乳幼児をはじ
めとする子どもを対象とする発達段階に応じた栄養指導その他の家庭における食育の推進を
支援するために必要な施策を講ずるものとする。

（学校、保育所等における食育の推進）
第２０条　国及び地方公共団体は、学校、保育所等において魅力ある食育の推進に関する活動を
効果的に促進することにより子どもの健全な食生活の実現及び健全な心身の成長が図られる
よう、学校、保育所等における食育の推進のための指針の作成に関する支援、食育の指導に
ふさわしい教職員の設置及び指導的立場にある者の食育の推進において果たすべき役割につ
いての意識の啓発その他の食育に関する指導体制の整備、学校、保育所等又は地域の特色を
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生かした学校給食等の実施、教育の一環として行われる農場等における実習、食品の調理、
食品廃棄物の再生利用等様々な体験活動を通じた子どもの食に関する理解の促進、過度の痩
身又は肥満の心身の健康に及ぼす影響等についての知識の啓発その他必要な施策を講ずるも
のとする。

（地域における食生活の改善のための取組の推進）
第２１条　国及び地方公共団体は、地域において、栄養、食習慣、食料の消費等に関する食生活
の改善を推進し、生活習慣病を予防して健康を増進するため、健全な食生活に関する指針の
策定及び普及啓発、地域における食育の推進に関する専門的知識を有する者の養成及び資質
の向上並びにその活用、保健所、市町村保健センター、医療機関等における食育に関する普
及及び啓発活動の推進、医学教育等における食育に関する指導の充実、食品関連事業者等が
行う食育の推進のための活動への支援等必要な施策を講ずるものとする。

（食育推進運動の展開）
第２２条　国及び地方公共団体は、国民、教育関係者等、農林漁業者等、食品関連事業者等その
他の事業者若しくはその組織する団体又は消費生活の安定及び向上等のための活動を行う民
間の団体が自発的に行う食育の推進に関する活動が、地域の特性を生かしつつ、相互に緊密
な連携協力を図りながらあまねく全国において展開されるようにするとともに、関係者相互
間の情報及び意見の交換が促進されるよう、食育の推進に関する普及啓発を図るための行事
の実施、重点的かつ効果的に食育の推進に関する活動を推進するための期間の指定その他必
要な施策を講ずるものとする。
２　国及び地方公共団体は、食育の推進に当たっては、食生活の改善のための活動その他の食
育の推進に関する活動に携わるボランティアが果たしている役割の重要性にかんがみ、これ
らのボランティアとの連携協力を図りながら、その活動の充実が図られるよう必要な施策を
講ずるものとする。

（生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等）
第２３条　国及び地方公共団体は、生産者と消費者との間の交流の促進等により、生産者と消費
者との信頼関係を構築し、食品の安全性の確保、食料資源の有効な利用の促進及び国民の食
に対する理解と関心の増進を図るとともに、環境と調和のとれた農林漁業の活性化に資する
ため、農林水産物の生産、食品の製造、流通等における体験活動の促進、農林水産物の生産
された地域内の学校給食等における利用その他のその地域内における消費の促進、創意工夫
を生かした食品廃棄物の発生の抑制及び再生利用等必要な施策を講ずるものとする。

（食文化の継承のための活動への支援等）
第２４条　国及び地方公共団体は、伝統的な行事や作法と結びついた食文化、地域の特色ある食
文化等我が国の伝統のある優れた食文化の継承を推進するため、これらに関する啓発及び知
識の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。

（食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進）
第２５条　国及び地方公共団体は、すべての世代の国民の適切な食生活の選択に資するよう、国
民の食生活に関し、食品の安全性、栄養、食習慣、食料の生産、流通及び消費並びに食品廃
棄物の発生及びその再生利用の状況等について調査及び研究を行うとともに、必要な各種の
情報の収集、整理及び提供、データベースの整備その他食に関する正確な情報を迅速に提供
するために必要な施策を講ずるものとする。

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

110



２ 　国及び地方公共団体は、食育の推進に資するため、海外における食品の安全性、栄養、食
習慣等の食生活に関する情報の収集、食育に関する研究者等の国際的交流、食育の推進に関
する活動についての情報交換その他国際交流の推進のために必要な施策を講ずるものとする。

第 ４章　食育推進会議等
（食育推進会議の設置及び所掌事務）
第２６条　内閣府に、食育推進会議を置く。
２　食育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　食育推進基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。
二　前号に掲げるもののほか、食育の推進に関する重要事項について審議し、及び食育の推
進に関する施策の実施を推進すること。

（組織）
第２７条�　食育推進会議は、会長及び委員二十五人以内をもって組織する。
（会長）
第２８条　会長は、内閣総理大臣をもって充てる。
２　会長は、会務を総理する。
３　会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。
（委員）
第２９条　委員は、次に掲げる者をもって充てる。
一　内閣府設置法�（平成１１年法律第８９号）第 ９条第 １項�に規定する特命担当大臣であって、
同項�の規定により命を受けて同法第 ４条第 １項第十八号�に掲げる事項に関する事務及び
同条第 ３項第二十七号の三�に掲げる事務を掌理するもの（次号において「食育担当大臣」
という。）

二　食育担当大臣以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者
三　食育に関して十分な知識と経験を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者
２　前項第三号の委員は、非常勤とする。
（委員の任期）
第３０条　前条第 １項第三号の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任
者の残任期間とする。
２ �　前条第 １項第三号の委員は、再任されることができる。
（政令への委任）
第３１条　この章に定めるもののほか、食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令
で定める。

（都道府県食育推進会議）
第３２条　都道府県は、その都道府県の区域における食育の推進に関して、都道府県食育推進計
画の作成及びその実施の推進のため、条例で定めるところにより、都道府県食育推進会議を
置くことができる。
２　都道府県食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。
（市町村食育推進会議）
第３３条　市町村は、その市町村の区域における食育の推進に関して、市町村食育推進計画の作
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成及びその実施の推進のため、条例で定めるところにより、市町村食育推進会議を置くこと
ができる。
２　市町村食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。

附　則　抄�
（施行期日）
第 １条　この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日か
ら施行する。

附　則　（平成２１年 ６ 月 ５ 日法律第４9号）　抄�
（施行期日）
第 １条　この法律は、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成２１年法律第４８号）の施行の日か
ら施行する。
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参考 ６ 　第 ２ 次食育推進基本計画（国）　　　　

　はじめに

１ . 食をめぐる現状
我が国は戦後の高度成長により国民の生活水準が著しく向上し、かつての食糧難と言われた

時代から、食べ残しや食品廃棄物の増大が問題となるようないわゆる「飽食」の時代を迎えた。
他方、食料は海外に大きく依存しており、我が国の食料自給率は先進国中最低の水準となって
おり、食料自給率の向上が急務となっている。
我が国の伝統的な食生活は気候風土に合った米や野菜を中心とし、豊かな食文化を作り上げ

たが、塩分の大量摂取や脂質の摂取不足などの課題も抱えていた。戦後、伝統的な食生活の長
所を保ちつつ畜産物や乳製品などをバランスよく取り込み、米と多様な副食からなるいわゆる
「日本型食生活」を実現し、海外からも大きく評価された。ところが、社会経済構造の変化、
国民の価値観の多様化等を背景に、かつての米を中心として多様な副食からなるいわゆる「日
本型食生活」を基本とした食生活スタイルから個人の好みに合わせた食生活スタイルへと食の
多様化がさらに進展した。その結果、脂質の過剰摂取や野菜の摂取不足等の栄養の偏り、朝食
の欠食に代表されるような食習慣の乱れに起因する肥満や生活習慣病の増加、過度の痩身等
様々な問題が引き起こされている。食の多様化は社会経済構造や国民の意識の変化に起因する
ものであるだけに短期間に問題をすべて解決することは困難であるが、食育として粘り強く取
り組むことが重要である。
特に人格形成期にある子どもの食育は重要であるが、依然として朝食の欠食がみられ、一人

で食べることも少なくない。生活時間の多様化とも相まって家族や友人等と一緒に楽しく食卓を
囲む機会が減少傾向にあるが、食育の場としてもこうした機会を確保することは重要である。高
齢者については経済的、物理的要因等により一部の高齢者の食生活の質が低下しているとの指
摘があるが、高齢者が生き生きと生活できるような健全な食生活が確保されることが重要である。
食については情報が氾濫している一方、受け手である国民が正しい情報を適切に選別し活用

することが困難な状況も見受けられる。食品の安全性に関わる国内外の事案の発生により食品
の安全性に対する国民の関心は高まっており、適切な情報の提供により国民の理解の増進を図
る必要がある。
また、食の多様化が進む一方で、地域の伝統的な食文化が失われつつある。個性あふれる地

域社会の活性化等の観点から、地域の気候風土等と結び付いた伝統ある優れた食文化をいかし
ていくことが重要である。

２ . これまでの取組と今後の展開�
「国民が生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむ」（食育基本法第 １条）

ことを目的として、平成１７年 ６ 月に食育基本法が制定された。平成１８年 ３ 月には、同法に基づ
く食育推進基本計画を策定し（平成１８年度から２２年度まで）、国は、 ５年にわたり、都道府県、
市町村、関係機関・団体等多様な主体とともに食育を推進してきた。�
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その結果、すべての都道府県における食育推進計画の作成・実施、食育の推進に関わるボラ
ンティアの数の増加、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）を認知している国民の割合
の増加、また、家庭、学校、保育所等における食育の進展等、食育は着実に推進されてきている。�
しかしながら、生活習慣の乱れからくる糖尿病等の生活習慣病有病者の増加、子どもの朝食

欠食、家族とのコミュニケーションなしに一人で食事をとるいわゆる「孤食」が依然として見
受けられること、あるいは高齢者の栄養不足等、食をめぐる諸課題への対応の必要性はむしろ
増している。�
今後の食育の推進に当たっては、単なる周知にとどまらず、国民が「食料の生産から消費等

に至るまでの食に関する様々な体験活動を行うとともに、自ら食育の推進のための活動を実践
することにより、食に関する理解を深めること」（食育基本法第 ６条）を旨として、生涯にわたっ
て間断なく食育を推進する「生涯食育社会」の構築を目指すとともに、食をめぐる諸課題の解
決に資するように推進していくことが必要である。
これまでの食育の推進の成果と食をめぐる諸課題を踏まえ、食育に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するため、平成２３年度から２７年度までの ５年間を期間とする新たな食育推進基本
計画を策定する。

　第 １ 　食育の推進に関する施策についての基本的な方針
今後の食育の推進に関する施策の基本的な方針として、次の ３の重点課題及び ７の基本的な

取組方針について定める。

１ ．重点課題
（ １）生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育の推進

食は命の源であり、食がなければ命は成り立たない。それゆえ、国民が生涯にわたって健
全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することは、重要である。
そこで、子どもから成人、高齢者に至るまで、ライフステージに応じた間断ない食育を推

進し、「生涯食育社会」の構築を目指すこととする。そのため、国は、一人一人の国民が自
ら食育に関する取組が実践できるように、情報提供する等適切な施策を推進する。
なお、家庭の態様の多様化、社会的あるいは経済的環境要因、高齢化等により、健全な食

生活を実現することが困難な立場にある者にも十分配慮し、ＮＰＯなどの新しい公共との連
携や、協働等を含めた支援施策も講じつつ、食育を推進する。

（ ２）生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進
現在、我が国では生活習慣病が死因の約 ６割を占め、国民医療費（一般診療医療費）につ

いても、約 ３割と、その予防及び改善は国民的課題である。
特に、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）が強く疑われる者及び予備群と考え

られる者は、４０歳から７４歳の男性の約 ２人に １人、女性の約 ５人に １人と、深刻な状況にある。
また、生活習慣病の一つである糖尿病についても、強く疑われる者及び可能性が否定でき

ない者を合わせると約 ２，２１０万人を超え、増加傾向にある。
このため、生活習慣の改善が重要な課題であり、その中でも、食生活の改善は極めて重要
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であることから、生活習慣病の予防及び改善につながる食育について、国はもとより、地方
公共団体、関係機関・団体が連携して推進する。

（ ３）�家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進
子どものころに身に付いた食習慣を大人になって改めることは困難であり、子どものうち

に健全な食生活を確立することは、成長段階にある子どもが、必要な栄養を摂取し健やかな
体を作り、生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくんでいく基礎となる。
このため、日常生活の基盤である家庭において、子どもへの食育の取組を確実に推進して

いくことは重要な課題である。
特に、家族が食卓を囲んで共に食事をとりながらコミュニケーションを図る共食は、食育

の原点であり、子どもへの食育を推進していく大切な時間と場であると考えられることから、
家族との共食を可能な限り推進する。
家族との共食の際は、子どもたちに、食卓を囲む家族の団らんによる食の楽しさを実感さ

せるとともに、食事のマナーや挨拶習慣など食や生活に関する基礎の習得ができるように配
慮する。
もとより、ライフスタイル、家庭の態様や家族関係は多様化しており、家庭における食育

は決して一律には推進できないが、家庭が子どもへの食育の基礎を形成する場であることは
否めない。
そこで、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）、男女共同参画等の推進を踏まえ、

学校、保育所等、更には地域社会とも連携して、家庭における食育の推進の充実を促進、支
援する。

２ ．基本的な取組方針
（ １）国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成

「国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資すること」は、食育を推進する際の目的
の要であり、食育に関するあらゆる施策は、これを踏まえて講じられるべきである。
近年、健全な食生活が維持されておらず、栄養の偏りや食習慣の乱れが目立っており、肥

満や生活習慣病の増加等の問題が起きている。これらの多くは、生活習慣に起因しているが、
中でも健全な食生活の実現に欠かせない食に関する知識や判断力の低下が大きな要因である
と考えられる。
特に、我が国では、様々な種類の食材が多様な形で加工・提供されるようになってきてお

り、自分の食生活を自分で管理できるだけの食に関する正確な知識や判断力を国民一人一人
が備えるべき必要性が従来以上に高まっている。
健全な食生活に必要な知識や判断力については、年齢や健康状態、更には生活環境によっ

ても異なる部分があることに配慮しつつ、国民の生涯にわたる健全な食生活の実現を目指し
て施策を講じる。

（ ２）食に関する感謝の念と理解
世界の食料事情は、現在、 ９億人を超える人々が飢餓や栄養不足で苦しんでいることを始
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めとして、楽観視できない状況にある。
このような厳しい状況を理解して、「もったいない」という精神で、食事ができることに

感謝の念を持つことは、食育の極めて大切な要素である。
また、日々の食生活は、自然の恩恵の上に成り立ち、食べるという行為自体が貴重な動植

物の命を受け継ぐことであること、そして、食事に至るまでに生産者を始めとして多くの人々
の苦労や努力に支えられていることを実感できるよう、動植物の命を尊ぶ機会となるような
様々な体験活動や適切な情報発信等を通して、自然に感謝の念や理解が深まっていくよう配
慮した施策を講じる。

（ ３）�食育推進運動の展開
食育推進運動の展開に当たっては、国民一人一人が食育の意義や必要性等を理解するとと

もに、これに共感し、自ら食育を実践できるよう、国民や民間団体等の自発的意思を尊重す
るとともに、多様な主体の参加と連携・協力に立脚した国民運動として推進することを目指
した施策を講じる。

（ ４）�子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割
我が国の未来を担う子どもの食育の推進は、健全な心身と豊かな人間性をはぐくんでいく

基礎をなすものであり、子どもの成長、発達に合わせた切れ目のない推進が重要である。
そこで、父母その他の保護者や教育、保育に携わる関係者等の意識の向上を図るとともに、

相互の密接な連携の下、家庭、学校、保育所、地域社会等の場で子どもが楽しく食について
学ぶことができるような取組が積極的になされるよう施策を講じる。
その際は、健全な食習慣や食の安全観を確立していく中で、食に関する感謝の念や理解、

食品の内容に関する安全知識、社会人として身に付けるべき食事の際のマナー等食に関する
基礎の習得について配意する。

（ ５）�食に関する体験活動と食育推進活動の実践
食は、観念的なものではなく、日々の調理や食事等と深く結び付いている極めて体験的な

ものである。
そこで、食との関係が最終段階での消費のみにとどまることが多い都市生活者を始めとし

て、多くの国民が食料の生産から消費等に至るまでの食に関する体験活動に参加するととも
に、意欲的に食育の推進のための活動を実践できるよう施策を講じる。
その際は、体験活動を推進する農林漁業者、食品関連事業者、教育関係者等多様な主体に

より、できるだけ多くの国民が体験活動に参加ができるよう、関係機関・団体等との協力、
協働を図るとともに、上記（ ２）の「食に関する感謝の念と理解」に配慮し、施策を講じる。

（ ６ �）�我が国の伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配慮及び農山漁村の活性化と食料自
給率の向上への貢献
食をめぐる問題は、伝統的な食文化や食生活にみられるように、人々の精神的な豊かさと

密接な関係を有しており、先人によって培われてきた多様な食文化を後世に伝えつつ、時代
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に応じた優れた食文化や豊かな味覚をはぐくんでいくことが重要である。
このため、我が国の伝統ある優れた食文化や地域の特性をいかした食生活の継承・発展、

環境と調和のとれた食料の生産及び消費等が図られるよう十分に配慮しつつ施策を講じる。
また、我が国の食料需給の状況を十分理解するとともに、都市と農山漁村の共生・対流や

生産者と消費者との交流を進め、消費者と生産者の信頼関係を構築していくことが必要であ
り、農山漁村の活性化と食料自給率の向上に資するよう施策を講じる。

（ ７）�食品の安全性の確保等における食育の役割
食品の安全性の確保は、食生活における基本的な問題であり、国民の関心も高まっている。
食品の提供者が食品の安全性の確保に万全を期すだけでなく、食品を消費する立場にある

者においても、食品の安全性、栄養成分等の食品の特徴を始めとする食に関する知識と理解
を深めるよう努め、自らの食を自らの判断で正しく選択していくことが必要である。
このため、国際的な連携を図りつつ、国民の食に関する知識と食を選択する力の習得のた

め、食に関する幅広い情報を多様な手段で提供するとともに、行政、関係事業者、消費者等
との間の情報・意見交換が積極的に行われるよう施策を講じる。

　第 ２ 　食育の推進の目標に関する事項

１．目標の考え方�
基本法に基づく取組は、国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成、食に関する感謝の念

と理解等の基本理念の下に推進されるものである。
このような考え方に則り食育を国民運動として推進するためには、国や地方公共団体を始

め多くの関係者の理解の下、共通の目標を掲げ、その達成を目指して協力して取り組むこと
が有効である。また、より効果的で実効性のある施策を展開していく上で、その成果や達成
度を客観的な指標により把握できるようにすることが必要である。
このため、基本計画においては、国民運動として食育を推進するにふさわしい定量的な目

標値を主要な項目について設定することとし、その達成が図られるよう基本計画に基づく取
組を推進するものとする。
ただし、食育は、食育基本法の目的や基本理念を踏まえて、地域の実態や特性等に配慮し

て推進されるべきものであり、安易に目標値の達成のみを追い求めることのないよう留意す
る必要がある。

２ ．食育の推進に当たっての目標�
（ １ ）�食育に関心を持っている国民の割合の増加

食育を国民運動として推進し、成果を挙げるためには、国民一人一人が自ら実践を心掛け
ることが必要であるが、これにはまずより多くの国民に食育に関心を持ってもらうことが欠
かせない。このため、食育に関心を持っている国民の割合の増加を目標とする。具体的には、
平成１７年度に７０％となっている割合（食育に関心がある又はどちらかといえば関心がある者）
について、平成２２年度までに９０％以上とすることを目指していたが、目標を達成していない
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ため、引き続き２７年度までに９０％以上とすることを目指す。

（ ２）�朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数の増加
家族揃って食事をする機会が様々な要因で減少しているが、家族との「共食」は、望まし

い食習慣の実践や、食の楽しさを実感させ精神的な豊かさをもたらすと考えられる。このた
め、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）等の推進にも配慮しつつ、朝食又は夕
食を家族と一緒に食べる「共食」の週当たりの回数を、平成２２年度の ９回から、 １回増やし
て１０回以上とすることを目標とする。

（ ３）�朝食を欠食する国民の割合の減少
朝食の欠食が若い世代を中心に、依然として高い状況であり、健康的な生活リズムや生活

習慣を確立するために、朝食を欠食する国民の割合の減少を目標とする。
具体的には、生活習慣の形成途上にある子ども（小学生）については、平成１２年度の ４％

から１９年度に １．６％となっている割合を、２７年度までに ０％とすることを目指す。
また、成人の中でも特に問題が顕在化している２０歳代及び３０歳代の男性については、平成

２０年度に２８．７ ％となっている割合を、２７年度までに１５％以下とすることを目指す。
なお、成人の場合、多様なライフスタイルにより、遅い夕食等で胃腸への負担がある場合

には、消化器官の状態を踏まえた適切な朝食の摂取を心掛けることが望ましい。�

（ ４）�学校給食における地場産物を使用する割合の増加
学校給食に地場産物を使用し、食に関する指導の「生きた教材」として活用することは、

地域の自然や文化、産業等に関する理解を深めるとともに、生産者の努力や、食に関する感
謝の念をはぐくむ上で重要であるほか、地産地消の有効な手段であるため、学校給食におい
て都道府県単位での地場産物を使用する割合の増加を目標とする。具体的には、平成１６年度
に全国平均で２１％となっている割合（食材ベース）について、平成２２年度までに３０％以上と
することを目指していたが、目標を達成していないため、引き続き２７年度までに３０％以上と
することを目指す。

（ ５）�栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合の増加
健全な食生活を実践するためには、国民一人一人が「何を」「どれだけ」食べたらよいかを、

把握、判断し、個々人に適した食事をとることが必要である。このため、今後検討する「食
育ガイド」（仮称）、「食事バランスガイド」、「日本人の食事摂取基準」など科学的根拠に基
づいた指針等を活用し、栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合の増加を
目標とする。具体的には、平成２２年度までに６０％以上とすることを目指していたが、目標を
達成していないため、引き続き２７年度までに６０％以上とすることを目指す。

（ ６ �）�内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の予防や改善のための適切な食事、運動等
を継続的に実践している国民の割合の増加
生活習慣病の有病者やその予備群とされる人々は、内臓脂肪型肥満やこれに伴う高血糖、
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高血圧又は脂質異常を重複的に発症させている傾向がみられ、このような状態を表す内臓脂
肪症候群（メタボリックシンドローム）の予防や改善のための適切な食事、定期的な運動、
定期的な体重計測を継続的に実践している国民の割合の増加を目標とする。具体的には、平
成２２年度に４１．５ ％（実践して半年以上継続している者）となっている割合を、２７年度まで
に５０％以上とすることを目指す。

（ ７）�よく噛んで味わって食べるなどの食べ方に関心のある国民の割合の増加
国民が健やかで豊かな生活を過ごすには、十分な口腔機能の発達、維持が必要であり、身

体の栄養のみならず味わいや心のくつろぎにつながる食べ方に関心を持ってもらうことが重
要である。このため、よく噛んで味わって食べるなどの食べ方に関心のある国民の割合の増
加を目標とする。具体的には、平成２２年度に７０．２ ％（食べ方に関心のある国民の割合）となっ
ている割合について、２７年度までに８０％以上とすることを目指す。

（ 8）�食育の推進に関わるボランティアの数の増加
食育を国民運動として推進し、これを国民一人一人の食生活において実践してもらうため

には、食生活の改善等のために全国各地で国民の生活に密着した活動に携わるボランティア
が果たしている役割が重要である。このため、食育の推進に関わるボランティア団体等にお
いて活動している国民の数の増加を目標とする。具体的には、平成２１年度の３４．５ 万人から、
２７年度までに３７万人以上とすることを目指す。

（ 9）�農林漁業体験を経験した国民の割合の増加
食に関する関心や理解の増進を図るためには、農林水産物の生産に関する体験活動の機会

を提供することが重要である。このため、農林漁業者等による農林漁業体験や子ども農山漁
村交流プロジェクトなど体験活動を促進することにより「農林漁業体験に参加した人」の割
合の増加を目標とする。具体的には、平成２２年度の２７％から、２７年度までに３０％以上とする
ことを目指す。

（１0）�食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合の増加
健全な食生活の実践のためには、食品に関するリスクなど安全性に関する情報を受け止

め、適正に食品を選択する力を身に付けることが必要であると考えられるため、食品の安全
性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合の増加を目標とする。具体的には、平成２２
年度までに６０％以上とすることを目指していたが、更に食品の安全性に関する基礎的な知識
を持っている国民の割合が増加することを目指して、２７年度までに９０％以上とすることを目
指す。

（１１）�推進計画を作成・実施している市町村の割合の増加
食育を国民運動として推進していくためには、全国各地においてその取組が進められるこ

とが必要であり、食育基本法においては、都道府県及び市町村に対して、食育推進計画を作
成するよう努めることを求めている。このため、現状ですべての都道府県が推進計画を作成
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していることにかんがみ、平成２２年度に４０％となっている推進計画を作成・実施している市
町村の割合を平成２７年度までに１００％とすることを目指す。

　第 ３ 　食育の総合的な促進に関する事項

１．家庭における食育の推進
（ １）�現状と今後の方向性

食に関する情報や知識、伝統や文化等については、従来、家庭を中心に地域の中で共有さ
れ、世代を超えて受け継がれてきた。
しかしながら、社会環境の変化や生活習慣の多様化等と合わせて、食に対する意識の希薄

化が進む中で、家庭における食生活にも影響が及んでいる「しつけ」の問題を含め、これま
で家庭が維持してきた教育力や生活力が低下してきており、このことは食生活においても顕
著となっているとの指摘があり、家庭において食育に関する理解が進むよう、適切な取組を
行うことが必要である。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（子どもの基本的な生活習慣の形成）
朝食をとることや早寝早起きを実践することなど、子どもの基本的な生活習慣の形成につ

いて、「早寝早起き朝ごはん」国民運動等を通して、学校、家庭、地域や、企業、民間団体
等の協力を得ながら、全国的な普及啓発に係る取組を推進する。

（望ましい食習慣や知識の習得）
子どもが実際に自分で料理をつくるという体験を増やしていくとともに、親子料理教室な

ど食事についての望ましい習慣を学びながら食を楽しむ機会を提供する活動を推進する。
また、学校を通じて保護者に対し、食育の重要性や適切な栄養管理に関する知識等の啓発

に努めるとともに、食育に関する内容を掲載した家庭教育手帳をホームページに掲載し、様々
な学習機会などでの活用を促す。

（妊産婦や乳幼児に関する栄養指導）
若い女性における低体重（やせ）の者や低出生体重児の割合の増加等の現状を踏まえ、妊

産婦の安全な妊娠・出産と産後の健康の回復に加えて、子どもの生涯にわたる健康づくりの
基盤を確保するため、平成１８年 ２ 月に作成・公表した「妊産婦のための食生活指針」の普及
啓発を進めるなど妊産婦に対する栄養指導等の充実を図る。
また、乳幼児期は心身機能や食行動の発達が著しい時期であることから、母乳育児の推進

や離乳食の進め方等を盛り込んだ「授乳・離乳の支援ガイド」や子どもの発達段階に応じた
食事の提供についてまとめた「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の内容を普及する
などし、各自治体や児童福祉施設等における乳幼児の発達段階に応じた栄養指導の充実を図
る。

（子ども・若者の育成支援における共食等の食育推進）
様々な子ども・若者の育成支援に関する行事、情報提供活動等において、食育についての
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理解を促進する。
特に、家族が食卓を囲んで共に食事を取りながらコミュニケーションを図る共食の推進と

ともに、食に関する学習や体験活動の充実等を通じて、家庭と地域等が連携した食育の推進
を図る。

２ ．学校、保育所等における食育の推進
（ １）�現状と今後の方向性

社会状況の変化に伴い、子どもたちの食の乱れや健康への影響がみられることから、学校、
保育所等は、子どもへの食育を進めていく場として大きな役割を担っており、学校や保育所
等の関係者にはあらゆる機会とあらゆる場所を利用して、積極的に食育の推進に努めること
が求められている。
また、子どもへの食育は家庭の食育への良き波及効果をもたらすことが期待できる。
このため、家庭や地域と連携を深めつつ、学校、保育所等において十分な食育がなされる

よう、適切な取組を行うことが必要である。
従来、栄養分野においては、栄養不足の観点が強調され、栄養の過剰摂取の視点がやや欠

けていたとの指摘を踏まえ、生活習慣病の予防の立場から、適切なバランス確保に留意する
ことが重要である。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（食に関する指導の充実）
新しい学習指導要領の総則に「学校における食育の推進」が明記され、各教科等でも食育

に関する記述が充実された。また、幼稚園教育要領においても、食育に関する記述が充実さ
れた。これらを踏まえ、給食の時間、家庭科や体育科を始めとする各教科、総合的な学習の
時間など、学校教育活動全体を通じて学校における食育を組織的・計画的に推進する。
栄養教諭は、学校全体の食に関する指導計画の策定、教職員間や家庭との連携・調整等に

おいて中核的な役割を担う職であり、各学校における指導体制の要として、食育を推進して
いく上で不可欠な教員である。すべての児童生徒が、栄養教諭の専門性をいかした食に関す
る指導を受けられるよう、栄養教諭の役割の重要性やその成果の普及啓発等を通じて、学校
栄養職員の栄養教諭への速やかな移行を図るなど配置の促進に努める。
学校教育活動全体で食育の推進に取り組むためには、各学校において食育の目標や具体的

な取組についての共通理解をもつことが必要である。このため、学校長や他の教職員への研
修の充実等、全教職員が連携・協力した食に関する指導体制を充実するための取組を促進する。
また、食に関する指導の時間が十分確保されるよう、栄養教諭を中心とした教職員の連携・

協力による学校の食に関する指導に係る全体計画の作成を推進する。
地域の生産者団体等と連携し、農林漁業体験や食品の調理に関する体験等、子どもの様々

な体験活動を推進するとともに、体験活動の円滑な実施を促進するため、指導者に対する研
修を実施する。
学校教育以外でも、食料の生産・流通・消費に対する子どもの関心と理解を深めるため、

第
１
章
　
総
　
則

第
２
章
　
食
の
安
全・安
心
の
確
保

第
３
章
　
食
育
の
推
進

参
考
資
料

121



行政関係者、関係団体等と連携し、子どもへの体験学習を推進する。
効果的な食育の推進を図るために、各地域において、学校長のリーダーシップの下、栄養

教諭を中核として、学校、家庭、ＰＴＡ、関係団体等が連携・協力した取組を推進するとと
もに、その成果を広く周知・普及する。

（学校給食の充実）
子どもが食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校給

食の一層の普及を促進するとともに、十分な給食の時間の確保及び食事マナー等の指導内容
の充実を図る。また、各教科等においても学校給食が「生きた教材」として活用されるよう
献立内容の充実を図る。
望ましい食生活や食料の生産等に対する子どもの関心を高め理解を深めるとともに、地産

地消を進めていくため、生産者団体等と連携し、安定的な納入体制を構築の上、学校給食に
おける地場産物の活用の推進や米飯給食の一層の普及・定着を図りつつ、地域の生産者の苦
労や産物に関する情報等を子どもに伝達し、感謝の心をはぐくむ等教育にいかす取組を促進
する。
さらに、子どもの食習慣の改善等に資するため、生産者と学校給食関係者との情報交換会

の開催等を推進する。
（食育を通じた健康状態の改善等の推進）

栄養教諭は、学級担任、養護教諭、学校医等と連携して、保護者の理解と協力の下に、子
どもへの指導において、過度の痩身や肥満が心身の健康に及ぼす影響等健康状態の改善等に
必要な知識を普及するとともに、食物アレルギー等食に関する健康課題を有する子どもに対
しての個別的な相談指導を行うなど望ましい食習慣の形成に向けた取組を推進する。

（保育所での食育推進）
乳幼児期からの食育の重要性が増していることにかんがみ、平成２１年 ４ 月施行の保育所保

育指針に基づき保育の一環として食育を位置付け、施設長、保育士、栄養士、調理員等の協
力の下に食育の計画を作成し、各保育所の創意工夫により推進する。取組に当たっては、乳
幼児の発育及び発達の過程に応じて、計画的に食事の提供、食育の実施が行えるよう努める
とともに、食に関わる保育環境について配慮する。
また、子どもの発達段階に応じた食育のねらいや留意事項を整理し、平成１６年 ３ 月に作成・

公表した「保育所における食育に関する指針」の普及を図り、その活用を促進し、食を通じ
て、健康な心と体を育て、人と関わる力を養い、伝承されてきた文化の理解や郷土料理への
関心、自然の恵みとしての食材や調理する人への感謝の気持ちをはぐくむよう努める。
さらに、保育所の人的・物的資源をいかし、在宅の子育て家庭からの乳幼児の食に関する

相談への対応や情報提供等に努めるほか、地域と連携しつつ、積極的に食育を推進するよう
努める。

３ ．地域における食育の推進
（ １）�現状と今後の方向性

心身の健康を確保し、生涯にわたって生き生きと暮らしていくためには、人生の各段階に
応じた一貫性・継続性のある食育を推進することが求められる。特に、日本人の最大の死亡
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原因となっている生活習慣病を予防する上では、食生活の改善を図るとともに運動の習慣化
が欠かせない。また、生活の質の低下を防ぐため、糖尿病の重症化予防も重要である。この
ため、栄養バランスに優れた日本型食生活の実践の促進、健康づくりや生活習慣病の予防及
び改善につながる健全な食生活の推進など、家庭、学校、保育所、生産者、企業等と連携し
つつ、地域における食生活の改善が図られるよう、適切な取組を行うことが必要である。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（栄養バランスが優れた日本型食生活の実践）
米や野菜、果実、きのこ類、魚介類、牛乳・乳製品などに関する情報提供等を通じ、日本

の気候風土に適した米を中心に農産物、畜産物、水産物等多様な副食から構成され、栄養バ
ランスが優れた日本型食生活の実践を促進する。

（「食育ガイド」（仮称）等の活用促進）
国民の食生活の改善を進めるとともに、健康増進や生活の質的向上及び食料の安定供給の

確保等を図るための指針として平成１２年 ３ 月に決定・公表した「食生活指針」について、引
き続き普及啓発を進める。
また、国民一人一人が日々の生活において食育に関する取組が実践できるよう、世代区分

等に応じた具体的な取組を提示する「食育ガイド」（仮称）や、「食生活指針」を具体的行動
に結び付けるため平成１７年 ６ 月に決定・公表した「食事バランスガイド」の活用を促進する
ため、関係機関や関係団体はもとより、家庭や学校、小売や外食、職場等を通じて国民への
浸透を図る。

（専門的知識を有する人材の養成・活用）
国民一人一人が食に関する知識を持ち自らこれを実践できるようにするため、食育に関し

専門的知識を備えた管理栄養士や栄養士、専門調理師や調理師等の養成を図るとともに、学
校、各種施設等との連携の下、食育の推進に向けてこれらの人材やその団体による多面的な
活動が推進されるよう取り組む。
また、地域において食育の推進が着実に図られるように、都道府県や市町村における管理

栄養士等の配置を推進するとともに、地域において食育の推進に当たる管理栄養士や専門調
理師等の資質向上を図るため、研修会等を開催する。

（健康づくりや医学教育等における食育推進）
食育を通じて生活習慣病等の予防を図るため、保健所、保健センター、医療機関等におけ

る食育に関する普及や啓発活動を推進するとともに、市町村等が行っている健康診断に合わ
せて、一人一人の健康状態に応じた栄養や運動の指導の充実を図る。
さらに、食育を進めるため、栄養面を含めた生活習慣と疾病の関連など、医学教育の充実

を推進する。
（生活習慣病の予防及び改善につながる食育推進）

生活習慣病の予防及び改善につながる食育を推進する。生活習慣病を予防し、健康寿命の
延伸を図ることを目的とした国民健康づくり運動（「健康日本２１」）等を通して、健全な食生
活の実践につながる取組を推進する。
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特に、２０歳以上の糖尿病が強く疑われる者及び可能性が否定できない者は約 ２，２１０万人と
推計されていることから、生活習慣病の重症化予防も重要である。
糖尿病については、ひとたび発症すると治癒することはなく、症状が進行すると腎臓の障

害等の様々な合併症を引き起し、生活の質を低下させることから、日頃より適切な食事の実
践ができるよう、食生活の支援が受けやすい体制整備に向けた取組を推進する。
国際的に人体への影響が問題視されているトランス脂肪酸等を含め、栄養成分について食

品への表示の義務付けを検討するなど、生活習慣病の予防及び改善に資する取組を進める。
（歯科保健活動における食育推進）

すべての国民が健やかで豊かな生活を過ごすため、８０歳になっても自分の歯を２０本以上保
つことを目的とした「８０２０（ハチマル・ニイマル）運動」とともに、地域における食育を推
進するための一助として、より健康な生活を目指すという観点から、ひとくち３０回以上噛む
ことを目標とした「噛ミング３０（カミングサンマル）」を目指して、小児期から高齢期まで
各ライフステージに応じた食べ方の支援や食品の物性に応じた窒息などの予防を含めた食べ
方の支援など、歯科保健分野からの食育を推進する。

（高齢者に対する食育推進）
６５歳以上の高齢者については、健康上の問題で日常生活に影響のある者の割合がおおむね
４分の １となっている（平成１９年「国民生活調査」）こと、日常の食生活において単身世帯
や経済的にゆとりが少ないほど欠食している（平成２２年「高齢者の日常生活に関する意識調
査」）こと、流通や交通網の弱体化で食料品等の買い物が困難な状況に置かれている買い物
難民が６００万人と推定される（平成２２年「地域生活インフラを支える流通のあり方研究会報
告書」）こと等から、高齢者の身体機能や生活機能を維持できるよう、食育を推進するとと
もに、その支援、環境整備等を促進する。
また、加齢による機能減退が原因となる窒息の予防に考慮した「食べ方」を推進すること

によって、窒息事故を防止し、バランスのとれた栄養状態を保ち、安全で活力を維持する高
齢期の食育を推進する。

（男性に対する食育推進）
年代別・性別の朝食頻度をみると、２０歳代男性の２４．８％、３０歳代男性の２１．４％が朝食を「ほ

とんど食べない」と回答していること（女性２０歳代１１．８％、３０歳代８．６％）（平成２１年１２月内
閣府「食育の現状と意識に関する調査」）、栄養バランスの意識については男性の２４．６％（女
性１１．９％）が「あまり意識していない」もしくは「意識していない」と回答していること、
食育への関心についても男性の方が女性よりも意識が低い傾向がある（平成２２年 １ 月内閣府
「食事に関する習慣と規範意識に関する調査」）こと等から男性の生活・自活能力を高め、
健全な食生活を実現するために食育を推進する。

（食品関連事業者等による食育推進）
食品関連事業者等は、食育に関心を持っていない人々も含めた消費者との接点を多く有し

ていることから、様々な体験活動の機会の提供、より一層健康に配慮した商品やメニューの
提供、食に関する分かりやすい情報や知識の提供といった食育の推進のための活動について
積極的に取り組むよう努める。
その際には、従来から取り組んでいる工場見学の実施や情報提供等についても、食育の推
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進という視点からの見直しや充実に努める。
特に、消費者への情報提供に当たっては、消費者の適切な食の選択に資するよう、科学的

知見に基づき分かりやすく客観的な情報の提供に努める。
また、職場の食堂等においても、より一層健康に配慮したメニューの提供や栄養、食生活

等に関する情報提供がなされるよう努める。
なお、これらの活動を支援するため、国及び地方公共団体において必要な情報提供等を行う。

４ ．食育推進運動の展開
（ １）�現状と今後の方向性

食育については、これまで、毎年 ６月の食育月間及び食育の日を中心に、全国各地で様々
な関係者がそれぞれの立場から取り組み、国民的な広がりを持つ運動として推進されてきた。
また、ここ ５年余で食育の推進に関わるボランティア等の数は増加しており、今後、地域

での食育推進運動の中核的役割を担うことが期待される状況にある。
これらの状況も踏まえ、今後とも、国、地方公共団体、関係団体、ボランティア等関係者

が緊密な連携・協力を図り、全国的な食育推進運動が展開されるよう、適切な取組を行う必
要がある。
なお、食育の推進に関して、マスコミやインターネット等を通じた国民への働きかけを積

極的に行い、関係団体、企業、地域等への周知徹底を図る。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（食育推進運動展開における連携・協力体制の確立）
食育推進運動の展開に当たっては、多様な主体による取組を促すとともに、国や地方公共

団体、食育を推進する関係団体やボランティア等の広範かつ横断的な連携・協力を呼びかけ、
関係者相互間の情報及び意見の交換が促進されるように実施する。
また、国民にとって身近な地域において、食育の推進が図られるよう、地方公共団体を中

心とした協力体制の構築等を推進する。
さらに、若者を中心とした食や農業に関心を持たない国民に向けて、食品業界はもとより、

ファッション業界やマスメディア等、直接食に関係していない事業者とも連携して、一人一
人が食べることを真剣に見なおす運動（例えば、「マジごはん計画」）を展開する。

（食育に関する国民の理解の増進）
食をめぐる諸課題や食育の意義や必要性等について広く国民の理解を深め、あらゆる世代、

様々な立場の国民が、自ら食育に関する活動を実践できるよう、ライフステージに応じた具
体的な実践や活動を提示して理解の増進を図り、「生涯食育社会」の構築に向け、全国にお
いて継続的に食育推進運動を展開する。
これに当たっては、高齢者、成人、子どもといった世代区分、その置かれた生活環境や健

康状態等によっても必要な情報が異なる場合があることに配慮するとともに、各種広報媒体
を通じて提供される食に関する様々な情報について、これに過剰に反応することなく、内外
の科学的知見や伝統的な知恵に基づき的確な判断をすることが重要であるとの認識が国民に
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十分理解されるよう留意しつつ取り組むこととする。
（ボランティア活動等民間の取組への支援、表彰等）
食育の推進は、国民一人一人の食生活に直接関わる取組であり、これを国民に適切に浸透

させていくためには、国や地方公共団体による取組だけではなく、国民の生活に密着した活
動を行っているボランティアの役割が重要であることから、ボランティア活動の活発化とそ
の成果の向上に向けた環境の整備を図り、地域での食育推進の中核的役割を担うことができ
るよう支援する。
その際、食生活改善推進員を始め、各種ボランティアの草の根活動としての食育活動を、

ＮＰＯ等の新しい公共、学校等との連携にも配慮して促進する。
また、民間の団体等が自発的に行う活動が全国で展開されるよう、関係者間の情報共有を

促進するとともに、優れた活動を奨励するため、民間の食育活動に対する表彰を行う。
（食育月間及び食育の日の設定・実施）

毎年 ６月を「食育月間」と定め、関係者の緊密な連携・協力を図りつつ、食育推進運動を
重点的かつ効果的に実施することにより、国民の食育に対する理解を深め、食育推進活動へ
の積極的な参加を促し、その一層の充実と定着を図る。
特に、「食育月間」中、国は、地方公共団体、民間団体等の協力を得て、全国規模の中核

的行事を毎年開催して、食育について国民への直接的な理解促進を図るとともに、関係者相
互間の連携が推進されるよう実施する。
なお、「食育月間」の実施に当たって、基本法第２９条第 １項で定める食育担当大臣は、同

月間で重点的に実施していくテーマ等を示した実施要綱を予め定め、関係機関、団体等に通
知するとともに公表する。
また、一年を通じて継続的に食育推進運動を展開するため、毎月１９日を「食育の日」と定

め、「家族そろって食卓を囲む」など実践的なものになるよう十分配慮しつつ取り組む。
（運動に資する情報の提供）

様々な分野での食育を推進し、全国的な運動として、全国各地において食育推進運動を促
進するため、食育を推進して成果を挙げている地域の事例や手法を収集し、広く情報提供する。
また、食料自給率の向上に向けた国民運動「フード・アクション・ニッポン」の中で、食

育推進に資する活動を行っている企業・団体の紹介等を通じ、消費者への発信等を推進する。

５ ．生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等
（ １）�現状と今後の方向性

食育の推進、特に食に対する感謝の念を深めていく上で、食を生み出す場としての農林漁業
に関する理解が重要である。消費者と生産者が互いを意識する機会が少ないことから、生産者
と消費者との顔が見える関係の構築等によって、これを改善していくことが求められている。
また、農林水産物の生産、食品の製造及び流通等の現場は、地域で食育を進めていく上で

貴重な場であり、人々のふれ合いや地域の活性化を図るためにも、これを支える農山漁村コ
ミュニティの維持・再生が必要である。
さらに、食料の生産は自然の恩恵の上に成り立っており、自然との共生が求められている。

このため、生産者と消費者との交流の促進を図るとともに、環境と調和のとれた農林漁業の
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活性化等が図られるよう、適切な取組を行う必要がある。
こうした食育の取組を通じて、農林漁業への関心と理解を深めることにより、後継者等の

育成が期待できる。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（都市と農山漁村の共生・対流の促進）
グリーン・ツーリズムを通じた都市住民と農林漁業者の交流を促進するため、都市住民へ

の農山漁村の情報提供と農山漁村での受入体制の整備等を推進する。また、都市部での体験
農園や農山漁村での滞在型市民農園の整備等を推進する。

（子どもを中心とした農林漁業体験活動の促進と消費者への情報提供）
子どもを中心として、農林水産物の生産における様々な体験の機会を拡大し、食に対する

関心と理解を深める必要があることから、農林漁業体験活動を促進するため、情報提供の強
化、受入体制の整備等を進める。
また、地域の実情に応じた出前講座等による情報提供等を行う。

（農山漁村コミュニティの維持再生）
農林水産業や住民の生活の場である農山漁村は、食育を進める上で重要な役割を果たして

おり、これを支える農山漁村コミュニティの維持・再生を図る必要があるため、生活支援、
地域資源の活用、環境保全等の地域主体の取組を推進する。

（農林漁業者等による食育推進）
農林漁業に関する体験活動は、農林水産物の生産現場に関する関心や理解を深めるだけで

なく、国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立っていることや食に関わる人々の様々な活動に
支えられていること等に関する理解を深める上で重要であることから、農林漁業者やその関係
団体は、学校、保育所等の教育関係者と連携し、食育を推進する広範な関係者等の協力を得な
がら教育ファーム等農林漁業に関する多様な体験の機会を積極的に提供するよう努める。
なお、これらの活動を支援するため、国や地方公共団体において必要な情報提供等を行う。

（地産地消の推進）
平成２２年１２月に公布された「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び

地域の農林水産物の利用促進に関する法律」、及び同法に基づく基本方針により、地方公共
団体と連携し、学校給食等における地域の農林水産物の利用の促進、直売所等の整備及び直
売所等を利用した地域の農林水産物の利用の促進、活動の核となる人材の育成及び多様な主
体の連携等の各種取組を推進する。
また、食料自給率の向上に向けた国民運動「フード・アクション・ニッポン」を展開し、

地元でとれる食材の食事への活用等による国産農林水産物の消費拡大について、国民への普
及・啓発等を行う。
さらに、食品リサイクル法の再生利用事業計画（食品リサイクル・ループ）制度の活用等

により、地域で発生した食品循環資源を再生利用して得られた肥料や飼料を利用して生産さ
れた農林水産物の地域での利用を推進する。

（バイオマス利用と食品リサイクルの推進）
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地域で発生・排出されるバイオマスの総合的・計画的な活用に向けて、平成２２年１２月に閣
議決定した「バイオマス活用推進基本計画」に基づき、バイオマスの活用に必要な基盤の整
備、農山漁村の ６次産業化等によるバイオマス製品等を供給する事業の創出、研究開発等を
促進することにより、バイオマスの種類ごとの特性に応じた最大限の有効活用を図る。
また、食品廃棄物の発生抑制や再生利用等の必要性等を普及啓発するため、ホームページ

等を通じた情報提供を実施する。
さらに、家庭や外食における食品の廃棄状況等を把握するための調査や、食品産業におけ

る食品廃棄物等の発生量や再生利用等の実施状況を把握するための調査を実施する。

６ ．食文化の継承のための活動への支援等
（ １）�現状と今後の方向性

南北に長く、豊かな自然に恵まれ、さらに海に囲まれた我が国は、四季折々の食材に恵ま
れ、長い年月を経て地域の伝統的な行事や作法と結び付いた食文化が形成されてきた。この
ような我が国の豊かで多様な食文化は、世界に誇ることができるものである。また、歴史的
に行われてきた「食養生」の再評価も必要である。
戦後は、この食文化をいかしつつ、畜産物や乳製品なども取り入れ、栄養バランスに優れ

た「日本型食生活」が構築され、国民の平均寿命の急上昇にもつながった。
しかしながら、長期的には経済成長に伴う所得の向上等を背景として、国民のライフスタ

イル、価値観、ニーズが多様化する中で、米を中心として、水産物、畜産物、野菜等多様な
副食から構成され、栄養バランスに優れた日本型食生活や、家庭や地域において継承されて
きた特色ある食文化や豊かな味覚が失われつつある。
このため、食文化の継承のための活動への適切な支援等がなされるよう、適切な取組を行

う必要がある。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（ボランティア活動等における取組）
食生活改善推進員等のボランティアが行う料理教室や体験活動等において、地域の郷土料

理や伝統料理を取り入れることにより、食文化の普及と継承を図る。
（学校給食での郷土料理等の積極的な導入や行事の活用）

我が国の伝統的な食文化について子どもが早い段階から興味・関心をもって学ぶことがで
きるよう、学校給食において郷土料理等の伝統的な食文化を継承した献立を取り入れ、食に
関する指導を行う上での教材として活用されるよう促進する。
地域における祭礼行事や民俗芸能等に関する伝統文化の保存団体等が実施する食文化に係

る取組を促進し、我が国の伝統ある優れた食文化の継承を推進する。�
全国各地で開催する行事等において、我が国の伝統ある食文化、地域の郷土料理や伝統料

理等の紹介や体験を盛り込み、多くの国民がこれらに触れる機会を提供する。
毎年度開催している国民文化祭を活用し、地域の郷土料理や伝統料理、その歴史等を全国

に発信する。
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（専門調理師等の活用における取組）
我が国の食事作法や伝統的な行事食等、我が国の豊かな食文化の醸成を図るため、料理教

室や体験活動、各種行事等において高度な調理技術を備えた専門調理師等の活用を図る。
（関連情報の収集と発信）

食育推進運動の一環として全国各地の事例や手法を収集・発信するに当たり、食文化の普
及啓発に係る取組についても積極的に取り上げ、食文化の継承に向けた機運の醸成を図る。

７ ．食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進
（ １）�現状と今後の方向性

健全な食生活の実践には、食生活や健康に関する正しい知識を持ち、自ら食を選択してい
くことが必要である。そのためには、世代区分等に応じた具体的な取組や、国際的な研究を
含めた最新の科学的知見に基づく客観的な情報の提供が不可欠である。
また、食育をより効果的に推進していく上で、国内外の各種の資料や情報を収集・分析し、

これに立脚しつつ取り組むことが欠かせない。
このため、食品の安全性、栄養成分等の食品の特徴その他の食生活に関する内外の調査、

研究、情報の提供等がなされるよう、適切な取組を行う必要がある。

（ ２）�取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。

（世代区分等に応じた国民の取組の提示）
国は、ライフステージに応じた間断ない食育を推進するため、一人一人の国民が自ら食育

に関する取組が実践できるように、適切な情報を提供する。そこで、世代区分等に応じた具
体的な取組を提示する「食育ガイド」（仮称）を、別に作成し、公表するものとする。

（基礎的な調査・研究等の実施及び情報の提供）
食育に関する国民の意識や食生活の実態等について調査研究及び分析を行い、その成果を

広く公表し、関係者の活用に資する。
食育に関する関心と理解を深めるために、必要な情報を容易に入手することができるよう、

総合的な情報提供を行う。
（リスクコミュニケーションの充実）

食品の安全性に関する国民の知識と理解を深めるとともに、食育の推進を図るため、国、
地方公共団体、関係団体が連携しつつ、消費者、食品関連事業者、専門家等の関係者相互間
において双方向に情報及び意見の交換を行うリスクコミュニケーションを積極的に実施する。

（食品の安全性や栄養等に関する情報提供）
食品の安全性に関する国内外の様々な情報を国民が入手できるよう、パンフレットやホー

ムページ等を通じて国民に分かりやすい形で情報を提供する。
地域において地方公共団体、関係団体やＮＰＯ等が行う意見交換会等への取組を支援する。
また、生活習慣病等を予防し、健康寿命の延伸を図ることを目的とした国民健康づくり運

動として、ホームページや行事等を通じて科学的知見に基づく食生活の改善に必要な情報の
普及啓発を図る。
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健康の増進や生活習慣病の予防等の観点から科学的知見に基づき摂取すべきエネルギーや
栄養素等の量を定めた「日本人の食事摂取基準」を定期的に作成・公表するとともに、国民
が日常摂取する食品の成分を明らかにする「日本食品標準成分表」の充実を図り、その活用
を促進する。
また、国民の健康増進の総合的な推進を図るため、国民健康・栄養調査を実施し、国民の

身体状況や栄養素摂取状況と生活習慣との関係を明らかにすること等を通じて、食育推進の
基礎的なデータとして、その成果を活用する。
さらに、肥満や糖尿病等の生活習慣病を効果的に予防するためには、食生活や栄養と健康

に関する科学的根拠の蓄積が必要であることから、関係府省や関係研究機関が連携しつつ、
様々な分野にわたるデータの総合的な情報収集や解析等を推進し、その成果を公表する。
食料の生産等の実態に対する国民の理解増進を図ることはもとより、食料自給率の向上や

農林漁業の振興等とともに、食育の推進を図るための基礎的なデータとして農林漁業や食料
の生産、流通、消費に関する統計調査を実施し、公表する。

（食品表示の適正化の推進）
消費者が「食」に関して信頼できる情報に基づいて適切な判断を行うことができるよう、

食品表示の適正化等に取り組む。
（地方公共団体等における取組の促進）

地方公共団体や関係団体等は、地域の実情に沿った情報や当該団体等の活動内容に即した
情報を収集・整理し、より多くの国民が関心を持ち、また、活用できるようその提供に努める。

（食育の海外展開と海外調査の推進）
我が国の食育の理念や取組等を積極的に海外に発信し、「食育（Shokuiku）」（英語では、

Eating�Education）という言葉が日本語のまま海外で理解され、通用することを目指す。
海外において行われてきた食生活の改善等に関する取組について、その具体的な手法と成

果を調査し、その活用を図る。
（国際的な情報交換等）

海外の研究者等を招聘した講演会の開催や海外における食生活等の実態調査等を進める。
国際的な機関の活動に協力するとともに、これを通じて積極的な情報の共有化を推進する

等、国際的な連携・交流を促進する。
国際的な飢餓や栄養不足の問題等に対する国民の認識を深めるため、その実態や国際的な

機関による対策等の情報を積極的に提供する。

　第 ４ 　食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

１．多様な関係者の連携・協力の強化
食育の推進においては「第 １食育の推進に関する施策についての、基本的な方針」や「第 ３

食育の総合的な推進に関する事項」において述べたように、幅広い分野にわたる取組が求めら
れている。
また、その主体も、国民の健康づくり等食育に関連する施策を行っている国の関係府省や地

域に密着した活動を行っている地方公共団体はもとより、教育、保育、社会福祉、医療及び保
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健の関係者、農林漁業の関係者、食品の製造、加工、流通、販売、調理等の関係者、料理教室
その他の食に関わる活動等の関係者、さらには様々な民間団体やボランティア等に至るまで多
様かつ多数である。
このため、食育に係る多様な関係者が、その特性や能力をいかしつつ、互いが密接に連携・

協力して、地域レベルや国レベルの緊密なネットワークを築いていくことは、食育に関する施
策の実効性を高めていく上から極めて重要であり、その強化に努める。

２ ．地方公共団体による推進計画の策定等とこれに基づく施策の促進
食育基本法第１７条及び第１８条においては、都道府県及び市町村に対し、本計画を基本として、

都道府県及び市町村の区域内における推進計画を作成するよう努めることを求めており、平成
２２年度までに全都道府県において推進計画の作成がなされた。
このため、都道府県においては、本計画及び都道府県食育推進計画に基づき、食育の推進の

充実を図るとともに、食育基本法第３２条で定める都道府県食育推進会議の設置を検討する。
また、全国各地で地域に密着した食育に関する活動が推進されるために、市町村が、食育推

進計画を可能な限り早期に作成するよう、国から積極的に働きかけるとともに、都道府県とと
もに資料や情報の提供等適切な支援を行う。
さらに、今後、都道府県及び市町村は、食育に関する活動を行うＮＰＯ法人等民間団体、関

係機関等の協力も得つつ、地域において多様な関係者の連携・協力の下、食育を推進する中核
となる人材育成を検討し、国は、そのための情報の提供等適切な支援を行う。

３ ．世代区分等に応じた国民の取組の提示等積極的な情報提供と意見等の把握
食育は、個人の食生活に関わる問題であることから、国民一人一人による理解と実践を促進

することが何よりも重要である。
このため、食育基本法第２９条第 １項で定める食育担当大臣は、一人一人の国民が自ら食育に

関する取組が実践できるように、世代区分等に応じた具体的な取組を提示する「食育ガイド」
（仮称）を、教育学、医学、栄養学、農学等食育に関係する多様な分野の専門家や、地域の食
育活動の担い手の意見を聴いた上で作成し、平成２３年度中を目途に、食育推進会議に報告して
公表するものとする。
また、食育に対する国民の関心や意識を高めていくために、多様な手段を通じた積極的な情

報提供を行うよう努めるとともに、国民の意見や考え方等を積極的に把握し、これらをできる
限り施策に反映させていくことが必要であり、その促進に努める。

４ ．推進状況の把握と効果等の評価及び財政措置の効率的・重点的運用
食育に関する施策を計画的に推進するためには、その推進状況を把握しつつ取り組むととも

に、限られた予算を有効利用することが必要である。特に、「 １ .多様な関係者の連携・協力の
強化」において述べたように、食育は幅広い分野に関わり、多様な関係者による一体的な取組
が必要であることにかんがみると、その必要性は一層大きいと考えられる。
このため、本計画に基づく施策の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、目標の達成状況

を含めてその推進状況について、毎年度、適切に把握し、その効果等を評価して、これを広く
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国民にも明らかにするとともに、これを踏まえた施策の見直しと改善に努める。
また、厳しい財政事情の下、限られた予算を最大限有効に利用する観点から、選択と集中の

強化、施策の重複排除、府省間連携の強化、官民の適正な役割分担と費用負担、執行状況の反
映等の徹底を図る。

５ ．基本計画の見直し
基本計画については、今後、計画期間終了前であっても必要に応じて見直しの必要性や時期

等を適時適切に検討する。また、基本計画の見直しに当たっては、「 ４ .推進状況の把握と効果
等の評価及び財政措置の効率的・重点的運用」において述べた施策の成果の検証結果を十分活
用する。
なお、平成２３年 ３ 月１１日に発生した平成２３年東北地方太平洋沖地震の今後の事態の推移も踏

まえ、計画期間の終了前であっても、必要に応じてこの計画の内容を見直すこととする。
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